
目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

1 1 1 1

産
業
振
興
課

健康センター２階の産業振興課窓口
や市役所市民ホール内の産業振興課
情報コーナーに、東京都産業労働局
や厚生労働省など関係機関よりポス
ターやチラシ等を設置し、周知・配
布に努めた。

B

事業者の来場が多い産業振興課窓口や経
営者及び従業員として働いている市民が
来場した際、目に留まりやすいよう、労
働や創業、観光の資料などと合わせて配
置し周知することができた。

令和3年5月より新庁舎での執務を開
始し、２階と１階に産業振興課の情
報コーナーのパンフレットスタンド
が割り当てられた。限られたスペー
スで効果的に周知できるよう検討し
ていく。

C

啓発活動は今後も続けてほしい。し
かし、チラシの配置だけでなくもう
少し意識した配布などの対応を進め
てほしい。東京都の「働きやすい職
場環境づくり推進事業」の積極的な
周知など、商工会とも連携し、事業
所がメリットを感じられるような、
予算を伴う改善促進計画が作れない
だろうか。

近年、清瀬商工会にて実施している清
瀬市中小企業総合相談窓口「よろず相
談会」では、市内事業者に対し、労務
相談も実施し、事業者に対するワー
ク・ライフ・バランスの支援をしてお
ります。今後も商工会やハローワーク
三鷹、東京都と議論を重ねながら、効
果的なワーク・ライフ・バランスの推
進に努めていければと考えています。

1 1 1 1

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

地域に向けワーク・ライフ・バラン
ス啓発のため働き方サポート事業
「働く女性のストレスケア」（定員
15名で女性6名が受講）を開催し
た。

B
広報の方法にも力を入れアイレックとし
ての取り組み方を検討していく。

きよせ女性広報誌「Ms.スクエア」を
市内事業所・商工会へ配布し、社内
のワーク・ライフ・バランス推進の
ための資料として活用いただくよう
働きかけをしていく。

C

行った事業も受講者が少なかったと
思う。きよせ女性広報誌の活用と共
にさらに働きかけを行ってほしい。
商工会としても、広報の仕方を考え
てみたい。

事業者向けワーク・ライフ・バランス
の推進に関してはほとんど手がつけら
れていないのが現状です。商工会の方
ともご相談させていただき、情報提
供、啓発の働きかけを行っていきま
す。

1 1 1 2

産
業
振
興
課

コロナ禍による在宅ワーク（テレ
ワーク等）が推奨される中で、職場
で働く男女の家庭と仕事の両立や育
休取得、職場復帰などを周知するた
め、東京都産業労働局や東京しごと
財団の周知ポスターやチラシなど掲
示及び配布を行った。

B

コロナ禍により、テレワークなど職場の
労働環境の変化が取りざたされた。ワー
ク・ライフ・バランスを推奨するため、
市役所市民ホール及び健康センター2F
ホールなどを活用し、ポスター、チラシ
等の掲示、配布に努め、周知啓発活動を
することができた。

コロナ禍により、在宅勤務など労働
環境が変化している中、在宅による
長時間勤務などの問題が生じないよ
う関係機関より資料を取り寄せ周知
啓発を行って行く。

B

今後も啓発活動を継続してほしい。
チラシの掲示、配布だけでなく、も
う少し意識した情報提供、周知啓発
等の働きかけを行ってほしい。時宜
にあった新たなテーマだけに、もう
少し踏み込んだサポートを考えた
い。

今後については、引き続き公共施設に
関連情報のチラシ等の掲示を行いま
す。配布だけにとどまらず、市SNSに
よる発信など、幅広い周知に努めたい
と考えています。

1 1 1 3

総
務
課

事業実績なし D
各課が事業を行う際に必要となる契約相
手方を、競争入札により選定しているた
め。

総合評価方式を導入し、女性の活躍
に配慮した契約相手方の選定を推進
していく。

D

ワーク・ライフ・バランスや公共調
達を意識した情報提供をし、業者に
準備をしてもらうよう進めてほし
い。総合評価方式の行方を楽しみに
している。

主に、工事を対象とする総合評価方式
ではなく、ワーク・ライフバランスや
女性の活躍推進を効果的に発揮できる
業者選定方式（プロポーザル方式）で
の評価項目の設定に努めます。

1 



目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

1 1 1 4

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

市内企業等との連携による女性活躍
推進の必要性は十分に認識している
ものの、新型コロナの影響を受ける
中、新たに協議会を立ち上げる検討
には至らなかった。

C

きよせ女性広報誌「Ms.スクエア」を市内
事業所・商工会へ配布するなど、地域
ネットワークへの繋がりを模索してい
る。

新たな協議会設立の前に、市内事業
所等へのアプローチを強化する。

D

協議会設立については効果的・効率
的な協議体等の設置を検討するため
にも、事業所へどのように働きかけ
るか対応を進めてほしい。そもそも
市内に会議体が多すぎて、家族の時
間を侵食している。家庭を中心とし
たQOLの観点から会議体を整理し
てほしい。

協議会設立の前に、どのように事業所
への働きかけるかを考える必要があり
ます。この点についても商工会等とご
相談させていただき進めていきます。

1 1 1 5

産
業
振
興
課

新型コロナウイルス感染症の影響に
より女性農業者が中心となり開催し
ているマルシェ等のイベントが中止
となった。コロナ禍で行える支援と
して、ふるさと納税返礼品にも採用
されている女性農業者が制作・販売
している商品等を掲載したおすすめ
特産品チラシを作成し、配布した。

B

コロナ禍でイベント等自粛により、市の
共催や産業振興課のイベントへの参加な
ど活動支援が行えない中、広報などによ
る支援を行った。

コロナ終息後は、産業振興課のイベ
ント参加やマルシェ等の共催など、
女性農業者の活躍の場を提供して行
く。

B

女性農業者の活躍の場を作り、今後
も事業運営への参加を予定し、広報
による支援を行ったことはよかっ
た。女性農業者の活動を様々な機会
を通して継続して支援していくこと
に期待する。農業者の中で女性の存
在は大きな位置を占めていると考え
る。「家族経営協定」等でそれに見
合った地位が確保されているか見直
してほしい。

今後、女性農業者のひまわりフェス
ティバルや農業まつりなどイベント参
加やマルシェ等の共催のほか、認定農
業者の計画更新の時期に再度、家族経
営協定の内容が確保されているか確認
していきます。

1 1 1 6

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

きよせ女性広報Ms..スクエア97号で
農場で働く女性を紹介して活躍を伝
えた。

B
今まで上手く取り組めなかった部分があ
るので、やり方の振り返りを行いながら
更なる可視化を進める。

推進委員会や運営委員会等で検討や
女性広報誌の活用など有効的な手段
を検討し、推進したい。

B
これからも農業で働く女性の活躍を
紹介していく方法を検討し進めてほ
しい。

当センター単独での実施ではなく、関
係各課並びに事業者との連携を図りつ
つ、状況把握に努めます。

2 



目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

1 1 1 6

産
業
振
興
課

農業委員の周知・啓発により、認定
農業者制度で農業における経営の方
針決定や役割分担が明確となる家族
協定締結による共同申請で、令和２
年度は、６件のうち、３件が夫婦等
による家族協定締結による共同申請
による認定となった。

B

農業者の農業経営で、男女が共同経営者
との意識が高まる認定農業者制度の共同
申請（家族経営協定締結）に結び付ける
ことができた。

農業委員を通じて認定農業者制度の
周知の際、農業での役割分担を明確
化できる家族経営協定についても周
知できた。今後は農業者と関わりの
深いＪＡなどにも協力を依頼する。

B

農業における女性の参画・役割には
大きいものがある。これからも家族
協定及び共同申請の周知を継続して
ほしい。家族経営体（農家）から組
織経営体（農業法人等）への変化を
サポートするような取り組みを進め
てみたらどうか。

家族経営協定及び共同申請の周知を継
続するとともに、農業者の法人化への
相談等を行える体制づくりについて検
討していきたい考えています。

1 1 2 1

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

①働き方サポート事業として「働く
女性のストレスケア」講座、「しご
と相談」（月1度開催）を開催し
た。
②働き方サポート事業を契機に実施
してきた国立市との広域連携事業で
ある「ひきこもりママ会」「ひきこ
もり女子会」「つながる待合室（性
自認を問わない、家族・支援者・男
性当事者向け）」を実施し、当事
者、家族、支援者の交流の場を設け
た。
③館内に仕事情報コーナーを設置し
て、ハローワーク情報等の提供を
行った。
④地方創生推進交付金事業でキヨセ
deフェスタをはじめとした女性起業
家支援事業、ソーシャルネットワー
クラボの組織マネジメント講座開催
を中心とした地域課題解決型社会起
業支援事業において地域の女性の仕
事環境を向上させる試みを行った。

A
コロナ期の中で相談事業について実施を
続けられたことと対策を十分に取りなが
ら講座を実施できた。

市民対象の講座として、特に組織の
中で位置付けられにくい非正規、未
就労の女性を想定し、就労の充実
（再就職、キャリア形成に必要なス
キルと情報提供等）のニーズにあっ
た事業を設定していきたい。ひきこ
もり女子会を企画するひきこもりUX
会議と協議の上、「子育てしやすい
まち清瀬」の一側面として子育てに
“辛さ”を感じるママ向けの女子会
を企画した。少人数ながら、遠方か
らの熱心な参加者もあったため清瀬
市のみのイベントから広域実施を試
みていきたい。同事業の「女子会」
と並行して行われる引きこもり家
族・支援者・男性当事者むけの「つ
ながる待合室」では、8050問題の
働きながら当事者との生活を抱える
女性や地域の支援者らが率直な悩み
の共有、相互の励まし、意見・情報
交換を行う場貴重な場であったた
め、今後の事業のあり方を検討して
いきたい。

B

「女子会」と並行しておこなわれる
引きこもり家族・支援者・男性当事
者むけの「つながる待合室」を実施
し、悩みの共有、相互の励まし、意
見・情報交換を行う貴重な場であっ
たなど成果を記載していることは評
価できる。講座の参加者数などの成
果も具体的に記載してほしい。

今後も内容の充実をはかり、講座の参
加者など、具体的な成果を記載するよ
う留意します。

1 1 2 2

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

年10回のベースでキャリアコンサル
タント、産業カウンセラー協会認定
スーパーバイザーの資格を持った女
性が相談を受け持ち、職場の人間関
係、再就職、転職についての悩みや
キャリアの整理の仕方などを的確に
アドバイスしている。令和２年度の
年間実績数は１２件だったが、コロ
ナ禍の影響か、月を重ねるごとに件
数が増えている。

B

相談に関しては、SNS掲示板やポスター
掲示などで周知に努めた結果、当初相談
件数は少なかったが、右肩上がりに増え
ていくようになった。

まだまだ相談者の数が少ないため、
PR方法を工夫するか、相談日程を増
やして相談者が相談できる機会を増
やす等考えていかなければならな
い。また、キャリアカウンセラーに
よるワーキング形式の講座を実施し
たい。

B

相談についての周知方法を工夫し、
事業を展開していると思う。相談者
の視点に立ってさらにPR方法を工
夫し相談日を増やすなど、相談でき
る機会が増えるよう進めてほしい。
「キャリア」という言葉のもつイ
メージを良きものとして、ステレオ
タイプに使うことを再考すべきでは
ないか。多様な生き方の選択をサ
ポートできるような、幅広い支援を
求める。

キャリアにとらわれない、多様な生き
方についてはメディアで周知に努め、
啓発していきます。
また同時にキャリアの支援は男女参画
の視点から重要であるため、男女共同
参画センターで出来るしごと相談支援
の内容をわかりやすく提示するなど、
周知内容と方法を工夫します。

3 



目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

1 1 2 3

秘
書
広
報
課

【市民相談】
法律相談（相談件数228件）、年
金・労働相談（相談件数6件）等を
実施して、トータル的なサポートを
行った。

B

弁護士や人権擁護委員、社会保険労務士
など専門家による対応となるため、相談
者に寄り添ったアドバイスができてい
る。市報での周知のほか、昨年に引き続
きチラシ等で相談事業の周知を図った。
また、本庁舎1階のデジタルモニターや、
ポスター掲示などを行った。

よりきめ細やかな相談内容に対応で
きるよう、相談件数や内容の傾向を
分析し、ニーズを捉えていきたい。
また新型コロナウイルス感染症の対
応として一部（司法書士相談）では
電話での相談を行った。新型コロナ
ウイルス感染症の拡大状況にもよる
が、従来の対面式のほか、オンライ
ンや電話での相談なども検討し、手
軽に相談を受けられる体制を構築し
ていく。
男女平等に関する相談も受け付けて
いる周知も合わせて行っていく。

B

法律相談として件数を挙げている
が、男女平等に関する相談件数も記
載してほしい。専門家による対応で
相談者に寄り添った対応は継続して
ほしい。いたずらに数を追うのでは
なく、いつもそこにあることの周知
を図り、需要に応じて機能できる体
制の維持を望む。

法律相談総件数のうち、男女平等に関
する相談は１件でした。
新型コロナウイルス感染症拡大防止対
策として対面での相談が出来なった場
合でも、電話で相談ができる無料電話
相談の案内をするなど相談者に寄り
添った対応を心がけます。

1 1 2 4

男
女
共
同
参
画
セ
ン

タ
ー

コロナ禍の状況を配慮し市民の安全
安心を考慮して今年度についてはイ
ベント不開催という選択をした。

C
SNS掲示板やポスター掲示などで周知に
努める部分はあったが、講座等の開催は
できなかった。

啓発については市民の安全安心を第
一に考えて広報等を中心に進めてい
きたい。

D

コロナ禍であるからこそ、リモート
ワークによる働き過ぎなどを防ぐ意
味でも子育て期の終了者が男性も女
性も家庭に軸足を置けるように講座
の開催だけでなく周知啓発できるこ
とをしてほしい。

時代の変化に応じた講座を開催してい
きます。また国、東京都、関係機関や
企業と連携し、ワークライフバランス
を充実させ女性・男性ともに家庭に軸
足を置けるような啓発活動を考えてい
きます。

1 1 2 4

生
涯
学
習
ス
ポ
ー

ツ
課

生涯学習講座を、高齢者向け・児童
生徒向け・一般向け等として、４月
～３月まで年間通して実施してい
る。令和2年度は、オリンピック精
神の一環として人権教育・男女平等
の推進の内容を含んだ講座「目指
せ！アクティブシニア～オリンピッ
ク・パラリンピックを学ぼう～」の
実施を予定していたが、緊急事態宣
言の発令により中止となった。

B

新型コロナウイルス感染症拡大の影響
で、大半の講座が中止となったが、たの
しくやさしい俳句実作教室、初心者陶芸
教室など、ワーク・ライフ・バランスを
推進する講座を一部実施することができ
た。

令和元年度に実施した「漢（おと
こ）の漢による漢のための裁縫教室
（男性限定）」では、「同性だけな
ので気が楽だった」という意見が寄
せられた。次は一歩進んで、男性と
女性が一緒に取り組む講座を企画し
たい。

B

コロナ禍でもできる講座を実施でき
たことは評価したい。今後、男性と
女性が一緒に取り組む講座を開催す
るなどの企画実施に期待したい。

参加者は男性や女性に限らず、夜間や
休日を含め、学習機会を提供できた。
今後も幅広い分野の講座を実施し、
ワーク・ライフ・バランスの推進の一
助とします。

1 1 2 5

企
画
課

市民活動センターで市民活動ボラン
ティア団体、活動団体、ＮＰＯ法人
のガイドブック２０２１版を作成
し、市民活動情報として活用してい
る。また毎月発行のニュースの刷新
を行い、フェイスブック、ＨＰ、映
像化、展示と合わせて各団体紹介を
行い、市民活動を行うための場所提
供も行っている。

A

コロナ禍において市民活動も制限されて
いる中ではあるが、市民活動に関する有
益な情報の提供や活動状況等を周知する
ことで、コロナ禍にあっても市民活動や
ボランティアに興味がある方（男女問わ
ず）からの問い合わせ（３２件）や新規
登録（２４件）がある。

きよせボランティア・市民活動セン
ターにおいて活動支援のためのセミ
ナー開催や情報誌、ＨＰなど様々な
媒体を活用し情報提供をしていく。

B

男女問わず活動支援の取り組みを
行っていることは評価できる。今後
も情報提供を工夫していってほし
い。

活動支援につながる仕組み、情報発信
の工夫をしていきます。

4 



目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

1 2 1 1

産
業
振
興
課

産業振興課窓口に女性と労働法の設
置や市役所市民ホール産業振興課情
報コーナー、清瀬・ハローワーク就
職情報室、子育て支援課窓口に東京
しごとセンターや厚生労働省のリー
フレット等を設置し、情報発信に努
めた。

B

産業振興課窓口をはじめ、清瀬・ハロー
ワーク就職情報室窓口や市民課市民ホー
ル等を活用し、各関係機関のポスター・
リーフレット等を設置し、周知に努める
ことができた。

令和3年5月より新庁舎での執務を開
始し、２階と１階に産業振興課の情
報コーナーのパンフレットスタンド
が割り当てられた。限られたスペー
スで効果的に周知できるよう検討し
ていく。

C

ポスター、リーフレット等の配置を
して周知に努めているというが、ど
の程度周知されていることを確認で
きるのだろう。ほかの方法等、工夫
をすることも必要ではないか。そも
そも「女性のキャリア支援等の推
進」は産業振興課の業務にそぐわな
いのではないか？
また、「キャリア」という言葉のも
つイメージを良きものとして、ステ
レオタイプに使うことを再考すべき
ではないか。

今後については、東京しごとセンター
多摩と協議し、女性のキャリア支援に
関するセミナーの開催など、ポス
ター、リーフレットにとどまらない啓
発を検討したいと考えています。当内
容が当課の所管業務に該当するかにつ
いては、庁内で意見調整をさせていた
だきたいと思います。

1 2 1 2

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

①アイレック相談（しごと相談）
年10回のベースでキャリアコンサル
タント、産業カウンセラー協会認定
スーパーバイザーの資格を持った女
性が相談を受け持ち、職場の人間関
係、再就職、転職についての悩みや
キャリアの整理の仕方などを的確に
アドバイスした。（令和２年度実績
14件　令和３年度４月～６月実績
10件）

②女性起業支援事業（【女性起業家
出展会】と関連講座）
起業家、起業を目指している清瀬市
内外在住の女性を応援するために出
展スペースを設け開催するイベント
と講座。今年度は緊急事態宣言下の
ため、中止となったが、当市ホーム
ページ等で起業家の紹介ページを公
開するなど、支援活動を続ける。

③働き方サポート事業「働く女性の
ストレスケア」（定員15名6名受講
女性６名）を開催しストレスとの向
き合い方について啓発を行った。

B

参加人数は少なかったが、参加者から熱
心に質問があり、アンケートも丁寧に答
えており、参加者の満足度の高さがうか
がえる。

相談に関しては、SNS掲示板やポスター
掲示などで周知に努めた結果、当初相談
件数は少なかったが、右肩上がりに増え
ていくようになった。

相談者の数が少ないため、PR方法を
工夫しなければならない。
今年度は中止となったため、女性起
業家を支援する機会が減ってしまっ
た。今後は講座以外にイベントに頼
らない方法で支援できる可能性を探
さなければならない。
令和３年度よりコワーキングスペー
ス事業の開始に伴い、起業支援につ
なげたい。

B

相談や働き方サポート事業をしてい
ることのPRを工夫していこうとす
る意向に期待をする。女性起業支援
は、イベントと講座が中止となって
も支援できる方法を考えていく必要
があるだろう。「働き方の支援の充
実」と「起業支援事業」とは混同す
べきでないと考える。
「働き方改革」を過ぎ去ったキャッ
チフレーズとしてしまわず、産業振
興課とも連携し、東京都の「働きや
すい職場環境づくり推進事業」を周
知し、導入の促進を図ってみたらど
うだろうか。

女性の就労支援を今後も積極的に行
い、しごと相談、女性起業支援事業、
働き方サポート事業の広報に努めま
す。働き方改革については産業振興課
と連携していきます。
「働き方の支援の充実」と「起業支援
事業」ははっきり区別しそれぞれ独立
した事業として実施していきます。
女性の再就職に関する情報を収集し周
知及び提供できるようにします。

1 2 1 3

産
業
振
興
課

産業振興課で行う創業融資等だけで
なく、東京都が行う「女性・若者・
シニア創業サポート事業」や「若
手・女性リーダー応援プログラム助
成事業」の周知活動や男女共同参画
センターが開催する女性起業支援講
座、清瀬商工会が行う創業塾、国の
関連事業や助成制度の広報活動や情
報発信に努めた。

B

関連部署や関係機関と協力しセミナー等
のチラシ・パンフの配布を行い、定期的
に情報共有を行ったことで、スムーズな
広報活動ができた。清瀬商工会の創業塾
に関しては市報に掲載し広く周知を行っ
た。

関係機関と協力し女性の起業に関す
る周知活動や支援を行っていく。金
融機関や創業支援センターとも今ま
で以上に密な連携を図っていく。

C

定期的な情報共有が女性の起業活動
にどのように有効だったのか確認で
きるような具体的な数値や情報が欲
しい。関係機関との協力は今後も継
続し必要な支援を充実させてほし
い。
「ことりば」のチャレンジ相談会
や、商工会の創業支援等と連携し、
市の予算を確保し積極的なアウト
リーチを図りたい。

関係機関との密な連携を図ることで、
女性起業家から資金面の相談があった
場合に市の制度だけでなく、国や都が
実施する補助金や公庫が実施する女性
向け融資制度など相談者の実情に合っ
た支援策を提供できた。また、企業や
個人事業者に対して自治体が行う支援
制度等を提供している東京都企業立地
相談センターHPに「ことりば」の掲載
を依頼し幅広い層に市のコワーキング
スペースをPRしている。商工会とは今
後も継続して創業塾等の広報や創業支
援事業について連携していきます。

5 



目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

1 2 1 3

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

①アイレック相談（しごと相談）
年10回のベースでキャリアコンサル
タント、産業カウンセラー協会認定
スーパーバイザーの資格を持った女
性が相談を受け持ち、起業について
も的確にアドバイスした。

②女性起業支援事業（【女性起業家
出展会】と関連講座）
起業家、起業を目指している清瀬市
内外在住の女性を応援するために出
展スペースを設け開催するイベント
と講座。今年度は緊急事態宣言下の
ため、中止となったが、当市ホーム
ページ等で起業家の紹介ページを公
開するなど、支援活動を続ける。

B

参加人数は少なかったが、参加者から熱
心に質問があり、アンケートも丁寧に答
えており、参加者の満足度の高さがうか
がえる。

相談に関しては、SNS掲示板やポスター
掲示などで周知に努めた結果、当初相談
件数は少なかったが、右肩上がりに増え
ていくようになった。

相談者の数が少ないため、PR方法を
工夫しなければならない。
今年度は中止となったため、女性起
業家を支援する機会が減ってしまっ
た。今後は講座以外にイベントに頼
らない方法で支援できる可能性を探
さなければならない。
令和３年度よりコワーキングスペー
ス事業の開始に伴い、起業支援につ
なげたい。

B

相談や働き方サポート事業をしてい
ることのPRを工夫していこうとす
る意向に期待をする。女性起業支援
は、イベントと講座が中止となって
も支援できる方法を考えていく必要
があるのではないか。
いたずらに数を追うのではなく、い
つもそこにあることの周知を図り、
需要に応じて機能できる体制の維持
を望む。

参加者の満足度は高く維持したいと
思っております。また、市のホーム
ページ等を通じ、積極的にPRをしてい
きます。

1 2 2 1

産
業
振
興
課

コロナ禍で規模は縮小したが、東京
しごとセンター多摩及びハローワー
ク三鷹と産業振興課で共催する就職
面接会では、医療・福祉分野の市内
事業者の参加など就労支援に努め
た。面接会等開催情報やテレワーク
助成事業など就労に関する周知は市
HPや市役所市民ホールや産業振興課
の情報コーナーで行った。また、産
業振興課窓口には、ポケット労働法
などを設置し労働法に関する啓発を
行った。

B

コロナ禍に於いても、ハローワーク三鷹
や東京しごとセンター多摩と連携し、就
職セミナー接会を実施し、就職支援に努
めることができた。また、市役所市民
ホール等に、関係機関のセミナーや助成
制度（テレワーク制度等）の情報発信に
努めることができた。

コロナ禍によるテレワークの推進な
ど、さらに多様化していく就労形態
に対し、多様な情報提供の方法を検
討していく。

B

多様化する就労形態に対して情報提
供を工夫してほしい。就職面接会な
どコロナ禍でも必要な周知をして実
施してほしい。
職業斡旋にならない範囲で、求人す
る市内事業所と、求職している皆さ
んの簡易なマッチングアプリのよう
なものはできないだろうか。

ハローワーク三鷹とは、コロナ禍にお
いて当問題に関する方法論については
議論を重ねているところです。令和3
年度は大規模な面接会は実施できな
かったが、ミニ面接会を数度実施し、
就労機会のマッチングに努めました。
引き続き就労機会のマッチングを増や
すことに尽力していきたいと思いま
す。

1 2 2 1

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

①アイレック相談（しごと相談）
年10回のベースでキャリアコンサル
タント、産業カウンセラー協会認定
スーパーバイザーの資格を持った女
性が相談を受け持ち、職場の人間関
係、再就職、転職についての悩みや
キャリアの整理の仕方などを的確に
アドバイスした。
②広域連携事業「ひきこもりママ
会」「ひきこもり女子会」を実施
し、当事者の経験談、グループトー
クでの職場での困難や就業について
の思いなどを共感的に分かち合う場
を設けた。どちらの会でも仕事と家
族への話題は参加者から出され、女
性にとっての重要かつ困難が伴う
テーマであることが共有された。

②ハローワークからの情報提供コー
ナーを常設し情報共有を進めた。

B

相談に関しては、SNS掲示板やポスター
掲示などで周知に努めた結果、当初相談
件数は少なかったが、右肩上がりに増え
ていくようになった。

講座については、PR方法を工夫しな
ければならない。
コロナ期との兼ね合いで相談事業の
一環で休止となっているキャリアカ
ウンセラーによるグループカウンセ
リング・ワークショップを状況を見
ながら実施していきたい。

B

今後も相談などの事業の周知を工夫
して継続してほしい。いたずらに数
を追うのではなく、いつもそこにあ
ることの周知を図り、需要に応じて
機能できる体制の維持を望む。

今後も需要に応じて相談事業の周知・
充実を図っていきます。

6 



目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

1 2 3 1

職
員
課

女性職員の能力育成のため、女性職
員活躍推進を目的とする研修を開催
する。

C

例年、女性職員活躍推進のための研修を
行っているが、令和２年度は新型コロナ
ウイルス感染症の影響により、研修が実
施できなかった。

令和３年度においては、「ワーク・
ライフ・バランス研修」を行う予定
である。
女性管理職の登用目標については、
清瀬市特定事業主行動計画で目標値
を15％と設定している。管理職登用
にあたっては、本人の昇任意欲も重
視されるべきであり、女性職員の意
欲醸成のため、研修等を継続して実
施する。

D

女性職員の活躍のためには育児・介
護制度の見直しも必要である。ワー
ク・ライフ・バランス研修は男性・
女性にかかわらず必要。誰に対して
どのような研修をしていくか検討
し、実施してほしい。

令和４年度においては、女性の活躍し
やすい職場環境を整備することを目的
に、管理職向けに女性活躍推進研修を
実施する予定です。
育児・介護制度については、育児休業
法改正により、育児休業取得回数の制
限等を緩和する予定です。

1 2 3 2

職
員
課

採用・昇進や教育・訓練・研修等に
おいて、性別による取扱いの差はな
いが、各種委員会などでは、積極的
に女性管理監督職を登用している。
清瀬市特定事業主行動計画で女性管
理職の目標値を15％としている。女
性管理職の人数は、4人/53人中で
7.5％である。女性監督職の人数は、
32人/93人中で34％を達成してい
る。女性職員年度内採用人数16人
/30人中（令和3年4月1日現在）

B

令和２年度は、前年度と比較して管理監
督職に占める女性の割合はほぼ横ばい傾
向であった
女性管理職においては、特定事業主行動
計画において令和元年度末における女性
管理職の割合を15％と定めていたが、
7.5％に留まった。今後も、引き続き女性
が管理監督職への昇任意欲醸成のための
研修・啓発活動を今後も行っていく必要
があると考えるが、管理職・監督職の職
員登用については、性別を問わず有能な
人材を登用していく。なお、雇用機会均
等法の観点から、職員採用時に男女の別
は問うていない。

令和元年度に策定した特定事業主行
動計画後期計画に基づき、引き続き
女性職員が活躍しやすい環境整備に
努めていきたい。なお、雇用機会均
等法の観点から、職員採用時に男女
の別は問うていない。今後もその方
針である。
女性管理職を増やす方策について
は、アンケートを実施するなど研修
以外のあり方についても引き続き検
討していきたい。

C

ワーク・ライフ・バランスを保ちな
がら管理職を続ける環境を整え、女
性管理職育成のためのサポート体制
を整える取り組みも必要である。加
えて、クオータ制導入の可否を検討
しつつ、女性管理職の数値目標値を
高めていく必要があるのではない
か。女性管理職を増やすために、女
性管理職からの優秀で意欲的な女性
職員に対する働きかけなどメンター
的なことは行っていないのか？
清瀬市の女性管理職の割合は特に課
長レベルであまりにも低いため、状
況を変えるために特別の措置をとる
ようにお願いしたい。

法令および特定事業主行動計画後期計
画に基づき、引き続き女性職員が活躍
しやすい環境整備に努めていきます。
女性管理職を増やす方策については、
研修等の実施により対応していきま
す。

1 2 3 3

職
員
課

令和２年２月に主任職を対象に、ハ
ラスメント全般を対象とした「ハラ
スメント研修」を実施。ハラスメン
ト理解を促し、指導・注意の場面
や、日頃のコミュニケーションのと
り方などを学ぶ。

参加人数：21人

A

ハラスメント研修は、数年間にわたり管
理職を対象に実施してきた。組織の中で
ハラスメントへの理解を浸透・定着させ
るため、徐々に対象職員の範囲を拡大し
ており、平成29年度は監督職、令和元年
度は主任職、令和2年度は希望職員を対象
として実施している。研修の実施によ
り、ハラスメントに対する理解が深まっ
ていると考えるため。

新型コロナウイルス感染症の影響を
鑑み実施方法を検討しながら、ロー
テーションで研修対象を変え、毎年
実施する方向で検討している。

B
研修は今後も引き続き行ってほし
い。相談体制の整備など継続した取
り組みが必要である。

令和４年度は、主事・主任職を対象に
ハラスメント防止研修を実施予定で
す。

7 



目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

1 2 3 4

職
員
課

令和３年１月より、時間外勤務命令
の上限設定を行い、長時間労働の改
善に取り組んでいる。
また、職員の能力育成においては、
性別による取扱いの差はなく均等に
研修機会を付与している。
なお、各種委員会などでは、積極的
に女性管理監督職を登用している。

C

例年、女性職員活躍推進のための研修を
行っているが、令和２年度は新型コロナ
ウイルス感染症の影響により、研修が実
施できなかったため。

今後は、実施方法等を検討し、制度
趣旨を鑑み実行していきたい。
なお、令和３年度においては、
「ワーク・ライフ・バランス研修」
を行う予定である。

C
ワーク・ライフ・バランス研修を推
進し、職員の能力育成をお願いした
い。

人材育成基本方針実施計画に基づき、
推進していきます。

1 2 3 5

職
員
課

「清瀬市職員の休暇・休業ハンド
ブック」及び「育児のための休暇、
休業等に関する職員ハンドブック
（清瀬市特定事業主行動計画）」に
おいて育児・介護休業法等に対する
制度周知を行っている。また、妊
娠・出産の報告を受けた際は、取得
可能な休暇の案内を行い積極的に取
得するよう促すとともに、所属の上
長に対しても職員が安心して休暇を
取得できるよう要請している。

B

「女性育児休業取得率100％、男性育児
休業取得率10％以上」を目標として定め
ており、令和２年度は、「女性育児休業
取得率100％（17名中17名取得、平均
取得日数567日）、男性育児休業取得率
が75％（4名中3名取得、平均取得日数
48日）」と目標値を上回っている。「育
児のための休暇、休業等に関する職員ハ
ンドブック」の周知や情報提供など、周
知に一定の成果が出ていると考えてい
る。

引き続き、趣旨を伝えながら制度周
知に努めたい。なお、令和２年度か
らの特定事業主行動計画後期計画に
おいても、育児休暇が取得しやすい
環境整備に努めていきたい。

B
今後も育児休業取得の徹底と男性の
育児休業取得しやすい職場の醸成を
お願いしたい。

令和４年度は、法改正に基づき、制度
改正を予定しており、引き続き、制度
周知に努めます。

1 2 3 6

職
員
課

介護休暇に関する情報提供・相談体
制の充実を図るため、「清瀬市職員
の休暇・休業ハンドブック」をポー
タルに掲示することにより、職員に
対して介護休暇や短期の介護休暇の
制度について、周知を行った。

B

令和２年度は介護休暇取得者0名、介護時
間取得者は0名、短期の介護休暇取得者は
9名（正職ベース）であった。介護休暇を
必要とする職員が出る際に備え、引続き
制度に関する周知等を行う。

引き続き、趣旨を伝えながら制度周
知に努めたい。なお、令和２年度か
らの特定事業主行動計画後期計画を
踏まえ、職員が介護を担いながら働
くための環境整備に努めていきた
い。

B

今後も介護休暇制度の周知に努め、
職員が介護休暇を取得しやすい職場
環境の醸成をお願いしたい。例え
ば、機会を待てる、幹部職員が率先
して休暇を取得するなど、モデル
ケースを模索してみてはいかがであ
ろうか。

介護休暇については、幹部職員も取得
しております。引き続き制度の周知を
行っていきます。

1 3 1 1

子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

妊娠期から１８才未満の子どもがい
る家庭のあらゆる相談を実施しま
す。

総合相談事業
　相談件数　　３，３１３件

サービスの調整
　関係機関との連携　　１，５３２
回

A

妊娠期から１８歳未満の子どもいる家庭
のあらゆる相談を受け付けており、内容
によって、児童相談所や保健所、市役所
の関係部署に繋いでいる。職員の異動等
はあるが、しっかりと引継ぎをすること
で前任者と変わらぬ対応ができている。
相談員の専門性に応じ、内部で連携しよ
り適切な対応に心がけている。

コロナ禍において相談件数及び内容
が増加・複雑化している中で、1件１
件真摯に対応し、継続実施してい
く。

A

コロナ禍のためか相談件数が大幅に
増加しているように感じる。関係機
関との連携を行った件数が半数ほ
ど。あとの半数は支援センターとの
相談で解決したと理解する。コロナ
禍で多忙を極めているかもしれない
が、引き続きの尽力をお願いした
い。相談につながらずに苦しんでい
る人が相談することに気付けるよう
な取り組みもより進めていただける
とよいかと思う。

相談の案内の周知は必要な方へ届くよ
うに行います。相談の件数については
虐待に限らずあらゆる分野のものを受
けるため単発で終わってしまうものも
多い。他機関、地域とのつながりも重
視していきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

1 3 1 2

子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

子どもからの悩みを相談できる場と
しての機能を充実させます。

総合相談事業
　１０歳未満、１０歳代の相談件数
４０８件

B

子ども家庭支援センターは土日祝日開設
しており、平日相談が困難な家庭には、
ご自宅へ訪問するなど対応を工夫してい
る。統計では表せないが、学校や保育園
等に訪問し子どもと面接も行っている。

周知を図り、継続実施していく。 B

開設時間の短縮で相談の機会が減っ
てしまわないように今後も多様性に
考慮したサポートしていただきた
い。土日祝日も開設しているのは理
想的である。４０８件だと１日１件
以上で、自宅への訪問もあるのは評
価できる。ただ、子どもが親でも先
生でも友達でもない人に悩みを相談
するのは難しいことだ。より悩んで
いる子への相談を拓く期待を込め
て、事業所自身の評価にならいBと
した。さらなる進化をお願いした
い。

ライフワークバランスも視野に入れな
がら、誰も取り残さないような対応を
考えて行きます。児童自身の悩みもも
ちろん親からの相談も広く対応してい
きます。

1 3 1 2

生
涯
学
習
ス
ポ
ー

ツ
課

いつでも来館した子どもが困ったと
きや悩んだときに気軽に児童厚生員
に相談できるよう努めています。ま
た、児童厚生員は、子ども一人ひと
りと関わり、子どもとの遊びや工作
をすることにより子どもの心理や状
況にいち早く気付き信頼関係を築い
ています。

A
来館受付をする際、必ずこちらからあい
さつや声掛けを行い気軽に話せる環境を
作っています。

今後も継続 B

感染症対策を取りながらの催事開催
に苦慮されているかと思うがまた再
開してもらいたい。「子どもが気軽
に相談できる窓口の充実」なので、
もう一工夫欲しいように感じる。悩
みの重い子でも気軽に話せるのでは
ないか。親でも友達でも先生でもな
い人に。SNSいじめ自殺もあるの
で、さらに踏み込んだ取り組みをお
願いする。

感染症対策を取りながら、少しずつ催
事を再開しています。
また、重大な問題や対応が難しい相談
については、子ども家庭支援センター
などの専門機関と連携し対応していき
ます。

1 3 1 3

子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

ショートステイ、ファミリー・サ
ポート・センター事業、養育支援ヘ
ルパー派遣、ホームビジター派遣
等、子育てサービスの周知を図りま
す。

きよせ子どもショートステイ「おひ
さま」利用状況
　　利用件数　１１５件　　利用日
数　２４７日　予算額４，０００千
円

ファミリー・サポート・センター事
業
　利用人数　２，５００人　予算額
１５，０５０千円

養育支援ヘルパー派遣事業
　派遣件数　１３５件　　派遣回数
３０２回　予算額１，２００千円

ホームビジター派遣事業
　利用件数　　３４件　　訪問回数
１６９回　予算額２，２００千円

B

コロナの影響により各サービスの利用日
数の減少傾向であった。
ショートステイは利用件数は増加した
が、利用日数は減少した。
ファミリー・サポート・センター事業は
４８４名減少した。
養育支援ヘルパーは４５件の減少、派遣
回数も８０件減少した。
ホームビジター派遣事業については、訪
問回数が大幅に減少した。

周知を図り、継続実施していく。 B

コロナでも事業は縮小せずに実施し
ていたが、様々に減少したという理
解でいいのか。各家庭の感染回避、
経費節減意識の故でと認識できる。
困難な時こそ利用できる体制つくり
を、本庁に支援要請等も行い進めて
いただきたい。またホームビジター
では学齢期向けの研修を行ったりと
スキルアップを図っていることが評
価できる。

基本的なケース対応は市役所のルール
に沿った形で実施しているので縮小は
行っていない。ただ、コロナの状況下
で連携には支障が出てはいるがそれを
補えるような工夫を重ねていきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

1 3 1 3

子
育
て
支
援
課

病児・病後児保育の実施：病児保育
1施設、病後児保育1施設

B

市内施設2施設において実施している。
今年度は、コロナウイルス感染症に伴
い、児童の利用が少なかったが、現状維
持が適当と考える。

今後も継続して事業を行っていく。 B

コロナでも事業は縮小せずに実施し
ていたが、様々に減少したという理
解でいいのか。各家庭の感染回避、
経費節減意識の故でと認識できる。
困難な時こそ利用できる体制つくり
を、本庁に支援要請等も行い進めて
いただきたい。事業は現状維持を目
指すと後退するものである。前進を
目指しながら維持に留まることが常
の事です。さらなる尽力をお願いし
たい。

コロナ禍において、体調不良児等の受
入れを制限する事例も発生していまし
た。今後もコロナウイルスの感染状況
を見ながら継続して事業を行っていき
ます。

1 3 1 3

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

主催講座のみならず、Ms.スクエア編
集会議のほか、センターの委員会に
は必ず保育を付けて女性の能力が地
域で発揮できるための保育環境をつ
くった。
相談事業には委託団体の協力も得
て、前日予約も可の保育を行ってい
る。
主催事業の保育の無い時間帯・日に
は週末を含めて保育室を開放してい
る。（当日要届け出）周知不足のた
めか一定数の利用があるがコロナ期
のため激減している。（予約利用25
件、延べ人数57名、当日利用16
件、延べ人数46名）

B

コロナ期ではあるが保育を委託している
団体との協力関係をセンター独自の市民
サービスのみならず市の事業全体に周知
啓発を続ける。

保育委託は今後も充実を図り継続す
る。さらに仕事と子育ての両立を図
れる様々な支援の制度の情報提供を
図る。

C

コロナ禍で保育室利用者激減を仕方
がないとみるか、努力不足とみるか
で、今後は変わる。育児に翻弄され
意欲のある市民活動に参加できずに
いる人もいる。保育があるだけでは
足りないものを補う発想が欲しいと
ころだ。どのような周知啓発が効果
的で、両立を図れる様々な支援の制
度の情報提供を図るとは何か、具体
策を示してください。K-net以外で
の子育て世代への周知が必要かと感
じる。

多様な保育ニーズに応えるよう、事業
の充実を図り、SNSなどの媒体を駆使
し情報提供に努めます。

1 3 1 4

子
育
て
支
援
課

市内保育園定員数：1,479人（前年
度と変更なし）
延長保育の実施：公立保育園及び私
立認可保育園全園

A

待機児童対策として、地域型保育所であ
る「ちあふるガーデン」の連携施設であ
る「せせらぎ保育園」の3～5歳児の定員
を5人拡充していく。

待機児童解消に向けて今後も保育量
を調整していく。

B

一昨年は待機児童が０ということで
したが昨年度は０ではなかったの
か。まだ２歳児以下の受け入れ状況
が厳しいように感じる。理由に上
がっている新たな保育施設の拡充は
大変評価できるが、待機児童がいる
のにA評価は疑問が残る。

平成31年4月1日現在待機児童数28人、
令和2年4月1日現在待機児童数19人であ
り減少はしているが、0にはなっていない
ため、引き続き待機児童解消に向けて今後
も保育量を調整していきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

1 3 1 5

子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

子育て中の親のグループの育成と地
域での活動支援を進めます。

地域活動室利用状況
　大人　　　 ６１４人
　子ども　　 ６２２人
　　計　　　１２３６人
　登録サークル数　２１サークル

B

子育てグループの育成のため、地域活動
室を無償貸出しており、利用団体登録し
て利用している。本年からは、地域活動
室の予約状況、利用申込書等をホーム
ページ上に掲載し、利用しやすい工夫を
行ったが、コロナの影響により登録サー
クル数は半減し、利用人数も６６０人の
減少となった。

周知を図り、継続実施していく。 B

新米ママと赤ちゃんの会以外での案
内が少ないと思うので、もっと周知
させるべきではないかと思う。困難
な時こそ専門機関による工夫と頼れ
るサービスが必要。新たな方策の開
発など、ご尽力をお願いしたい。

新米ママと赤ちゃんの会は委託団体と
連携を取りながら実施しています。同
じように他にも事業を展開しています
ので周知には力を入れていきます。

1 3 1 5

生
涯
学
習
ス
ポ
ー

ツ
課

子育て世代が集う交流の場の提供と
して野塩児童館で「お母さんと遊び
においで」を年間68回開催し687
人が参加しました。また、下宿児童
館で「ひまわりクラブ」を年間35回
開催し17人が参加しました。

A

上記で記載したほかに、各児童館で七夕
まつり等の季節の行事を実施し各児童館
で様々な思考で子育て世代が集う交流の
場の提供しております。

今後も継続 A
コロナ禍でも活動が継続されたこと
は評価できます。引き続きご尽力を
お願いしたい。

今後も感染対策を徹底しつつ、広く活
動が周知され、参加者が増加するよう
努めていきます。

1 3 1 6

子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

子育て関連機関との情報交換、事業
協力など連携を進めます。

ファミリー・サポート・センター事
業調整会議　　年１２回
参加機関　　ＮＰＯ法人子育てネッ
トワーク・ピッコロ、子ども家庭支
援センター

ホームビジター派遣事業トラスティ
会議　　年１回
参加機関　　ＮＰＯ法人子育てネッ
トワーク・ピッコロ、民生児童委
員、保健師
子ども家庭支援センター、日本社会
事業大学

B

ファミリー・サポート・センター事業調
整会議、ホームビジター派遣事業トラス
ティ会議では、委託事業に関する実施状
況、課題等を話し合った。

会議は継続実施する。 B 引き続きのご尽力をお願いしたい。
他での会議は書面開催が多く見られる
が可能な限り対面、又はZOOM等を利
用した話し合いを進めます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

1 3 1 7

子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

養育協力家庭についての周知や啓発
を進めます。

養育家庭体験発表会

内容　　養育家庭体験発表と日本社
会事業大学教授の講演会
参加人数　　　２４人
予算額　　　　２４千円

B

児童相談所と連携し、養育家庭制度の普
及・啓発のため年に１回実施している。
昨年度に続き日本社会事業大学に協力要
請を行った。昨年よりも参加数は減少し
た。

集客のため日時、場所、周知方法、
依頼講師等を配慮し、継続実施して
いく。

B 引き続きのご尽力をお願いしたい。
児童相談所と連携しながら内容を精査
して進めます。

1 3 1 8

生
涯
学
習
ス
ポ
ー

ツ
課

乳幼児親子が集う交流の場の提供。
中央児童館で開催している「プラ
レール遊び」29回開催・参加人数
810人。
手遊び・体操・読み聞かせなどの
「ママと一緒」58回開催・参加人数
1,116人。
野塩児童館で開催している「お母さ
んと遊びにおいで」68回開催・参加
人数687人。
下宿児童館で開催している「ひまわ
りクラブ」35回開催・参加人数17
人。

A
上記で記載したほかに、各児童館で七夕
まつり等の季節の行事を実施し乳幼児親
子が集う交流の場の提供しております。

今後も継続 A

コロナ禍でも活動が継続されたこと
は評価できる。引き続きご尽力をお
願いしたい。下宿の利用者が極端に
少ないことが気がかりだ。

今後も感染対策を徹底しつつ、広く活
動が周知され、参加者が増加するよう
努めて行きます。また、下宿児童館の
利用者が極端に少ないのは、新型コロ
ナウィルス感染症の流行に加え、令和
2年度に下宿児童館がある下宿地域市
民センターが大規模改修により閉館と
なったため、９月から12月末まで代替
施設で実施していたことも大きく影響
したと考えられます。

1 3 1 9

生
涯
学
習
ス
ポ
ー

ツ
課

子供の安心・安全な居場所づくりと
して児童館や市内の全公立小学校9
校の施設を利用した放課後子ども教
室等の充実を図ります。
児童館の利用状況について
児童センター（中央児童館）開館日
数254日、乳幼児16,836人、小学
生9,445人、中学生4,128人、高校
生1,848人、大人17,540人、団体
等136人、合計49,930人。
野塩児童館の開館日数252日、乳幼
児3人、小学生1,449人、中学生
1,058人、高校生147人、大人80
人、団体等702人、合計3,439人。
下宿児童館の開館日数244日、乳幼
児288人、小学生1,598人、中学生
675人、高校生213人、大人280
人、団体等17人、合計3,071人。
放課後子ども教室「まなべー」は年
間開催日数161日（全9校平均開催
日数）.登録者数615人、延べ参加人
数14,645人。

A

子供の安心・安全な居場所づくりとして
児童館や市内の全公立小学校9校の施設を
利用した放課後子ども教室等の充実を図
ります。

今後も継続 A
コロナ禍でも活動が継続されたこと
は評価できる。引き続きご尽力をお
願いしたい。

今後も感染対策を徹底しつつ、子ども
の安心・安全な居場所づくりとして児
童館や市内の全公立小学校9校の施設
を利用した放課後子ども教室等の安定
的な開催を実施していきます。

12 



目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

1 3 1 10

子
育
て
支
援
課

障害児在籍状況

　・私立保育園等　12ヶ月延べ人数
358人　（実数32人）
　
　・市立保育園　　12ヶ月延べ人数
177人　（実数16人）

B

公立園では障害児の預かりに対する職員
の加配を実施、私立園へは運営費補助額
の加算を行っている。
また、障害児保育に必要な知識の習得を
図る為、研修への参加や施設への訪問・
見学を行っている。

今後も児童の状態に合わせた保育を
実施していく。

B
コロナ禍でも活動が継続されたこと
は評価できる。引き続きご尽力をお
願いしたい。

今後も継続して事業を行なっていきま
す。

1 3 1 10

障
害
福
祉
課

清瀬市子どもの発達支援・交流セン
ターが保育園、幼稚園に巡回相談指
導を行い、発達に遅れのある園児へ
の支援方針について助言している。
　巡回回数（対象児童数）は市立保
育園8回（45人）、私立保育園21
回（192人）、私立幼稚園23回
（194人）。
　必要に応じて支援会議にも参加
（17回、対象32人）し、園職員に
発達支援の考え方を伝えるなどの地
域支援を行った。

B

　保育園、幼稚園への巡回相談指導によ
り、園職員のスキルアップに寄与し、障
害児保育の充実が図られた。また、早期
解決が必要な場合はケース会議を行うこ
とで、発達に遅れのある児童がより適切
な支援を受けられるように努めた。

今後も障害児保育の充実、職員のス
キルアップを図り、適切な支援・指
導を行えるよう努める。

B

困難な事業へのご尽力には感謝しま
すが、障害児への支援の適切な支援
というものが、支援者でなく被支援
者が認識するものであることを望
む。LGBTQ、外国籍など多様な視
点を取り入れてもらいたい。

今後も障害児保育の充実、職員のスキ
ルアップを図り、発達に遅れのある児
童がより適切な支援を受けられるよう
に努めていきます。

1 3 1 11

生
涯
学
習
ス
ポ
ー

ツ
課

令和3年度　学童クラブ施設指定管
理者制度導入に向けて事業者を募
り、プロポーザルを実施及び事業者
の決定。
令和3年度　対象施設　3施設。

A

学童クラブ施設指定管理者制度を導入す
ることで学校休業日の開所時間は午前8時
30分からであったが、午前8時からと
し、午後は6時15分までの開所時間を午
後7時までとする。このことにより、保護
者が安心した就労が可能となる。

今後は令和4年度に4施設、令和5年
に3施設を指定管理者制度導入予定。

A

働き方の多様性にあわせてサービス
を拡張したことが評価できる。今
後、市内各施設に拡大していくこと
を望む。

令和３年度に引き続き、令和４年度に
は、５施設に指定管理制度が導入さ
れ、令和５年度に向けて、残り３施設
の導入準備も進めています。

1 3 1 11

障
害
福
祉
課

　児童福祉法に基づいて放課後等デ
イサービスを支給し、障害のある子
どもに対して療育の機会を提供して
いる。
　また、新型コロナウィルス蔓延防
止のため、例年開催している清瀬市
地域自立支援協議会の専門部会「子
ども部会」が開催できなかった。そ
の反面、市と市内にある放課後等デ
イサービス8事業所（令和3年3月
31日時点）や特別支援学校、清瀬市
子どもの発達支援・交流センターな
どと、新型コロナウィルス蔓延防止
に対する具体的な対応方法の周知や
対策について迅速に情報共有を行
い、児童の適切な療育の場が提供で
きるように努めた。

A

清瀬市地域自立支援協議会の専門部会
「子ども部会」は開催できなかったが、
新型コロナウィルス蔓延防止のため市と
放課後等デイサービス事業所との連携や
情報共有を円滑に行い、障害児が安全で
適切な療育を受けられるように支援でき
た。

　今後も同様の取り組みに努める。
引き続き、清瀬市地域自立支援協議
会の専門部会「子ども部会」を放課
後等デイサービス事業所の情報共
有・スキルアップの場として活用す
る。

B

コロナ禍で満足のいく活動はできな
かったと思うが、今後も感染症対
策、男女平等参画の視点を取りなが
ら活動を継続していただきたい。

今後も感染症対策、男女平等参画の視
点を取りながら実施していきます。

13 



目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

1 3 1 12

市
民
課

事業実績なし B

野塩地域市民センター
授乳室は設置していないが、野塩つどい
の広場開設時（午前１０時から午後３時
まで）は授乳可能。
また、野塩児童館事業「おかあさんとあ
そびにおいで」実施時は野塩児童館で授
乳可能

野塩地域市民センター
野塩つどいの広場閉設時でも授乳の
要望があったときに健康・生活相談
室を開放できるよう検討を進めた
い。

C

前回からの改善が感じられません。
野塩市民センターだけなのか。各公
共施設への授乳施設の設置をお願い
します。誰でも何処でもいつでも利
用できるサービスがあって初めて子
育てしやすい市になる。

市民課の所管している施設は、野塩地
域市民センター及び松山地域市民セン
ターですが、新たに専用の授乳室設置
することは、各々施設に課題があるた
め、必要に応じて空き室などを授乳場
所としてお使いいただいています。施
設改修の際は、施設の状況・条件を勘
案した中で、スペースの確保等の検証
をしながら検討していきます。

1 3 1 12

生
涯
学
習
ス
ポ
ー

ツ
課

下宿地域市民センター及び市民体育
館の大規模改修工事では、和式トイ
レ16基全てを洋式化し誰でも使用し
やすい環境を整えた。しかし生涯学
習スポーツ課及び関連指定管理者が
管理運営している施設において、子
育てに関する新たな施設の整備は実
施していない。

B

令和2年度に行った既述の工事では施策目
標のトイレ洋式化はクリアできたもの
の、現行施設にあたっては施設設計その
ものが古いため、新たに施設づくりは困
難と考えられる。そのため授乳室等の設
置は未だ実現していない。

既述の工事では施策目標のトイレ洋
式化はクリアできたため、過去に授
乳室を設置したコミュニティプラザ
ひまわりを参考に施策目標を意識し
てより良い施設づくりを考えたい。
また、おむつ替え用の台は動かすこ
とが可能なため、人目につかないと
ころへの移動や死角をつくるよう検
討したい。

C

「子育てしやすいまち清瀬」をう
たって数年、各公共施設での授乳施
設の整備、オムツ替え台の充実など
完了しているはずのものではないの
か。

「既存の施設に専用の授乳室等を新た
に設置することは、個々の施設ごとに
課題があるため、必要に応じて空き室
などを利用いただくことを検討するほ
か、改修工事の際は、各施設の構造、
設備等の条件を勘案した中でスペース
の確保を検証する」とされており、専
用の授乳室の設置は完了しておりませ
んが、対象者には体育館の更衣室をご
案内しております。おむつ替え用の台
は、利用者の利便性を考慮し、随時移
動するなど、今後も利用者の利便性向
上に配慮していきます。

1 3 1 12

総
務
課

総務課は本庁舎及び第２庁舎の庁舎
管理を所管しており、現庁舎におけ
る実施計画はない。そのため、令和
２年度における、事業実績はなし。

C

・新庁舎の建設が令和3年度のため、現庁
舎に新たな設備の設置は考えていない。
授乳室については、以前より既存の宿直
等控室を授乳用の部屋として希望者に貸
している。

現庁舎設備は現状のままとし、周知
のみ実施。
新庁舎建設時に設置。

D

新庁舎にできれば現庁舎では希望者
に宿直室で対応しているのでよいと
するのは、総務課は男女平等、共同
参画、女性活躍のスタンダード、子
育てしやすいまちの意味を理解され
ていないと認識する。いつでもだれ
でも申告しなくても安心して使える
授乳施設は既設の市民サービスであ
るべきでした。少子化対策にもなる
と認識していただきたく、基本認識
の改善をお願いししたい。

新庁舎では子育てにやさしい施設づく
り、男性も利用可能なベビーチェアの
配備等の推進だけでなく、利用者目線
にたった使いやすさ、庁舎管理職員の
認識改善にも努めていきます。

14 



目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

1 3 1 12

建
築
管
財
課

新庁舎建設事業において、新庁舎の
工事監督を行い下記設備の設置を確
認した。

・授乳室（調乳用給湯設備・おむつ
交換台を含む）：子育て関係窓口付
近
・ベビーチェア・フィッティング
ボード
・おむつ交換台または多目的シー
ト：各階男性用トイレ
・女性用トイレ
・だれでもトイレ
・幼児用大便器：２・３階だれでも
トイレ
・ベビーベッド：１階待合席付近、
子育て関係窓口付近
・キッズコーナー：子育て関係窓口
付近

A
計画通り各設備が設置されているかを確
認できた為。

各設備に不具合があれば是正対応
し、各設備が機能するように努め
る。

B
新市庁舎にとどまらず、市内各公共
施設への整備もお願いしたい。

各施設の新築、改修、設備更新のタイ
ミングで積極的に導入を検討していき
ます。

1 3 2 1

子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

ひとり親家庭ホームヘルプサービス
を通じ、ひとり親家庭の子育てを支
援します。

ひとり親家庭ホームヘルプサービス
事業
　利用人数　　　　　５３人
　延べ派遣回数　　１，０６２回
　派遣時間数　　３，１３４時間
　予算額　　　１２，５００千円

B

午前７時から午後１０時まで利用可能な
ヘルパー派遣事業であり、ひとり親家庭
で介護・看護職等、不規則勤務の方が利
用している。

周知を図り、継続実施していくと共
に、サービスの内容を見直してい
く。

B

コロナ禍で支援を必要とする人が増
えていると思う。早急で柔軟な対応
ができるようにサービスの向上を願
う。

コロナ対策としてヘルパーを家に入れ
たくない家庭も少なくないですが状況
の許す限り必要な支援を提供していき
ます。

1 3 2 1

子
育
て
支
援
課

児童手当等：延支払児童数98,937
人・支払額1,046,060,000円
児童扶養手当：延支払人数10,093
人・支払額366,951,910円
児童育成手当：延支払児童数
13,580人・支払額193,808,000
円
ひとり親家庭等医療費助成：件数
10,882件・金額27,994,448円
乳幼児医療費助成：件数46,845
件・金額82,791,377円
義務教育就学児医療費助成：件数
42,041件、金額92,890,043円

B

東京都市長会を通じて、国の医療制度と
しての乳幼児及び義務教育就学児医療費
助成制度の創設に向けた働きかけ、並び
に乳幼児・義務教育就学児医療費助成制
度における都制度による所得制限の撤
廃・補助率の引き上げ等及びひとり親家
庭等医療費助成制度における助成割合の
区分の撤廃について、「東京都予算編成
にかかる重点要望事項」、「東京都予算
編成に対する要望事項」により、東京都
へ要望した。

市単独での制度拡充等は、現状の財
政状況からでは負担が大きく、ま
た、子育て支援施策に関する地域間
格差を解消するためにも、国制度又
は都制度としての制度拡充・改善が
望ましいため、引き続き、東京都市
長会を通じて要望を実施する。

B
地域間格差解消のため、要望を継続
していただきたい。

引き続き継続して要望していきます。

15 



目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

1 3 2 2

生
活
福
祉
課

【高等職業訓練促進給付金事業】
　母子家庭の母又は父子家庭の父が
法令により定められた資格を定めら
れ
　た養成機関で取得する際に訓練促
進給付金を支給するとともに、修了
後に
　修了支援給付金を支給することに
より生活の負担の軽減を図るととも
に不安を
　解消し、安定した修業環境を確保
し、資格取得を容易にすることを目
的とする。
　〇訓練促進給付金給付延人数　97
人　11,562,000円
　〇終了支援給付金給付   人数
4人　　　200,000円
【自立支援教育訓練給付金事業】
　　母子家庭の母又は父子家庭の父
の能力開発の取り組みを支援するた
め、
　自立支援教育訓練給付金を給付
し、母子家庭の母及び父子家庭の父
の
　自立の促進を図ることを目的とす
る。
　〇自立支援教育訓練給付金給付人
数　3人　172,039円

B
事業内容に大きな改正はなく、上記のと
おり申請件数も昨年度と大きく変わらな
かったため

今後も情報収集に努め、情報提供や
周知を行う

B
給付金とあわせて、途切れのない継
続的なサポートを続けてもらいた
い。

母子相談業務と連携し、就業に繋げる
支援として紹介していくとともに、令
和３年度より看護師養成機関での修業
に関しての支援延長や対象資格の増加
等、事業の充実が図られたことを鑑
み、事業自体を周知していきます。

1 3 3 1

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

実施なし。 D
市民の安全安心を優先した結果、講座等
については取り組むことができなかっ
た。

仕事と介護の両立を図れる様々な支
援の制度の情報提供を図り啓発を進
める。

D

コロナ禍によるということでしょう
か。市民の安全は意識したとして安
心を意識しとはいえません。先へ進
む考え方が提示されなくては人は安
心して暮らせません。講座のオンラ
イン化など、時代に合わせた取り組
みはできないでしょうか？

具体的な講座の実施にとらわれるので
はなく、様々な媒体で当センター施策
としての介護を支える情報提供、学習
啓発を推進していきます。

1 3 3 1

介
護
保
険
課

各種情報は、直営・委託事業所の市
内４地域包括支援センターが窓口と
なり、相談、情報提供を行った。包
括支援センターはホームページでPR
し、メール等での相談にも応じた。
遠方の家族とは、安否確認等協力を
行い、支援につなげた。また、介護
による離職防止を図るため、地域包
括支援センターが相談に応じ、情報
提供した。また、介護離職防止を図
るために、今年度新規取り組みとし
て、労働相談情報センター相談員に
よる個別相談会を開催した。

B
介護離職防止のための個別相談会を開催
できたことは成果と考える。ただし、個
別相談会への参加が1名のみだった。

引き続き、地域包支援センターが高
齢者の相談窓口として利用できるよ
う、ホームページや市報等でPRをし
ていく。介護離職防止の取り組みと
しての個別相談会は継続していく予
定である為、日時、周知方法等を検
討し、実施していく。

B

企業側から従業員への介護離職の
PRが足りないように感じる。潜在
的なニーズは高いので情報周知が課
題。介護度認定時に電話等で呼びか
けるなど実動的な勧誘を工夫し、書
面、画面の２次元的な周知方法に頼
らない介護者の心に響く周知を行っ
てほしい。

介護離職は継続的な課題と考えていま
す。今後も、様々な媒体での呼びかけ
を検討していきます。

16 



目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

1 3 3 2

介
護
保
険
課

日常的な見守りを行うため、ふれあ
いネットワーク事業における、ふれ
あい協力員27名　ふれあい協力機関
234機関
認知症サポーター養成講座　8回開
催　201名受講　（累積9,971名）

B

見守り協力員、協力機関は継続して地域
の見守り活動を実施できている。新型コ
ロナウイルス感染症の影響で、認知症サ
ポーター養成講座の開催は減少した。

認知症サポーター養成講座は、地域
の見守りをつくるために必要なた
め、コロナ禍でも実施できる体制を
構築していく必要がある。地域で見
守りできることが介護を支える環境
整備につながると考え、取り組みを
継続する。

B

市内小中学校での認知症サポーター
養成講座が開催できなかったことが
残念だが、再開できることを望む。
LGBTQの視点を取り入れた講座も
積極的に取り組んでいただきたい。
継続的、発展的取り組みをお願いし
たい。

継続して教育委員会と調整を図り、市
内全小中学校で講座を開催できるよう
に努めていきます。LGBTQの視点を
取り入れることはすぐにはできず、今
後検討を行っていきます。

1 3 3 3

介
護
保
険
課

特に在宅で認知症を抱える家族への
支援として、ゆりの会を開催。令和
元年度は12回開催。平均約８名の参
加がある。参加者が思いを吐露し、
気持ちをリフレッシすることで、介
護に対する負担軽減を図った。
令和2年度も継続して家族介護者教
室を開催。新型コロナウイルス感染
症が流行する中、在宅介護をしてい
る家族介護者に対して、感染症予防
について市内で活躍する訪問看護ス
テーション代表にご登壇いただき講
演会を行った。

B

ゆりの会は在宅で認知症の方の介護を続
ける介護者の気持ちをリフレッシュする
ことが出来ている。介護者には必要な支
援。また、実践が学べる家族介護者教室
は、感染症対策について学ぶことがで
き、好評を得た。

継続して、認知症の方を介護してい
る家族会を継続していく。新型コロ
ナウイルス感染症により中止せざる
を得ない回があったが、感染症対策
を行い、開催できるようにしてい
く。

B

要介護なのは認知症者だけではな
い。非認知症の要介護者家庭にも困
難はある。ヤングケアラー、ダブル
ケアラー対策も急がれる。発展的な
取り組みをお願いする。

ヤングケアラー、ダブルケアラー対策
については当課も必要と感じていま
す。積極的発掘には至らないが、事実
確認をした場合は担当課と連携を図り
対応している。今後、積極的支援につ
いては庁内横断的に検討していきま
す。

2 1 1 1

秘
書
広
報
課

配偶者などからの暴力やハラスメン
トなどを早期に発見し、解決に向け
素早い対応が図れるよう、市報・チ
ラシなどを活用して相談業務の周知
を行った。
【市報】
毎月15日号に、市民相談のスケ
ジュールを掲載した。
【チラシ】
市民相談の内容を市民目線でわかり
やすく説明したチラシを、公共施設
に設置した。

B

ハラスメントや暴力に関しての相談事態
は多くないが、法律相談などはキャンセ
ル待ちが出るなど周知の効果は出てい
る。

引き続き市報やチラシ、ＳＮＳなど
で市民相談の周知を図り、合わせて
ハラスメントや暴力に関する相談も
より気軽にできるようなわかりやす
く、伝わりやすい情報発信を行って
いく。また、ハラスメントや暴力に
関する相談がしやすい会場設備の構
築を進める。

B

会場設備の構築は加速度を持って進
めて、相談を必要とする人が相談し
やすい環境を整えることが望まれ
る。カード形式の周知媒体を作成し
て市内のコンビニやネットカフェに
設置できないか？

会場設備については、当初の相談室よ
り会場を変更して、より安心して相談
ができる環境を相談員とともに構築し
ました。
周知媒体については今後検討していき
ます。

2 1 1 1

子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

児童虐待や養育困難家庭への相談窓
口の周知を行います。

　市報・市HP掲載
　
　子ども家庭支援支援センターリー
フレットの配布

　子家センだよりの発行　年２回

B

　平成２９年度より、関係機関に向けて
「子家センだより」を年２回発行。児童
虐待の基本的対応や要保護児童対策地域
協議会の役割等を説明している。

周知を図り、継続実施していく。 B
引き続き積極的な周知をお願いした
い。

子家センだよりでは基本的な対応や虐
待対応に関する基礎知識を周知を継続
的に行います。それと同時にホーム
ページ等を活用して窓口の周知を継続
していきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

2 1 1 2

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

相談の実施（一般相談【年間１３４
件】、法律相談【年間６１件】、Ｄ
Ｖ相談【年間６１件】、しごと相談
【年間１４件】）等を通じて主に困
難を抱えた女性に対してサポートを
行った。また市ホームページやフェ
イスブックを利用した相談の広報を
引き続き行い、毎月の相談日の周知
を行った。職員、相談員対象の研修
についても積極的に参加した。生き
方、家族、しごと等、女性が抱える
様々な悩みを専門の相談員が相談を
受けている。
ア　ＤＶ相談　　　夫、恋人など
パートナーからの暴力、暴言等
イ　しごと相談　　職場の人間関
係、再就職・転職の悩み等
ウ　法律相談　　　離婚、扶養、遺
産相続、損害賠償等の法律的な対応
エ　一般相談　　　家族や家庭の悩
み、仕事や地域の人間関係、生活の
不安等

B

市ホームページ及びフェイスブックの活
用を通じて幅広い世代に相談制度の周知
を行い広報カードを作成し配付・設置し
た。
令和元年度実施（一般相談【年間９４
件】、法律相談【年間５８件】、ＤＶ相
談【年間８２件】、しごと相談【年間６
件】）と比較して微増しているが、令和
２年度はコロナ禍による相談日程の中止
や電話相談への切り替え等制約があり、
その影響が出ている。

SNS、カード形式の周知媒体の更な
る充実、ＤＶに対するスキルアップ
を目標とする研修を当市市職員対象
に実施し、相談員との連絡体制の強
化を図る。また、被害者に寄り添う
ことが出来るよう相談事業を継続
し、緊急対応性の高いものについて
は各機関と連携を行いＤＶ等の早期
発見に努める。さらに国・都その他
他機関による相談制度のPRを強化す
る。

B

制約が多いと思われるが、柔軟な対
応を取ってもらいたい。コロナ禍に
おいても、職員、相談員対象の研修
に参加しスキルアップされたことは
評価できる。市以外の国、都その他
機関による相談制度のPRの強化に
期待する。

国や都その他の機関による相談制度に
ついては、必要に応じて随時、市の
ホームページに掲載をしPRしていきま
す。

2 1 1 3

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

引き続き検討は行っているがヒト、
モノの点、費用対効果の点で実現は
難しい。代替えとして一般相談の電
話での対応を行っている。夜間の相
談では一定数の実績がある。国や
都、他自治体の実施も視野に入れて
情報提供や検討を継続する。

C

男性の相談であることから加害者、被害
者の両方の視点も重要である。さらにア
イレックの構造的な問題で女性相談員が
男性相談者を防音性の高い個室で相談対
応することに危険性が伴う。また特別に
男性相談員を採用するなどについては
ニーズが不確定であり、優先順位が低い
という課題がある。

他の自治体等の相談制度を紹介しつ
つ、状況により判断していく。

C
啓発、情報提供が足りないように感
じる。今後も電話対応、夜間相談は
継続をお願いしたい。

今後も電話対応は継続します。男性向
けの相談については、市では一般相談
の電話であれば対応をしています。国
や東京都の男性向け相談窓口も市の
ホームページに掲載しています。

2 1 1 4

教
育
指
導
課

　各校に窓口の設置
　
　東京都事業によるスクールカウン
セラーの配置（全校）
　
　スクールソーシャルワーカーの派
遣

A

養護教諭等を窓口担当に指定するととも
に、スクールカウンセラーやスクール
ソーシャルワーカーも相談窓口として機
能している。

スクールカウンセラーやスクール
ソーシャルワーカーと教員の情報共
有を密に行い、教育相談体制の強化
を図る。

B
今後も継続的なサポートをお願いし
たい。相談件数の多さから人材の拡
充が課題。

スクールソーシャルワーカー（随時）
や教育相談室心理士（随時＋定期年２
回）による学校訪問を継続していきま
す。

必要に応じて、子ども家庭支援セン
ターや指導主事も加わるなど、児童・
生徒からの相談があった後の対応の充
実についても強化を図っていきます。

18 



目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

2 1 1 5

男
女
共
同
参
画
セ
ン

タ
ー

アイレック内作成のリーフレット、
国や東京都提供のポスター等による
啓発を行った。

B
昨年同様、アイレックに訪れる高校生等
の認識を高めることができた。

市内の高校や大学への啓発を検討す
る。

B
メディアリテラシー、リプロダク
ティブヘルス等、様々な視点から啓
発を続けてもらいたい。

継続的に随時、啓発のための情報提供
を行なっていきます。

2 1 1 6

教
育
指
導
課

　新型コロナウイルス感染症対策と
して、例年開催している命の教育
フォーラムや赤ちゃんのチカラプロ
ジェクトを中止したが、各校におい
ては、「命の教育」の取り組みにつ
いて、道徳科を要として取り組み、
学校ウェブサイト等による情報発信
を積極的に行った。
　また、清瀬市教育委員会ウェブサ
イト内に「令和２年度　清瀬市『命
の教育』特設ページ」を開設し、各
学校における「命の教育」の取り組
みや成果を掲載した。
　各学校において「がん教育」を実
施した。
　命と人権教育推進委員会を年間2
回開催した。
　中堅教諭研修において、東京都教
育庁指導部指導企画課人権担当　志
村安主任指導主事を迎え、人権教育
について講義を行い、教職員一人一
人の「人権尊重の理念」に対する理
解を深めた。
　また、初任者研修においては、東
京都教職員研修センターが動画研修
を実施している。

A

　学習指導要領に基づき各校で適正に
行っている。
　
　教員向けには計画的に研修を行ってい
る。

　今後も赤ちゃんの力プロジェクト
や命の教育フォーラムを継続して実
施し、経験を通して生命の尊さを教
える。

C

感染症対策のため、このまま活動が
なくなってしまうことが懸念され
る。ウェブサイトでの情報発信、
「命の教育」特設ページに各学校の
取り組みや成果を掲載した点は評価
できる。中止となった事業は、コロ
ナ禍でもできる方法を構築してもら
いたい。

「命の教育」については、コロナ禍で
あってもこれまでと同様に継続してい
きます。

「命の教育フォーラム」の開催につい
ては、感染状況によります。

学習指導要領に基づき、特に道徳科に
おける内容項目「親切、思いやり」
「友情、信頼」「よりよい学校生活、
集団生活の充実」「生命の尊さ」の中
で、異性の理解、人間愛の精神を深め
ること、協力し合うことの大切さにつ
いての指導を継続していきます。
また、保健体育科における「保健分
野」の指導の中で、思春期における心
身の発達に伴う自己認識の深まりや自
己形成、性衝動、異性の尊重について
の指導を継続していきます。

2 1 1 7

子
育
て
支
援
課

保育士が常に保護者や乳幼児及び児
童の様子を観察している。DV、ハラ
スメントの発生は乳幼児及び児童へ
の虐待つながるため、疑われる場合
は子ども家庭支援センターなどに情
報確認及び状況報告に努め、子ども
家庭支援センターとの連携がより充
実し、被害が大きくなることを防い
だ。

B

保育園では、家庭状況が乳幼児や児童か
ら反映されやすく専門性高い職種の保育
士及び指導員の観察力のレベルは高いた
め。

今後も、DVやハラスメント等の防止
に向けて、関係機関との情報共有及
び連携を図っていく。

B
情報共有の徹底、関係機関との素早
い連携で、早期発見、被害拡大防止
につなげてもらいたい。

感染症対策を行いながら、グループ
ミーティングを再開していきます。
母親のストレスを軽減し、育児に前向
きに取り組めるようグループワークを
充実していきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

2 1 1 7

生
涯
学
習
ス
ポ
ー

ツ
課

保育園では保育士、学童クラブでは
指導員が常に保護者や乳幼児及び児
童の様子を観察している。DV、ハラ
スメントの発生は乳幼児及び児童へ
の虐待つながるため、疑われる場合
は子ども家庭支援センターなどに情
報確認及び状況報告に努め、子ども
家庭支援センターとの連携がより充
実し、被害が大きくなることを防い
だ。

A

保育園及び学童クラブでは、家庭状況が
乳幼児や児童から反映されやすく専門性
高い職種の保育士及び指導員の観察力の
レベルは高いため。

今後も、DVやハラスメント等の防止
に向けて、関係機関との情報共有及
び連携を図っていく。

B
情報共有の徹底、素早い連携で早期
発見につなげてもらいたい。

引き続き、関係機関との情報共有及び
連携を図り、早期発見につながるよう
に努めていきます。

2 1 1 8

障
害
福
祉
課

　障害者虐待防止法に基づき、DVを
含む障害者虐待の早期発見・早期対
応に努めた。
例年、清瀬市地域自立支援協議会の
専門部会で虐待に関する研修を行
い、虐待の類型や対応策について学
んでいるが、新型コロナウィルス蔓
延防止のため実施できなかった

B
障害者虐待防止法に基づいた虐待対応を
行った。

今後も同様の取り組みに努める。新
型コロナウィルのス感染状況を踏ま
え、清瀬市地域自立支援協議の専門
部会で虐待に関する研修の実施につ
いて検討する。

C
研修をオンライン方式にするなど工
夫して、実施に向けた体制を整えも
らいたい。

令和３年度清瀬市地域自立支援協議の
専門部会で虐待に関する研修の実施を
予定していましたが、感染拡大に伴い
令和４年度に延期となっています。座
学では知識定着が見込めないので、グ
ループワークを活用した虐待防止研修
を検討しています。

2 1 1 9

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

国や都等からの情報提供を行った。 C
必要性は認識しているが有効な手段を検
討中。日々の情報から課題を見つける。

情報提供の方法を考慮し、とにかく
入口を作ることで「相談したくても
できなかった人」の割合が少なくな
るように考える。方向性が決まり次
第、予算要求等の具体的な推進を行
う。課題の洗い出しを行う必要があ
る。

D

国や都等からの情報を提供したこと
で一歩前進した。今後は課題の洗い
出しが望まれる。他事業との連携を
図れないか。

配偶者等からの暴力対策連絡協議会等
にて関係機関とDV被害者の傾向など情
報共有をしていきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

2 1 1 10

子
育
て
支
援
課

・ママの時間：9回実施。延べ人数
母17名、子20名、合計37名参加
　心理相談員に対し母親が過去の経
験（DV等）を話すことにより、孤独
感や育児不安の軽減を図ることを目
的としている。本来は親同士のグ
ループミーティングを行っていた
が、2年度は個別に対応した。
・日々の面接、電話相談、訪問、健
診等の中で虐待の事実や虐待の可能
性を確認した場合は関係機関（子ど
も家庭支援センター、児童相談所、
母子相談員等）と連携し、関わって
いる。
・要対協における虐待ケースの情報
共有

B
電話相談や訪問、事業を積極的に行うこ
とにより、孤独感や育児不安の解消につ
なげることができた。

現状を維持し、事業を実施、ケース
への対応をしていく。

B
感染症対策に努めながら、継続的に
支援してもらいたい。

感染症対策を行いながら、グループ
ミーティングを再開していきます。
母親のストレスを軽減し、育児に真向
きに取り組めるようグループワークを
充実していきます。

2 1 2 1

子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

　被害者の安全確保のために関係機
関との連携を図ります。

　関係機関との連携 １，５３２回
　個別ケース検討会議 ５０回
　要保護児童対策地域協議会　 ２回
予算額２８８千円

A

事業以外においても関係機関とは日常的
に連携している。
コロナの影響により会議が書面開催等へ
変更となっている。

今後もこの体制を維持する。関係機
関の担当者の異動なった場合等、速
やかに新担当者へ情報提供を行う。

A 連携が取れているので継続していく
可能な限り書面開催より対面、ZOOM
等で意見、情報等の交換を行っていき
ます。

2 1 2 1

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

センター内での個人情報の管理を徹
底している。配偶者等からの暴力対
策連絡協議会（6月30日、1月29日
開催）等にて情報共有、連携を確認
した。
職員研修（新採用者対象）で、アイ
レック相談員がDV被害者の安全確保
のために行政の取り組むべき、留意
すべきことなどを講義した。
ＤＶに関する情報提供を適宜関係部
署に実施している（例えばＤＶプラ
スなど新たな制度の周知）。また、
ＤＶ被害者への対応の助言（システ
ム構築支援や各課で連携を図れる体
制づくりの助言）を行っている。

A

コロナ禍の中、増加しているとみられて
いるＤＶへの対応の重要度は増してい
る。当センターでも非常事態宣言中も相
談事業の継続した。相談件数は増加はし
ていないが、市でカバーできない部分は
国や都で行っている支援を広報すること
で被害者の安全安心を図る。

被害者支援に向けた連携は職員一人
ひとりの理解とその対応が重要であ
り、そのために継続して情報提供や
研修を実施し、課題に対して各組織
の連携が進むようにセンターとして
の役割を果たしていく。

A

アイレック相談は多岐にわたるが、
そのスキルを活かした助言、関連部
署との情報共有、連携を進めてい
る。市でカバーできない部分は国や
都等の支援を広報して被害者の安全
安心を図り、センターとしての役割
を果たしている。今後も情報の周知
を図ってもらいたい。

今後も情報の周知に取り組んでいきま
す。

2 1 2 1

生
活
福
祉
課

被害者の安全確保のための一時保護
施設三施設と協定書の取り交わし

B 前年同様の資源の確保 必要に応じて整備する。 B 今後も継続をお願いしたい。
この事業は迅速に対応する必要がある
ので今後も各関係機関と連携を取りな
がら進めていきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

2 1 2 2

子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

児童虐待や養育困難家庭の子どもに
対し、関係機関と連携し適切に対応
いたします。

　関係機関との連携
１，５３２回
　個別ケース検討会議
５０回
　要保護児童対策地域協議会
２回　　予算額２８８千円
　児童相談所との虐待ケース進行管
理　　　４回
　市の受理会議に児童相談所職員の
参加１２回

A
事業以外においても関係機関とは日常的
に連携している。

今後もこの体制を維持する。関係機
関の担当者の異動なった場合等、速
やかに新担当者へ情報提供を行う。

A
今後も連携、情報の周知、早期発見
に努めてもらいたい。

対応については通告より４８時間以内
に行い各機関とも適切に連携していき
ます。

2 1 2 3

生
活
福
祉
課

母子・父子自立支援員２名体制

　相談関係機関による専門的な研修
への参加や、相談員と管理職との積
極的な報告と連絡の実施

B

　毎年内容を変えて行われる相談機関に
よる専門的な研修への積極的な参加とこ
まめに上司に報告と連絡をすることで、
安心して相談業務を遂行することが出来
た。

相談支援体制の維持と専門性の向上 B 今後も継続をお願いしたい。
今後も専門的なスキルを身に着けつ
つ、各関係機関との連携も大切にして
支援に繋げていきます。

2 1 2 4

市
民
課

基幹系システムによる庁内連携およ
び被害者情報の共有を実施。

A
基幹系システムによる庁内連携の他、他
市町村やマイナンバー情報連携業務にお
いても被害者情報の共有ができている。

基幹系システム以外を利用する部署
についても、必要に応じて情報共有
が図れるよう、引き続き働きかけを
行う。

B
前回からの成果につながる評価理由
の記載を願う。今後も個人情報保護
の徹底をお願いしたい。

基幹系システムによる庁内連携のほ
か、関係部署への情報伝達を徹底して
います。引続き被害者の個人情報保護
に努めます。

2 1 2 4

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

閲覧制限は市民課の役割ではある
が、連携することで被害者を守るこ
とになる。ＤＶとは、閲覧制限と
は、被害者を守るのは一部の職員で
はないことを周知徹底する方策を考
える必要がある。わかりやすい被害
者支援のマニュアル作成。職員研修
（新採用、経験者共通）で、アイ
レック相談員、センター長がDV被害
者の安全確保のために行政の取り組
むべき、留意すべきことなどを講義
した。また、センター内での個人情
報の管理を徹底している。

B

ＤＶ被害者の個人情報の保有は多くの部
署にあり、その管理は重要であることを
意識する取り組みを継続して実施してい
る。また、支援に伴う関係部署との連携
には一層の注意を図り、個人情報の管理
を徹底している。

人命に関わる部分も多いので人事異
動や新人配属があっても対応できる
マニュアルの見直しも視野に入れ取
り組みたい。

B
各関連事業との連携を取りつつも、
個人情報保護の徹底をお願いした
い。

DV被害者についての個人情報の保護に
ついて管理は徹底していきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

2 1 2 5

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

相談の実施（一般相談【年間１３４
件】、法律相談【年間６１件】、Ｄ
Ｖ相談【年間６１件】、しごと相談
【年間１４件】）等を通じて主に困
難を抱えた女性に対してサポートを
行った。アイレック相談は被害を受
けている状態で受けるだけでなく、
その後のフォローにも対応してい
る。各相談において、相談内容を受
入れる体制は構築されている。

B
相談事業全体で、相談員の判断により、
継続的なカウンセリングにも対応してい
る。

サポートが必要な方に必要なだけ利
用いただけるように、広報を中心に
相談を充実させていく。支援制度等
のサポートを受けている被害者数と
比較すると相談件数は少ない。自立
に向けた相談も対象であることを周
知する。

B
情報周知が課題。継続的なサポート
をお願いしたい。

被害者の自立については、相談員とも
連携し、情報周知を行なっていきま
す。

2 1 2 6

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

　
①「ひきこもりママ会in清瀬」「ひ
きこもり女子会」（ママ会2回、女
子会1回開催）については性自認・
性指向を含むいじめ・虐待・家族と
の葛藤経験のある参加者を想定して
いる、回復には当事者性のある専門
グループの関与や同様な経験を参加
者同士が共感的に理解し合う場の重
要性から、さまざまなキーワードを
選択して話し合うよるグループトー
クが実施された。
②館内に仕事コーナーを設置して、
ハローワーク情報等の提供を行っ
た。

B

ファシリテーターによる進行など参加者
同士が共感し自立に向けた学習内容は、
心身と生活支援につなぐ一助となる。上
記事業枠組みではその意味を重要視して
実施し、参加者の満足度も高いため。

ＤＶ被害者にとって心のケアと経済
的自立は大変重要なことである。現
在の事業アプローチを継続しなが
ら、さまざまな女性への暴力と被害
回復に必要な情報提供や学習機会を
とらえて、アイレックならではの講
座の開催を継続し、被害者もにとっ
て安心できる地域づくりに寄与して
いきたい。

B
事業を継続させるとともに、情報の
周知が課題と思われる。

被害者の自立については、相談員とも
連携し、情報周知を行なっていきま
す。

2 1 2 7

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

全庁向けの個人情報の取り扱いのマ
ニュアルについては継続して活用す
る。

C

全庁横断的にＤＶ被害者支援マニュアル
は浸透しており、各部署において適宜活
用されている。ただし、内容の更新がさ
れていないため一部現状にそぐわない記
述となっている。担当部署においては、
適切な対応をしているが、統一的な更新
をしなければならない。

引き続きマニュアル更新も視野に入
れた情報共有を継続する。

C
コロナ禍で、DV被害も複雑化して
いる。世情にあった内容に更新して
もらいたい。

相談員と調整しながら更新に向けて準
備を進めていきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

2 1 2 8

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

昨年まで清瀬市緊急一時保護施設運
営補助金交付要綱により民間のシェ
ルターが円滑に運営できるため運営
費の一部補助を交付していたが対象
団体の解散とともに交付はなくなっ
た。

D

ＤＶ被害者支援は自治体間の連携が必要
であり、当市も関係自治体とともにシェ
ルターに対し運営費を補助金として支援
していた。

多摩地域の自治体が連携して運営費
を支援していた民間シェルターが諸
般の事情により閉鎖となった。この
ことにより本年度より補助金が廃止
となる。今後は、動向を調査してい
くこととする。

D
対象団体が名のりを挙げた際は、助
成金等の支援体制を整えてもらいた
い。今後の動向を見守る。

対象団体の動向を、積極的に注視して
いきます。

2 1 3 1

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

関係各所のメンバーで構成された配
偶者等からの暴力対策連絡協議会
（年２回開催）、各相談の相談員が
出席する相談員連絡会議（年１回開
催）等にて情報共有、連携を確認し
た。
子ども家庭支援センター主催の清瀬
市要保護児童対策地域協議会は休止
がちであったが、出席して情報共有
を行っている。

B
ＤＶ被害者に関わる各機関との連携会議
を開催し、最新の情報やＤＶの傾向、国
や都の動きなどを確認した。

コロナ期の終息の見通しがつかない
こともあるが、この時期だからこそ
できることを見据えて各機関の連携
を継続しつつ、時代のニーズに合っ
た人材を招き情報収集するなど、更
なる支援体制を強化する。

B
オンライン上での情報共有など、時
代に合った支援体制を取ってもらい
たい。

オンライン上での情報共有は慎重に取
り扱うべき内容が含まれており実現は
難しいです。支援体制は引き続き継続
していきます。

2 1 3 2

生
活
福
祉
課

東京都主催：関係機関情報交換会新
型コロナウイルス感染症対策のため
中止

D
当該年度は新型コロナウイルス感染拡大
防止のため会議が中止となり、全体での
情報交換はできなかった。

開催時には継続的な参加 D
オンライン上での情報共有など、時
代に合った支援体制を取ってもらい
たい。

リモートでも取り組んでいきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

2 1 3 3

教
育
指
導
課

　各校に窓口の設置
　
　東京都事業によるスクールカウン
セラーの配置（全校）
　
　スクールソーシャルワーカーの派
遣

A

養護教諭等を窓口担当に指定するととも
に、スクールカウンセラーやスクール
ソーシャルワーカーも相談窓口として機
能している。関連部署と連携して対応し
ている。

　スクールカウンセラーやスクール
カウンセラーと教員の情報共有を密
に行い、教育相談体制の強化を図
る。

A
すべての人がスクールカウンセリン
グを気楽に受け入れられるよう、今
後も継続をお願いしたい。

スクールカウンセラーによる相談・面
談等を継続していきます。

スクールソーシャルワーカー（随時）
や教育相談室心理士（随時＋定期年２
回）による学校訪問を継続していきま
す。

必要に応じて、子ども家庭支援セン
ターや指導主事も加わえた学校支援を
行うなど、対応の充実についても強化
を図っていきます。

2 1 3 4

子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

面前DVを含む虐待等要保護児童対策
地域協議会等にて情報交換等を行い
虐待への対応を充実させます。

　関係機関との連携
１，０１７回
　個別ケース検討会議
４４回
　要保護児童対策地域協議会
５回　　予算額２８８千円
　児童相談所との虐待ケース進行管
理　　　　　４回
　市の受理会議に児童相談所職員の
参加１２回

A

　毎年代表者会を年１回、実務者会を年
４回定期的に実施していてが、コロナの
影響により、各１回の開催となった。た
だし必要に応じ個別ケース検討会議を開
催した。個別ケース検討会議も適宜開催
しており、概ね週に１度は開催してい
る。
　ケースの所属先とは日常的な連携を図
り、異変があれば即座に連絡が入る連携
体制を整えている。
　昨今、警察との連携が必須となってお
り、東村山警察署生活安全課とも、日常
的に情報交換を行っている。

今後もこの体制を維持する。関係機
関の担当者の異動なった場合等、速
やかに新担当者へ情報提供を行う。

A
コロナ禍で必要な人に必要な情報が
届かないことがないよう、さらなる
情報周知の徹底をお願いしたい。

コロナの状況下では人と人との連携が
取りづらくなる傾向が見られますが、
その状況下においても各機関との連携
は保持したいと思っています。

2 1 3 4

子
育
て
支
援
課

・妊婦全数面接の実施とプランシー
トの作成
・妊娠届出時、新生児訪問時にエジ
ンバラ産後うつ病質問票の実施
・母子推進員による訪問
・要保護児童対策協議会への出席
2回/年
・スーパーバイザーによるエジンバ
ラ事例検討会の実施
　新生児訪問指導員対象　6回/年、
職員（保健師）対象　6回/年
・配偶者からの暴力対策連絡協議会
への出席
・乳幼児健診未受診者への受診勧
奨、居所確認
・関係機関での情報共有
　（子ども家庭支援センター、子育
て支援課、児童相談所、医療機関）

A
・関係機関との連絡会への出席や情報共
有を密に行い、虐待やDV防止に努め、対
象者の支援を行った。

・妊婦面接に対するアンケートの実
施検討。市民への意見を取り入れ、
面接率を上げるとともに、要フォ
ロー者を抽出できるようにする。
・質問票を充分に活用できるよう、
事例検討会等を継続して開催し、職
員・新生児訪問指導員・臨時職員の
専門知識の向上を目指す。

A
感染症対策のため、受診控えや面接
控えがなくなるように対応してもら
いたい。

感染対策を行い面接や訪問等を実施し
ていきます。
事例検討会等を通じて知識や技術を深
め、質問票を充分に活用し、支援に活
かしていきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

2 1 3 5

職
員
課

職務遂行上必要な配慮や支援方法等
を学び、実際の応対に活かしていく
ことを目的として、令和３年1月に
新規採用職員に対し研修を実施。
参加人数：20名

B
研修の実施により、ＤＶ等に対する理解
を深めることで、必要な配慮や支援方法
等の共有が図れていると考えるため。

今後も、継続して研修の実施を行
う。

B
新規採用職員だけでなく、継続的に
研修を実施してもらいたい。

令和４年度は、対象を全職員に拡大し
て実施予定です。

2 1 4 1

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

国や東京都から送付される啓発資料
を配架した。

B
閉館日数も多かった影響で十分に啓発が
できたとは思わないが事業継続の意義は
ある。

講座や資料配架以外にＨＰ，ＳＮＳ
等での啓発を推進したい。

B
感染症対策を取りながら、事業を継
続してもらいたい。

引き続き、事業は継続していきます。

2 1 4 2

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

相談の実施（一般相談《年間134
件》、法律相談《年間61件》、ＤＶ
相談《年間61件》）を通じてサポー
トを行い、緊急性の高い事例を中心
に担当部署とも連携を行う。
ハラスメントは様々な場面で発生す
る。そのため、日中の相談だけでな
く月１回ではあるが夜間相談も実施
している。また、男性からの相談
（一般相談）も電話のみであるが受
付ている。

B

コロナ禍の影響で閉館時間の多かった割
に相談事業については市の方針で事業継
続を行った。このことについては評価に
値する。

男性の相談は引続き電話での相談と
しつつ、ＤＶ相談と同様に、他の相
談制度を紹介し、状況により判断し
ていく。また電話以外の方法も模索
する。

B

コロナ禍で啓発が進まなかったり、
利用控えがないよう、SNSなどで情
報提供を増やしてもらいたい。男性
の相談対応、夜間相談は今後も継続
してもらいたい。

フェイスブックを活用し、SNSでの情
報発信はすでに行っています。公式の
インスタグラムでの情報発信も開始し
ました。男性への電話の一般相談対応
は継続します。

2 1 4 3

職
員
課

令和２年１０月から１２月にかけ
て、希望職員を対象に、ｅ‐ラーニ
ングによるハラスメント全般を対象
とした「ハラスメント研修」を実
施。ハラスメント理解を促し、指
導・注意の場面や、日頃のコミュニ
ケーションのとり方などを学ぶ。

受講人数：33人

B

ハラスメント研修は、数年間にわたり管
理職を対象に実施してきた。組織の中で
ハラスメントへの理解を浸透・定着させ
るため、徐々に対象職員を拡大してお
り、平成29年度は監督職、令和元年度は
主任職、令和２年度は希望職員と、対象
職員を変更して実施している。研修の実
施により、ハラスメントに対する理解が
深まっていると考えるため。

ローテーションで研修対象を変え、
毎年実施する方向で検討している。

B
ハラスメントに対する理解が全職員
に浸透するように、幅広い研修を
行ってもらいたい。

令和４年度は、主事・主任職を対象に
ハラスメント防止研修を実施予定で
す。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

2 1 4 4

職
員
課

市職員のハラスメントに関する相談
窓口は総務部職員課に設置されてお
り、平成25年度より職員課に保健師
を配置し、複雑な相談内容にも対応
できる環境を整備している。

B
ハラスメントの相談に対する業務フロー
は整っており、相談体制は構築出来てい
ると考えている。

今後も現体制を継続していく。 B 今後も継続をお願いしたい。 今後も現体制を継続していきます。

2 1 5 1

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

コロナ禍のため講座等を実施するこ
とはできなかったが、ポスター掲示
やホームページ、フェイスブック等
を通じた啓発に努めた。
またアイレックのDV相談を周知する
と共に、国等で行われているDV相談
窓口の紹介を行った。

C

コロナ禍のため講座等を実施することは
できなかったが、ポスター掲示やホーム
ページ、フェイスブック等を通じた啓発
に努めた。
またアイレックのDV相談を周知すると共
に、国等で行われているDV相談窓口の紹
介を行った。

「若年層の性暴力被害予防月間」
（４月）や「女性に対する暴力をな
くす運動」(11月）など、国のキャ
ンペーンと呼応した啓発活動を検討
する。

C

学校もオンライン化が進んでいるの
で、児童・学生に向けたオンライン
講習などを取り入れられないか？国
のキャンペーンとの連携も期待す
る。

児童に向けたオンライン講習は学習指
導要領との整合性をとるなど、ほとん
ど困難なことだと思われます。
国のキャンペーンと連動して、学生も
含めた講習について検討します。

2 1 5 2

男
女
共
同
参
画
セ
ン

タ
ー

相談の実施（一般相談《年間134
件》、法律相談《年間61件》、ＤＶ
相談《年間61件》）を通じてサポー
トを行い、配偶者等からの暴力対策
協議会等でも他部署と連携の取りや
すい環境づくりを行っている。一方
で緊急性の高い事例を中心に担当部
署とも連携を行う。

B
外部で行う相談員の研修の情報について
は逐次、相談員と共有している。

サポートが必要な方に利用いただけ
るように相談員のスキルアップや広
報の工夫を中心に進めていく。

B
外出自粛で利用を控える人や情報が
届かない人がなくなるよう、後方の
工夫を進めてもらいたい。

引き続き、相談事業の周知に努めてい
きます。

2 1 5 2

生
涯
学
習
ス
ポ
ー

ツ
課

いつでも来館した子どもが困ったと
きや悩んだときに気軽に児童厚生員
に相談できるよう努めています。ま
た、児童厚生員は、子ども一人ひと
りと関わり、子どもとの遊びや工作
をすることにより子どもの心理や状
況にいち早く気付き信頼関係を築い
ています。

A
来館受付をする際、必ずこちらからあい
さつや声掛けを行い気軽に話せる環境を
作っています。

今後も継続 B

利用時間が短縮され、相談ができる
機会が減っている。閉館後や休館中
でもできるサポート体制の情報提供
の徹底を願う。

利用時間については、新型コロナウィ
ルス感染症対策の充実もあり、通常に
戻っています。
また、閉館後や休館中は、児童館職員
だけではサポートすることは難しいた
め、各種関係機関とより連携を図って
いきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

2 1 5 3

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

配偶者等からの暴力対策連絡協議会
（6月30日、1月29日開催）等にて
情報共有、連携体制を確認した。
ＤＶ相談《年間61件》を実施してカ
ウンセリング体制からの流れを整備
した。
国や東京都から送付される啓発資料
を配架し情報提供・啓発を行った。

B

配偶者等からの暴力対策連絡協議会（6月
30日、1月29日開催）等にて情報共有、
連携体制を確認した。
ＤＶ相談《年間61件》を実施してカウン
セリング体制からの流れを整備した。
国や東京都から送付される啓発資料を配
架し情報提供・啓発を行った。

担当課と連携を十分に行う。情報提
供・支援制度の啓発を積極的に行い
必要な方に十分に届くように心掛け
る。

B
連携が取れているので、今後も継続
をお願いしたい。

今後も継続して連携していきます。

2 1 5 3

防
災
防
犯
課

〇犯罪被害者支援について、警察官
OB職員の窓口相談を受け付けしてお
り、その旨をHPや市報等で周知して
いる。また、必要に応じて、被害者
支援都民センターのパンフレット等
を窓口配布しており、その他出張所
等にも随時設置できるよう部数を多
く要求し、部数に応じて設置箇所を
拡充した。

〇犯罪被害者週間に警察署と連携
し、講演会や特設相談所の開設等を
実施し、被害者支援に取り組んでい
るが、令和２年度は新型コロナウイ
ルス感染症の感染拡大に伴い、講演
会は中止となっている。

B
パンフレット等については、市役所窓口
以外にも出張所等に設置箇所を拡充した
ため。

引き続き実施していくとともに、東
村山警察署との更なる連携強化や、
上記取り組みの機会を増やすなど、
検討していく。

B

パンフレット等の設置個所を拡充し
たことはサポートを必要とする人の
支援につながり評価できる。今後
SNSを活用した情報提供も広げても
らいたい。

今後、SNSを通じて情報提供の拡充を
検討していきます。

2 2 1 1

健
康
推
進
課

１．骨粗しょう症予防教室に併設し
て、女性のライフステージに合わせ
た身体の変化や女性の健康づくりに
ついて健康教育を実施。　実施回数
１回　参加者11人。
また女性の健康づくりに関する
「ビューティーアップ教室」をオン
ライン方式にて実施。　実施回数
２回　参加者9人。
２．こころの健康づくりと自殺対策
として、健康大学「セルフケアと対
応について～いのちを守るために
～」をJCOMチャンネルにてテレビ
放送した。こころの電話健康相談を
7月から実施した。

B
中止となった事業もあったが、方法を変
更して行うことができた。

今後もライフステージに応じた事業
を展開し、心身ともに健康づくりを
すすめる。自殺対策計画に基づき、
自殺対策への取り組みの推進を図
る。

B

・コロナ禍においても、オンライン
やJCOMチャンネルを使い、工夫し
て施策遂行に努力していることは評
価できる。まずは多くの市民に視聴
していただくことが重要だと思う。
ライブ配信では事前の周知が、オン
ライン、オンデマンドであれば、更
に視聴後のアンケート等による評価
も可能だと思う。そのあたりの記載
がないのは残念だと思う。
・コロナ禍でジェンダー不平等があ
ぶりだされ、女性の自殺者の増加な
どがあり、より一層の心身の健康づ
くりの充実を期待している。
・リプロダクティブヘルスの概要・
理解を深める具体的な講座なども取
り入れたら良いと思う。

集合形式やオンライン、テレビ放送な
ど手段を工夫し、ライフステージに応
じた健康づくり及び健康教育を今後も
継続します。受講者からの感想や質問
等の獲得や事業評価として、アンケー
ト等による手法について今後検討して
いきます。また、女性の心身の健康づ
くりに視点をおいた講座についても充
実を図っていきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

2 2 1 2

健
康
推
進
課

新型コロナウイルス感染拡大防止の
ため、料理教室は中止したが、フレ
イル予防・生活習慣予防のパンフ
レットを作成し、市内公共施設や地
域支援の出前講座の際に配布した(合
計238部)。また、産業振興課協力の
もと、野菜移動販売や直売所でも配
布した。
食品ロスや食育についてホームペー
ジ掲載や市報等で啓発を行った。
きよせ食育展は、食育講演会と同時
開催を検討していたが、新型コロナ
ウイルス感染拡大防止のため、食育
講演会は中止したが、健康センター
にて「食品ロス」や「野菜の摂取量
増加」、「朝食の摂取」などの展示
と資料配布を行った(1月に2週間)。

B

中止になった事業はあったが、パンフ
レット配布やホームページ掲載、市報、
きよせ食育展を通して幅広く、市民に食
育や正しい食習慣づくりについて啓発す
ることができた。

平成30年3月「清瀬市食育推進計画
(第2次清瀬市健康増進計画)」が策定
された。これを基に今後も食育や正
しい食習慣づくりについて啓発す
る。

B

・コロナ禍で自宅にいる機会の多く
なった男性や子どもを対象とした食
育に関する啓発が大切であり、また
良いチャンスだと思う。パンフ・資
料配布、展示、HP掲載のみならず
オンラインの活用など工夫した啓発
を期待している。

食育講演会は必要に応じて、オンライ
ンでの開催を検討している。啓発・情
報提供については、様々な媒体（パン
フ・資料配布、展示、HP掲載等）を活
用して、今後も実施していきます。

2 2 1 3

健
康
推
進
課

　１．市内の銀行、商工会、郵便局
等7箇所に特定健診等受診勧奨のた
めのポスターを配布した。
２．健診開始時期に健診実施医療機
関26箇所、清瀬市薬剤師会28箇
所、また通院患者への受診勧奨のた
め皮膚科眼科等7箇所に特定健診等
受診勧奨のためのポスターとパンフ
レットを配布した。
３．特定健康診査未受診者1808人
に対して個別通知にて受診勧奨を実
施した。

B
関係機関と連携を図り、周知啓発するこ
とができた。

今後も関係機関と連携を図り、健康
診査の重要性及び健康診査受診率の
向上を推進する。

B

・コロナ禍で健診等受診を躊躇して
いる方も多くいると聞いている。こ
の時期、受診率の向上にはひと工夫
必要かと思う。特に未受診者の性
別、年齢等を分析し、受診率の低い
層に対する周知方法を変える等の工
夫があると良いのではないかと思
う。また、健診受診のベネフィット
と感染リスクとのバランスとれた情
報提供も重要だと思う。難しいと思
いうが、今後検討してほしい。

未受診者については、現在、前年度受
診者で未受診者のものや年齢等にて、
未受診者勧奨を実施しているが、さら
に分析し、受診率向上を図っていきま
す。健康診査の重要性及び健康診査受
診率の向上を推進していきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

2 2 1 4

健
康
推
進
課

新型コロナウイルス感染拡大防止の
ため、健康づくり推進員によるほと
んどの部会活動は中止となったが、
募集方法や活動内容等の支援を行っ
た。
出前講座による熱中症予防や感染症
予防の周知啓発を行い、地域で実施
している健康づくり活動を支援し
た。地域健康づくり支援：22回実
施、参加者358人。
市民向けのゲートキーパー養成講座
初級編、中級編をオンデマンド方
式、オンライン方式にて実施し、
ゲートキーパーを養成した。参加者
66人。

B
活動は中止となったが、方法を変更して
人材育成を行うことができた。

健康づくり推進員の活動支援を行
い、地域健康づくりを推進してい
く。

B

・この事業の中にどのように男女平
等推進の視点があるのかについて、
具体的に記載していないのは残念に
思う。
・コロナ禍でオンライン等、集合形
式以外の講座を充実させてきたこと
は評価できる。実施方法等、受講者
の評価も良かったように思う。ま
た、受講者が活動できる仕組みや
ツール、場の提供などは実効性を担
保するために大切だが、受講者が使
えるチラシも用意している点は評価
できる。

引き続き、出前講座やゲートキーパー
養成、健康づくり推進員の活動支援等
を行い、健康づくりの視点を持った人
材を地域において育成していきます。

2 2 1 5

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

9月24日、女性のココロとからだの
講座「『リフレッシュヨガ講座』～
ストレスで疲れた心と身体を軽やか
に～」（講師：小坂京子氏を実施。
午前15名午後14名参加。
コロナ禍で不要不急の外出自粛が続
き、生活様式が変わる中、特に女性
の疲弊感が顕著に表れストレスを抱
えている。多くの行事やイベントが
中止になったが、ヨガ講座を開催し
たことで、身体を動かし心身ともに
リフレッシュできてよかったとの感
想が数多くあった。保育も11人の利
用があり、子育て中の女性も安心し
て子どもを預け、自分だけの時間を
持つことができた。
コロナのため定員を通常の半数以下
にしたが、コロナ以前から女性のコ
コロとからだの講座は需要があり、
年1回の開催であるならば、講座を
開催するのが望ましい。

B

コロナ禍で、今までの生活様式が変化し
たことにより、女性が抱えるストレスも
増加している。
わずかな時間でも日常と違う環境で身体
を動かし、自律神経のバランスを整える
ことで健康づくりの支援ができた。

講座の内容は社会的動向を踏まえた
市民の要望。様々な意見を出しやす
い環境を整え、講座等開催に向け検
討していきたい。

B

・コロナ禍で難しいと思うが、日常
から離れた同性だけの場作り、健康
づくりは、大変重要なことだと思
う。需要が高い講座ならば今後、前
期･後期2回の開催も検討する、オン
ライン化する等も大切なのでは…。

オンライン講座については対応可能で
ありすでにオンラインで実施した講座
もあります。コロナ感染対策予防の観
点から必要に応じてオンラインも実施
していきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

2 2 1 6

生
涯
学
習
ス
ポ
ー

ツ
課

コロナで様々なイベントが中止にな
る中、延期となった東京2020大会
に向けて気運醸成を図るため、アス
レチックトレーナーの山本邦子氏に
講師を依頼し、親子向けに、「子ど
もの身体と運動についての正しい知
識を学び、子どもの可能性を引き出
す」ための講習を、部活動やスポー
ツ団体の指導者向けに、「子どもの
運動能力向上についての考え方や正
しい体のつくり方」について実践を
含めた講習の2部構成にて開催し
た。
（参加者は親子向けが1家庭を1単位
とした20組、指導者向けが17人）

　また下宿地域市民センターおよび
体育館の大規模改修工事では、空調
設備の他にトイレの洋式化も行うな
ど、誰もが利用しやすくなる環境を
整えた。
（１６基残っていた和式トイレをす
べて洋式化）

A

上記の講習会について、参加者へのアン
ケート結果から、親子共に自分自身で体
験し、それに伴う変化と気づきを感じて
いることが伺えた。また、「今後の子育
てに活かしたい」との回答が94％であっ
たことが、子供の運動発達や発育の興味
関心にも繋がっていたと思う。
　親子で参加する講習会の満足度として
は、「大変満足」「満足」が合わせて
90％、指導者向けの講習会の満足度とし
て、「大変満足」「満足」が合わせて
82％という結果となり、また講習会を実
施して欲しいという声も多く寄せられ
た。
　改修工事について、コロナの影響で施
設利用が制限されているため、工事完了
後の効果は見えづらいところであるが、
換気の重要度が増している状況を考えれ
ば、スポーツ環境を整備した意義は高
い。
　よって、市民ニーズに応じた事業の実
施や施設の環境整備が結果的にスポーツ
の振興に寄与していくものと判断した。

　世界規模のイベントであるオリン
ピック・パラリンピックは多くの国
民がスポーツに目を向ける絶好の機
会である。令和３年に清瀬市でも聖
火リレーなどで気運醸成をはかり、
市民がスポーツに親しむきっかけづ
くりを行い、スポーツの振興に繋げ
ていく。
　感染状況が好転しないため、思う
ような事業の実施は難しい状況だ
が、屋外で開催できるスポーツイベ
ント等でスポーツ振興をはかってい
く。

B

・コロナ禍で、本プランの施策内容
「子どもたちと女性スポーツの振
興」に沿った普及活動「女子サッ
カー」が実施困難になったことか
ら、、幅広い市民を対象とした事業
のなかに本施策を意識して実施した
のだと思うが、施策内容（子どもた
ちと女子スポーツの振興）の対象は
「子ども」と「女子」であり、それ
らの参加者数等を明記するなど、施
策内容を意識した記載がないのは残
念だと思う。コロナ終息後の展開に
期待したい。

性別に関する質問については特に注意
が必要なことから、当課が担当するイ
ベントのアンケートでは基本的に性別
の質問をなくしています。そのため、
明確に男女が区別されるものを除い
て、男女の集計を取っていません。子
どもの人数については今後の回答で反
映できるように気を付けます。

2 2 1 7

生
涯
学
習
ス
ポ
ー

ツ
課

新型コロナウイルス感染拡大の影響
を受け、多摩六都スポーツ大会及び
障害者スポーツ交流会は中止となっ
た。
ニュースポーツ体験会については、
感染症対策を行いながら7月・12月
に開催をした。「老若男女どなたで
も楽しく行える」をコンセプトに企
画をし、小さな子どもでも楽しめる
種目として「スポーツリバーシ」を
追加して行った。年々参加者は多様
化しており、幼児から70代まで、幅
広い年齢層となった。参加人数は7
月開催が46人、12月の半日のみ開
催が25人。
また、障害者スポーツとして、
ティーボール大会を開催した。コロ
ナ禍ではあったが、体を動かす機会
が減っている反動からか、例年以上
に多くの方が参加し、オープンの部
（障害者の部）が38名、一般の部が
123名の参加があった。

A

コロナにより自粛生活が続く中で、ス
ポーツの重要性が再認識されている。障
害者スポーツとして行っているボッチャ
やティーボールは、健常者も同様に楽し
める生涯スポーツとして最適と考え、事
業の普及・推進を行った。
また、令和2年度で大規模改修を行った市
民体育館においては、床面にボッチャ
コートのポイントを設置し、今後の事業
の可能性の幅を拡げている。

令和3年度は、市独自のボッチャ大会
も企画していく予定となっている。
生涯スポーツとして、誰でも参加が
できるスポーツの普及を進め、障害
の有無に関わらず共に楽しめるよう
な機会を創出を目指していく。

B

・コロナ禍で、本プランの施策「障
害者スポーツの推進」に沿った普及
活動が実施困難になったことから、
幅広い市民を対象とした事業のなか
に本施策を意識して実施したのだと
思うが、施策内容（障害者スポーツ
の推進）の対象は「障害者」である
ことから、それらの参加者数を明記
するなど、施策内容を意識した記載
がないのは残念だと思う。コロナ終
息後の展開に期待したい。

障害がある方でも気軽に参加できるイ
ベントにおいて障害者の人数を集計す
るのは困難ですが、障害者団体からの
申込などで把握できた場合は明記する
ようにいたします。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

2 2 1 8

生
涯
学
習
ス
ポ
ー

ツ
課

誰でも何歳からでも楽しめるスポー
ツとして、ニュースポーツ体験会を
年2回実施。今までスポーツに触れ
てこなかった方たちにも気軽に楽し
みながら行っていただけるよう種目
を検討し開催した。また、自身の体
力を把握する機会としての新体力テ
ストを実施。市民ウォーキングは感
染症対策として市内で実施するな
ど、生涯スポーツのきっかけを提供
した。
また、コロナ禍で自粛生活が続く中
での取り組みとして、新体操オリン
ピアン川本ゆかり氏の協力を得て、
「キラリ☆おうち体操」を
YouTuBeにて配信した。1回目の緊
急事態宣言発出の4月から7月にかけ
て、週2回の配信を続け、計25本の
動画を作成した。
（新体力テストはコロナ理由で6月
予定を延期し12月に半日のみ開催
し、参加12人。ニュースポーツ体験
会は2-2-1-7と重複するので割愛）

A

様々なイベントの開催が制限される中、
運動不足の解消を目的とした「キラリ☆
おうち体操」の配信を行い、新たな生活
様式の中でも行える生涯スポーツとして
配信を行った。中には2300回を超える再
生回数を記録した動画もあり、広く市民
の健康に寄与したと考えられる。
また、新体力テストでは、自身の体力を
把握する機会を提供し、今後の健康づく
りに活かせるように、スポーツ推進委員
が個々の状態に合わせたアドバイスを
行った。'

今般、スポーツの定義が変わってき
ており、競技としてのスポーツ以外
にも「階段を使うこと」や「座るよ
りは立つ、立つよりは歩く」など、
日常生活の中でも工夫して体を動か
すこともスポーツの一環として捉え
られるようになっている。新しい生
活様式の中で、いかに健康寿命を延
ばせるか、また生きがいとして楽し
みながら行うことができる方法を検
討し、随時発信・支援をしていく。

A

・コロナ禍でも開催可能な
YouTuBe等の非集合・非接触型の
生涯スポーツの推進を充実させたこ
とは評価できる。また、コロナ禍で
の運動不足を、感染対策を充実させ
た上で解消しようとした努力は評価
できる。

今後もあらゆる人々がスポーツを楽し
めるよう取り組んでいきます。

2 2 2 1

子
育
て
支
援
課

・妊娠届　430件　　妊婦面接
413件　　面接率　96.0％
・転入者　68件　　　妊婦面接
67件　　 面接率　98.5％
・両親学級　6回、参加者父親 31人
母親 35人
・プレママプレパパ相談　11回
28人
・こんにちは赤ちゃん事業　　対象
者　395件　　訪問件数　393件
訪問率　99.3％
・すくすく授乳相談　21回　延数
54人
・計測相談会　5回　参加者 96人
・産後ケア訪問事業　利用申請者 延
べ71人

A
令和2年10月より産後ケア訪問事業（ア
ウトリーチ型）を開始。

今後も、アンケート等により市民の
声を把握しながら、より満足度の高
いサービスとなるよう事業の評価と
見直しを行っていきたい。また、母
子の小さなSOSに気づき、気持ちに
寄り添いながら早期に支援できるよ
う努めたい。妊娠期からの切れ目な
い支援体制の更なる充実を図りた
い。

A

充実した事業内容だと思う。
産後等外出の困難な時期を対象にア
ウトリーチ型事業を充実させたこと
は評価できる。
また、パパの参加が最も望める時期
だと思う。この機会を逃さず男性の
育児、家事参加を推進してほしい。
アンケート等により市民の声を聞
き、ニーズに添った事業の今後の展
開に期待している。

今後もアウトリーチ型の産後ケア訪問
事業を継続していきます。
両親学級に父親サークルの講話を取り
入れて父親の育児参加を促していきま
す。
1歳児のファーストバースデー事業と
併せて実施充実していきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

2 2 2 2

健
康
推
進
課

薬物については、東京都薬物乱用防
止推進清瀬地区協議会の事務局とし
て、各種普及啓発活動をサポートし
た。また、健康センターに東京都等
が作成した違法薬物・薬物依存等に
関するポスターを掲示したほか、
リーフレットも設置し、周知を図っ
た。
　性感染症については、6月に東京
都が保健所で実施している「東京都
ＨＩＶ検査・相談月間」のチラシを
健康センターに設置した。

東京都薬物乱用防止推進清瀬地区協
議会実績
きよせひまわりコンサート・きよせ
市民まつりは新型コロナウイルス感
染症拡大防止により中止となったた
め、普及啓発活動は中止。薬物乱用
防止推進春季・秋季キャンペーンに
よる街頭宣伝活動も中止。
市内中学校を対象とした薬物乱用防
止ポスター・標語の募集及び選考を
実施した。

B

薬物、性感染症対策の情報提供について
は、東京都等が作成しているリーフレッ
ト、ポスター等を設置、掲示し、周知を
図った。

今後も、ポスターの掲示、リーフ
レットの設置等により、普及啓発の
協力を行う。

B

薬物乱用防止、HIV感染対策はとて
も重要だ。性感染症にはパピローマ
ウイルス感染（子宮頸がん、尖圭コ
ンジローマ）、ヘルペスなど多くが
ある。HIVのみならず、これらの普
及啓発もリーフレットやポスターだ
けでなく、講座や映画（性感染症を
テーマにした）等市民の関心を引く
企画が必要だと思う。

ポスターの掲示、リーフレット等によ
る普及啓発のほか、講演会等施による
健康教育の実施も検討していきます。

2 2 2 3

健
康
推
進
課

1．たばこによる健康への被害、受
動喫煙に関する知識の普及啓発
・受動喫煙防止条例施行に伴い、市
報やSNS等にて周知啓発、市内地域
市民センター及び市民掲示板等への
ポスター掲示、のぼり旗の掲出、横
断幕の設置、駅前受動喫煙防止重点
地区及び小中学校周辺パトロールの
実施及びチラシの配布等を実施し
た。
・市内地域市民センター等にロゴ
マークシールを配布した。
・健康センター内にＣＯＰＤ(慢性閉
塞性肺疾患)や受動喫煙防止等に関す
る展示にて情報提供を実施した。

B
様々な方法を用いて、周知啓発を行うこ
とができた。

清瀬市受動喫煙防止条例の施行に伴
い、引き続き、受動喫煙防止等に関
する普及啓発を推進に努める。

C

・学校周辺を始め、いろいろなとこ
ろでポスター、チラシ等を見かけ
る。施行された受動喫煙防止条例に
積極的に取り組んでいると思う。こ
のホットな時期を普及啓発のチャン
スと捉え、市民への浸透の徹底を期
待している。
・一方、新市庁舎には喫煙所が新た
に設置されており、禁煙に対する取
り組みがなかったのはで残念ある。

引き続き、受動喫煙防止等に関する普
及啓発の推進に努めます。新庁舎の公
衆喫煙所の設置については、受動喫煙
防止施策を踏まえ、現在は受動喫煙を
避ける環境整備をするなど喫煙者及び
非喫煙者の共存の段階であると考えて
います。
新庁舎への喫煙所設置は、市の方針と
して設置したものであり、課題とは認
識していません。

2 2 2 4

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

実施なし。 C

関連する新聞記事を課内で回覧するとと
もに、アイレックサポーター「切り抜き
チーム」の新聞記事紹介パネルでも取り
上げた。
情報提供にとどまり、講座開催には至ら
なかった。

リプロダクティブヘルツ・ライツに
特化した内容の講座等の予定はない
が、性と生殖に関する健康はＤＶに
関わる問題でもあり、アイレックの
相談業務等、啓発等の充実を図って
いく。

C

市民がリプロダクティブヘルツ・ラ
イツの概念を知り、意識してもらう
ことがまず大切だと思う（日本語訳
は一般人対象には少しなじみにく
い？）。ぜひ講座やこのことをテー
マにした映画会など具体的なプログ
ラムの実施に期待する。

市民へのリプロダクティブヘルス・ラ
イツの啓発となるような講座などにつ
いて検討していきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

2 3 1 1

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

運営委員会分科会のメンバーを中心
に月１度話し合いを持った。ＬＧB
ＴＱ理解基礎講座「カミングアウト
ははじめの一歩」（七崎良輔講師、
１月31日開催、定員20名、18名参
加　女性１１名　そのほかの方と男
性を合わせて7名）を開催し、清瀬
市の当事者によって立ち上げられた
「清瀬市LGBTQコミュニティいろ
は」の登壇協力も得て啓発に務め
た。
　また次年度に向けて当事者の居場
所と支援者（アライ）等との交流の
場として「カフェきよにじ」の実施
への話し合いがもたれた。

A

今までも講座や情報誌を通して、性的マ
イノリティへの理解を進める取り組みを
してきたが、本年度は特に運営委員会分
科会の積極的な話し合いと活動への関
与、当事者団体の立ち上げと積極的な関
与があり、市民参加を得た取り組みにつ
ながった。事業の内容ばかりでなく、そ
の過程においての市民の積極的な参加を
担保する場としてアイレックの役割が果
たせたことで高評価とした。

運営委員会分科会の主体的な活動強
化、市民グループとの協力関係の構
築と市の所管する部署として、パー
トナーシップ制度の検討等の課題に
必要な対応、啓発、交流を継続す
る。より効果的な対象、内容の検討
が必要であり、先行他市区の事例、
実情も検討しながら、清瀬市でのあ
り方を当事者を含めた市民、専門家
から学び実施していきたい。

B

積極的な活動ができたことを評価し
たい。
ただ、理解が限定された中で深まっ
ても、市民全体への啓発強化がまだ
必要ではないかと思われる。

理解を深めるために、市単独ではな
く、東京都と共に啓発強化を図ってい
きます。

2 3 1 2

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

①運営委員会分科会としてチームを
作り、制度構築と地域の理解推進の
両面から、渋谷区・国立市での経験
をもつ男女平等推進委員（メンバー
でもある木山氏）へのヒアリングを
行った。
②分科会では広く関心のある市民に
参加可能な講座企画につなげるため
の検討を進めている。

B

理解推進のための講座（カミングアウト
ははじめの一歩）のなかでも制度構築の
意味が語られ、制度に対する共通理解の
基盤づくりに貢献できた。
①のヒアリングでは制度構築と地域の連
携を含めた市民への理解推進が制度をつ
くる前にも後にも積極的に必要であるこ
とが参加者に共有された。
②の会議では市民の意見交換が活発に行
われ、具体案の準備が進行している。

今後、運営委員会分科会での協議を
続けながら、先行自治体の制度研究
や制度実施前後の実態についての学
習を継続して推進し当市に合う制度
構築とそれに伴う取り組みを目指
す。

B

市民への理解促進が必要との意見は
よく理解できる。これは、2－3－1
－1の箇所で強化していっていただ
きたい。
制度を研究で終わらせず、具体的制
度改変に結び付けられるよう、期待
する。

性的マイノリティの方達への支援・理
解促進を進めるため、先進都市である
他自治体での取り組みについて情報収
集を行うことや、講座の開催を継続し
ていきます。

2 3 1 3

教
育
指
導
課

新型コロナウイルス感染症対策とし
て、例年開催している命の教育
フォーラムや赤ちゃんのチカラプロ
ジェクトを中止したが、各校におい
ては、「命の教育」の取り組みにつ
いて、道徳科を要として取り組み、
学校ウェブサイト等による情報発信
を積極的に行った。
　また、清瀬市教育委員会ウェブサ
イト内に「令和２年度　清瀬市『命
の教育』特設ページ」を開設し、各
学校における「命の教育」の取り組
みや成果を掲載した。
　命と人権教育推進委員会を年間2
回開催した。
　中堅教諭研修において、東京都教
育庁指導部指導企画課人権担当志村
安主任指導主事を迎え、人権教育に
ついて講義を行い、教職員一人一人
の「人権尊重の理念」に対する理解
を深めた。
　また、初任者研修においては、東
京都教職員研修センターが動画研修
を実施している。

A

学習指導要領に基づき各校で適正に行っ
ている。
　教員向けには計画的に研修を行ってい
る。

今後も赤ちゃんの力プロジェクトや
命の教育フォーラムを継続して実施
し、経験を通して生命の尊さを教え
る。

A

児童・生徒が人権に関して、命の教
育等の取り組みは評価できる。性別
に関わらず、人間として子供たちが
自分や周囲を大切に思える社会を形
作っていけるように、教員の方々に
サポートいただきたい。

学習指導要領に基づき、特に道徳科に
おける内容項目「親切、思いやり」
「友情、信頼」「よりよい学校生活、
集団生活の充実」「生命の尊さ」の中
で、異性の理解、人間愛の精神を深め
ること、協力し合うことの大切さにつ
いての指導を継続していきます。
また、保健体育科における「保健分
野」の指導の中で、思春期における心
身の発達に伴う自己認識の深まりや自
己形成、性衝動、異性の尊重について
の指導を継続していきます。

道徳教育推進委員会などにおける指導
用資料の作成及び研修等を継続してい
きます。

34 



目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

2 3 1 4

職
員
課

男女共同参画、性的言動問題等を理
解するために、令和３年１２月に新
規採用職員を対象に、男女共同参画
研修を実施。

参加人数：21人

A

新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、令和元年度に実施したダイバーシ
ティ研修の実施が困難であったため、男
女共同参画に関連付けて研修を行うこと
で、自らと違う考え方を認識することが
でき、違いを受け止めることで誰にとっ
ても暮らしやすい環境、働きやすい職づ
くりの推進につながっていくと考えるた
め。

実施方法等を検討しながら、全職員
を対象に研修を実施していきたい。

B
今後へのコメントにあるように、新
規採用職員だけでなく、全職員対象
に同様の研修を実施して欲しい。

全職員を対象とするよう、検討を行な
います。

2 3 1 5

市
民
課

事業実施なし B

既存で、松山地域市民センター１・２階
及び野塩地域市民センター１階に、多目
的トイレの設置あり
現状維持とした。

大規模改修工事を計画しているた
め、多目的トイレを全階へ設置を検
討したい。

C
今後の取り組み部分の実現を期待す
る。

松山地域市民センターにおいて大規模
改修工事を計画しているため、スペー
ス等課題を整理し多目的トイレの検討
をしていきます。

2 3 1 5

生
涯
学
習
ス
ポ
ー

ツ
課

生涯学習スポーツ課及び関連指定管
理者が管理運営している施設におい
て、だれでもトイレは整備されてい
る。障害者に対してだけでなく、文
字どおり誰もが利用できるトイレと
しての設置である。
なお、ダイバーシティに関する生涯
学習講座については、令和２年度シ
ニアカレッジ「目指せ！アクティブ
シニア～オリンピック・パラリン
ピックを学ぼう」の中でダイバーシ
ティのことを学習する予定だった
が、コロナウイルス感染症拡大の影
響で中止となったため、取り扱うこ
とができなかった。

B

LGBTQについては世界的な関心が高まっ
ているものの、施設における対応はでき
ていないのが現状である。現在、各施設
に設置されているだれでもトイレが唯一
の存在であり、評価は困難である。

公共施設再編計画が策定されるな
ど、今後、公共施設は大きな見直し
が予定されている。そのような中、
性的マイノリティに対し配慮ある施
設とするため、男女共同参画セン
ターの助言を期待している。積極的
な参入をされたい。。

C

各施設をすぐに対応できるようにす
るのは難しいが、現存のもので、工
夫をすることはできないか。また、
どのようなトイレが望まれるかの調
査をしたのかは疑問が残る。

施設再編や新規建設時に、男女共同
参画センターの助言等をとり入れて
性的マイノリティの方々に対する配
慮をできるのであれば望ましいと思
われる。また、当事者への聞き取り
等ができるとなおよい。

当事者への聞き取り等、男女共同参画
センターと協力して、工夫できること
を考えていきます。

2 3 1 5

総
務
課

総務課は本庁舎及び第２庁舎の庁舎
管理を所管しており、現庁舎におけ
る実施計画はない。そのため、令和
２年度における、事業実績はなし。

C

新庁舎の建設が令和3年度のため、現庁舎
に新たな設備の設置は考えていない。健
康センターに誰でもトイレが設置されて
いることを周知しているのみ。

現庁舎設備は現状のままとし、周知
のみ実施。新庁舎建設時に設置。

C

誰でもトイレについて、職員が場所
を把握しているか。使用しやすいも
のか確認も必要

既に新庁舎で使用が始まっていると
思うが、新庁舎でのだれでもトイレ
について問題ないかの聞き取り等を
実施されることを望む。

新庁舎におけるだれでもトイレについ
ては、１階から４階の各階の同じ場所
に設置してあることから職員は把握で
きているものと認識していますが、必
要に応じ周知に努めていきます。
問題点については、総務課にて集約し
ており、その都度改善に向けて努めて
いきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

2 3 1 5

建
築
管
財
課

新庁舎建設事業において、新庁舎の
工事監督を行い下記設備の計画を確
認した。

・だれでもトイレ（フィッティング
ボードを含む）：各階

A
計画通り設備が設置されているかを確認
できた為。

設備に不具合があれば是正対応し、
各設備が機能するように努める。

A
新施設に期待

設置後も適切な保守に努めます。

2 3 2 1

企
画
課

例年清瀬国際交流会の主催で「国際
交流パーティー」「英語でしゃべら
ん会」を実施していたが、新型コロ
ナウイルス感染症拡大防止の観点か
ら中止とした。オンラインの併用で
開催可能であった「国際理解講座
（参加者３０名）」を実施した。

B

これまで外国籍の方々が安心安全に暮ら
し、地域全体で共に支え合い共生できる
よう事業の実施を行ってきたが、新型コ
ロナウイルス感染症拡大防止の観点か
ら、様々な事業を中止せざるを得なかっ
た。しかしこのような状況下においても
オンライン等を活用、工夫し開催するこ
とで多文化共生社会に資する事業開催に
結びつけられた。

多文化共生の推進に取り組む清瀬国
際交流会の事業実施に対する財政支
援とともに、市報やＨＰで事業の開
催周知や会場の提供等、団体活動の
協力支援を継続する。

B

オンライン開催で実施できたのはよ
かった。

清瀬国際交流会に限らず、市内の外
国籍の方々のネットワークに積極的
に係わっていって欲しい。

イベントの開催については今後も様々
な方法を検討していきます。
今後は国際交流会だけではなく清瀬市
社会福祉協議会、東京都とも連携を図
り、わかりやすい情報提供の在り方を
検討していきます。

2 3 2 1

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

関連する新聞記事を課内で回覧する
とともに、関連チラシの配架等によ
る情報提供にとどまった。

C
講座提供など、より積極的に取り組むこ
とができなかった。

アイレックまつりでの映画上映等、
実施できる場を考えながら推進す
る。

C

外国籍の方々対象なので、講座提供
というよりは、情報提供の方が効果
的と思われる。情報提供できるサイ
ト運営等ができるとよい。

関連する情報の収集に努め、SNSを駆
使して情報提供に努めます。

2 3 2 2

秘
書
広
報
課

多様な言語文化を持つ方々への、生
活情報の提供や相談窓口に接するこ
とができるような配慮の一環として
導入している多言語対応デジタル
ブックのアプリケーションについ
て、利用案内等を英語で市民生活便
利帳へ記載した。
同アプリケーションは、市報の多言
語翻訳デジタルブックを配信してい
るので、市報から生活情報を取得で
きる。
また、公式ホームページには翻訳機
能（英語・中国語・韓国語）を実装
しており、令和２年度は1,391回利
用された。

B

市報の多言語翻訳デジタルブックは引き
続き実施している。また、公式ホーム
ページの翻訳機能も、月々利用されてい
る。

市報の多言語対応デジタルブックや
公式ホームページの翻訳機能などが
あること自体の周知を、さまざまな
媒体を駆使して行っていき、より利
用者を増やしていく。

B

周知を続け、利用者が増える事を期
待する。

相談窓口の外国の方の利用の統計や
相談内容のリスト等の情報を集める
と更なるニーズの把握に役立つと思
われるので、それらの実施を期待す
る。

翻訳機能の利用者が増えるよう周知方
法等を検討します。
どの言語がよく利用されているか確認
し、各窓口に情報提供することで、外
国籍の方への対応状況改善できるよう
検討します。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

2 3 2 2

企
画
課

多言語化、やさしい日本語を使った
刊行物の発行は各部署で対応してい
る。例年開催している東京都外国人
支援第１０ブロック会議（近隣５市
連携）も新型コロナウイルス感染症
拡大防止の観点から審議することが
難しくなっているが、オンライン会
議を実施し、近隣５市の日本語教室
の案内刷新を行った。

B

東京都外国人支援第１０ブロック会議
（近隣５市連携）が開催できなかった
中、オンライン会議を開催し、日本語教
室の案内を刷新し最新情報を提供でき
た。

近隣５市の連携事業を活用し、やさ
しい日本語セミナー、防災関連など
の講座開催を検討する。

B

現状での日本語教室実施等の難しさ
もあったと思われる。
語学としての日本語教室も必要だ
が、情報提供の場としての日本語教
室の利用を積極的にしていただける
といいのでは。

情報提供が日本語版しかないものにつ
いてはやさしい日本語版の作成等を検
討します。
多言語またはやさしい日本語の情報を
外国籍の方の手続きが多い所管課へ周
知します。

2 3 2 2

環
境
課

収集体系変更に伴い、ごみ分別マ
ニュアルも挿絵や項目別、短文での
説明文にし、外国人世帯にもわかり
やすく一新した。また、他言語化し
たごみ分別マニュアルやアプリを通
して正しいごみの排出や資源化への
取り組みについて周知を行い、個別
にて対応を実施するケースもあっ
た。

B

戸別収集においては、排出者責任が明確
となることから個別指導の徹底により、
一層のごみの減量や資源化を推進してい
けることや資源物集積所等路上や歩道に
あるところが多く、交通や景観にも悪影
響を与えているため、戸別収集の導入に
よって解消できた。外国人世帯に対して
も同様に個別対応を行い、管理会社等へ
もマニュアル等の活用による周知を図る
などを行い、改善が図れたと考える。

ごみ袋の減免基準拡大により、微力なが
らも経済的緩和が図れた。

ごみの排出方法について、正しい分
別方法や排出方法がなされない不法
投棄ごみがあることから、周知媒体
を活用するのはもちろんのこと、出
前講座等を活用し、市民周知を図っ
ていく。また、医療系廃棄物（注射
針や血液のついた小瓶、インシュリ
ン等）が容器包装プラスチック用指
定収集袋にて排出される事案が多く
なっていることから、家庭で使用し
た医療系廃棄物は病院や薬局での処
理を改めて周知する。また、病院等
から排出される廃棄物に関しては家
庭用指定収集袋での排出を行わず、
事業系用廃棄物として契約業者に収
集をするよう周知を図る。

B

日本人でも難しいごみ分別を外国人
世帯に個別に対応できたのは素晴ら
しい。制度が変更された時に情報を
どのように提供するかを考える必要
がありそうだ。今回の学びの他部署
との共有を期待する。

ごみ分別アプリの改修を行い、更なる
利用しやすいごみの分別、減量化に向
けた取り組みを進めていきます。
また、福祉的支援者にアプリのダウン
ロードをしていただき、活用すること
で、他市在住の支援者による正しい排
出を期待しています。

2 3 2 2

防
災
防
犯
課

【清瀬市防災マップ・洪水ハザード
マップの更新】
　令和２年６月に、清瀬市防災マッ
プ・洪水ハザードマップの更新を実
施した。そのマップは、多言語に対
応して作成し、全戸配布を実施し
た。また、多言語対応デジタルブッ
クアプリ「カタポケ」に登録し、１
０か国語に対応できるようになった
ため、外国人への情報提供の幅がよ
り広まった。

B 新規で１０か国語に対応できたため。

今後も引き続き上記取り組みの実
施、また水防訓練・防災訓練等にお
いて、コミュニケーションボードを
活用し、外国人の方でも最低限のコ
ミュニケーションを支援するなどの
取り組みを実施していく。

B

多言語に対応できるようになったの
は素晴らしい。
避難所での外国人世帯へのサポート
やコミュニケ－ションについて準備
しておく必要があると思われる。

避難所における外国人世帯向けにコ
ミュニケーションボードを用意してあ
るので、水防訓練や防災訓練等で活用
していきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

2 3 2 2

子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

在住外国人の子育てに関しての必要
な窓口の案内等の多言語による情報
提供を行います。

　子ども家庭支援センター外国語版
リーフレットの配布
　　（英語・中国語・韓国語・タガ
ログ語・シンハラ語の５か国語対
応）

A
外国語世帯への家庭訪問の際、必要な世
帯に配布している。

継続実施する。 A 現状に合わせた、上位五か国の多言
語版リーフレットが作成されたこと
は素晴らしい。

言語の壁で取り残される方の無いよう
情報周知に工夫を凝らしていきます。

2 3 2 3

企
画
課

清瀬国際交流会において「きよせに
ほんごきょうしつ」を実施してい
る。コロナ禍において、会場の使用
制限や感染予防の観点から、開催可
能な範囲で開催した。（学習者延べ
６６６人、ボランティア延べ１０２
１人）参加者の健康面を考慮し、感
染予防対策が行えるように企業等の
補助金申請の案内の支援を行った。
また東京都外国人支援第１０ブロッ
ク会議において、第１０ブロック内
の日本語教室マップを作成してい
る。

A

会場制限や感染予防がある中、開催可能
な範囲で感染予防対策を行いながら実施
できた。また、各市持ち回りで開催して
いた第１０ブロック会議は各市において
開催できなかったが当市においてオンラ
イン会議を実施し日本語教室のマップを
最新情報とすることに結びつけられた。

日本語学習者の支援に取り組む清瀬
国際交流会の事業実施に対する財政
支援とともに清瀬国際交流会が主催
する交流事業や外国人支援第１０ブ
ロック会議における取り組みの実施
を継続する。また、日本語教室にお
いては清瀬国際交流会において非接
触型の運営を模索中である。

A

日本語教師の方と、支援をしている
企画課とのネットワークを構築し、
語学以外のニーズを探ったり、ある
いは情報提供の場として活用できる
のではないか

清瀬国際交流会だけではなく、東京
都、東京都つながり創生財団と連携
し、日本語学習の機会について検討し
ていきます。

2 3 2 3

生
涯
学
習
ス
ポ
ー

ツ
課

KIC日本語教室で活動するメンバー
で構成される実行委員会と生涯学習
スポーツ課が協働して、日本語学習
支援ボランティア養成講座を実施し
ている。令和2年度は、新型コロナ
ウイルス感染症の影響で従来より日
程を短縮した。年間で5回の講座を
実施し、延べ74名の受講生に参加い
ただくことができた。受講後は、清
瀬国際交流会（KIC）に入会し、ア
ミューで実施中のKIC日本語教室で
ボランティア講師として活躍いただ
いている。

B

外国人市民の日本語学習の必要性と多文
化共生への関心を持った方を、清瀬国際
交流会のボランティアにつなぐことで外
国人に対する支援体制が出来ている。し
かし令和２年度は新型コロナウイルス感
染症が拡大したことにより、施設の休館
等の影響を受けた。これにより従来より
も参加者を募ることが出来ず、規模の拡
大には繋がらなかったため、B評価とし
た。

日本語学習支援ボランティア養成講
座が終了後、受講者の方々が清瀬国
際交流会に限らず清瀬市内で活躍す
るシステムを企画課、男女共同参画
センター等でも構築する必要があ
る。

B

コロナ禍でも、のべ74名の受講生
に参加してもらえたのは素晴らし
い。是非、KICの日本語ボランティ
ア講師というだけでなく、他にも外
国人世帯のサポートに関わるボラン
ティアにつなげられるように仕組み
を作れないか。

ボランティアは皆KICに入会するた
め、日本語教室以外のKIC事業にも参
加し外国人世帯のサポートをしている
方もいます。今後も講座を開催するこ
とでボランティア活動の支援を行って
いきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

2 3 3 1

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

人権週間記念講座「女性とコロナと
貧困と～どう変わったわたしたちの
暮らし～」（12月12日講師：雨宮
処凛氏、定員70名、51名）に手話
通訳をつけた。
Ms.スクエア97号、98号に音訳CD
を作成。清瀬市ホームページでもデ
イジー版とMP3版を公開している。

B
聴覚障害者、視覚障害者に対して、ある
程度の取り組みをすることができた。

聴覚障害（手話通訳）を適切な機会
には設定していく。手話通訳と情報
誌の音訳以外の支援の仕方について
検討していきたい。

A

講座を実施し、手話通訳の実施、音
訳ＣＤを作成したことは評価できる

マルチメディアデイジーを積極的に
活用し、視覚障害者だけでなくその
他の障害の方へも有効なツールで公
開して欲しい。

聴覚障害者及び視覚障害者だけでなく
他の障害者に対しても情報提供に努め
ていきます。

2 3 3 2

教
育
指
導
課

　副籍制度による通常級との交流を
行っている。清瀬小学校、清瀬第七
小学校、清瀬中学校に特別支援学級
を設置し、一人一人の児童・生徒に
合った指導計画により指導を行って
いる。
　
　小・中学校全校で特別支援教室を
設置し、一人一人の状態に応じた自
立活動の工夫を行なっている。
　
　担当教員らによる特別支援教室連
絡協議会を年間3回、小学校特別支
援教室専門員連絡会を年間1回、特
別支援教育コーディネーター連絡協
議会を年間1回開催した。
　新型コロナウイルス感染症対策と
して開催回数は変更したが、指導主
事の学校訪問等で情報共有を行っ
た。

A
清瀬市特別支援教育推進計画（第四次実
施計画）に基づき事業を進めた。

今後は、特別支援学級だけでなく、
通常の学級における特別支援教育の
推進を図る為、次年度からは、清瀬
特別支援学校コーディネーターに巡
回してもらい、全教員の資質向上に
努めていく。

A
特別支援学校コーディネーターの活
躍に期待する。

【清瀬特別支援学校コーディネーター
による巡回実績】
令和３年度清瀬市立学校全14校に年間
２回訪問（合計28回）

【副籍制度の実績】
令和元年度は特別支援学校小学部児童
30名、中学部14名が清瀬市立学校と
副籍交流を行いました。
令和2年度は特別支援学校小学部児童
30名、中学部23名が清瀬市立学校と
副籍交流を行いました。
令和３年度は特別支援学校小学部児童
3３名、中学部23名が清瀬市立学校と
副籍交流を行いました。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

2 3 3 3

教
育
指
導
課

　命と人権教育推進委員会を年２回
実施している。　清瀬小学校、清瀬
第七小学校、清瀬中学校に特別支援
学級を設置し、一人一人の児童・生
徒に合った指導計画により指導を
行っている。
　
　小・中学校全校で特別支援教室を
設置し、一人一人の状態をアセスメ
ントし、障害による困り感に応じた
自立活動の指導を行なっている。
　
　担当教員らによる特別支援教室連
絡協議会を年間3回、小学校特別支
援教室専門員連絡会を年間1回、特
別支援教育コーディネーター連絡協
議会を年間1回開催した。
　新型コロナウイルス感染症対策と
して開催回数は変更したが、指導主
事の学校訪問等で情報共有を行っ
た。

A
清瀬市特別支援教育推進計画（第四次実
施計画）に基づき事業を進めた。

今後は、特別支援学級だけでなく、
通常の学級における特別支援教育の
推進を図る為、次年度からは、清瀬
特別支援学校コーディネーターに巡
回してもらい、全教員の資質向上に
努めていく。

C

男女共同参画の視点による活動がで
きているのかがよく見えない。個々
に状態が違うと思われるので表現は
しづらいとは思うが、具体的な活動
を期待する。

特別支援教育は、性の多様性も含めて
一人一人に応じた支援を行うものとの
認識です。各学校では、これまでと同
様、女性だから、男性だからという視
点ではなく、一人一人の児童・生徒の
ニーズに基づく、学校生活支援シート
や個別指導計画を作成し、支援を行っ
ていきます。

【清瀬特別支援学校コーディネーター
による巡回実績】
令和３年度清瀬市立学校全14校に年間
２回訪問（合計28回）

2 3 3 4

障
害
福
祉
課

　障害のある女性は、障害ゆえの困
りごとのほか、家事や育児も重なる
ことで過度の負担を抱えやすい。そ
のような場合には、当事者の家庭訪
問などを行い、丁寧な状況把握に努
めたうえで、適切なサービスを支給
している。

A

障害のある女性が困難を抱えている場合
は、状況把握に努めたうえで各種サービ
スの提供などを行い早期解決を図ってい
る。

今後も同様の取り組みに努める。 A

障害がある方は、特に女性のサポー
トは必要になるかもしれないが、男
性障害者も社会的弱者であるため、
適切なサービスが提供できるように
考慮して欲しい。

障害のある方については、従前より、
性別の違いだけではなく、その方の障
害状況により、個々に適切なサービス
提供に努めているところです。今後
も、委員の方からのコメントを課内で
再確認し業務に活かしていきます。

2 3 3 5

障
害
福
祉
課

市が設置している身体障害者相談員
及び知的障害者相談員を女性に委託
することで、障害のある女性からの
相談に対して適切な対応が可能と
なっている。
　男女の視点と課題を学ぶ研修につ
いては、内容や手法について検討を
行っている段階である。

C

相談員が女性であることから、女性の視
点での相談支援は行えているが、プラン
に位置付けられている研修については開
催できていない。

自立支援協議会の専門部会「子ども
部会」や「相談支援部会」で定期的
に行っている事例検証や研修会に、
「男女の視点と課題」という観点を
盛り込むことを検討する。

C

多様な性の視点を入れていただきた
い。

身体・知的障害者相談員が2名女性
のみだが、男性の相談員も必要と思
われる。

現状は、身体・知的障害者相員は女性
のみですが、男性としての視点が必要
になった場合は、市の障害福祉課の男
性職員等に引き継ぐ体制が整っており
ます。また、現在の相談員の方にも多
様な性の視点について情報提供する機
会を引き続き検討していきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

2 3 3 6

障
害
福
祉
課

　例年、生涯学習スポーツ課と協働
し、市内知的障害者通所施設を対象
にスポーツ交流会を開催していた
が、新型コロナウィルス蔓延防止の
ため実施できなかった。

C

例年、生涯学習スポーツ課と協働し、市
内知的障害者通所施設を対象にスポーツ
交流会を開催していたが、新型コロナ
ウィルス蔓延防止のため実施できなかっ
た。

新型コロナウィルスの感染状況を踏
まえ、イベントとして定着している
本事業の継続実施を検討する。

D 実施できなかったため評価できない

障害のある方のスポーツ交流会は、障
害や男女の垣根を越えて楽しめる生涯
スポーツとしても貴重な催しであると
認識していますので、新型コロナウイ
ルス感染症の感染状況を見極めながら
開催の可否について引き続き検討して
いきます。

2 3 3 6

生
涯
学
習
ス
ポ
ー

ツ
課

開催を予定していた多摩六都スポー
ツ大会（ボッチャ）や、市内障害者
通所施設のスポーツ交流会（スカッ
トボール）は新型コロナウイルス感
染症の影響を受けて中止となった。
一方で、ニュースポーツ体験会や
ティーボール大会は感染症対策を万
全に行いながら実施した。また、清
明小学校にて全クラスを対象にボッ
チャの体験授業を実施した。
（調査2-2-1-7,2-2-1-8と重複す
るため参加人数等は割愛）

B

ボッチャは障害の有無や年齢・性別にか
かわらず誰もが参加できる種目のため、
普及を進めていきたい種目であったが、
残念ながら多摩六都スポーツ大会や市町
村大会が相次いで中止となった。一方で
ニュースポーツ体験会ではボッチャ体験
コーナーも設置し、多くの世代の方に体
験していただく機会を設けた。さらに、
パラスポーツの体験・普及を目的に、ス
ポーツ推進委員による清明小学校での
ボッチャ体験授業を全クラスに実施し
た。今後ボッチャを市として盛り上げ、
障害者も健常者も一緒に行える大会の実
施に向けての活動を進めている。

東京2020大会を契機に障害者ス
ポーツであるボッチャを推進し、ま
たレガシーとして事業を続けてい
く。具体的には、多摩六都スポーツ
大会・市町村大会に加え、市独自で
もボッチャ大会の開催に向けて準備
を進めていく。引き続き体験会や大
会について広く周知し、更なる競技
の普及を目指していく。

B

東京2020以後の拡がりを期待す
る。

開催できた大会等があったこと、
ボッチャについて清明小での体験等
実施できたことは評価に値する。こ
れをモデルに市内小学校で障害者理
解を進めて欲しい。

引き続き東京2020大会を契機に障害
者スポーツを推進していきます。

2 3 3 7

建
築
管
財
課

新庁舎建設事業において、新庁舎の
工事監督を行い下記設備の計画を確
認した。

・だれでもトイレ（フィッティング
ボードを含む）：各階

A
計画通り設備が設置されているかを確認
できた為。

設備に不具合があれば是正対応し、
各設備が機能するように努める。

A
設置後の状況について念のため調査
をした方がよい

設置後の状況についても随時確認しつ
つ、適切な保守に努めます。

2 3 4 1

生
涯
学
習
ス
ポ
ー

ツ
課

子どもの自立・社会参加への支援事
業として、参加者自らが目標を立て
て、ちがう学校・学年の仲間と協力
しながら、さまざまな行事・活動に
チャレンジする清瀬市ジュニアリー
ダーズクラブがあります。対象者は
市内在住・在学の小学4年生～高校3
年生です。

D
令和２年度においては、新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止のため、開催するこ
とができなかった。

今後も継続 D 開催なしのため

ジュニアリーダーズクラブの活動が、
グループワークやディスカッションお
よび地域との連携等を主な活動として
いるため、コロナ禍では活動が非常に
難しいところではありますが、できる
だけ早い段階で再開できるように努め
ていきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

2 3 4 1

子
育
て
支
援
課

日々の遊びや保育の中で自立心や社
会性を育む指導を行っている。

B 各年齢に合わせた活動が出来ている。
より質の高い保育を実施するため、
研修会等に参加し、保育士のスキル
アップに努める。

B
保育士の研修状況などを公開してほ
しい

令和2年度清瀬市事務報告書
「3.2.6.(3)市立保育園運営管理事業」
内において研修受講情報を公表してい
ます。

2 3 4 2

生
涯
学
習
ス
ポ
ー

ツ
課

子ども達の健全育成のため、学校・
警察・地域団体との連携し、ネット
ワークづくりの支援や子どもの参画
を行った。

C

青少年委員活動の一環として「きよせけ
ん玉のWa」を新型コロナウイルス感染症
拡大防止のため活動形態を変え、「もし
かめチャレンジ」として年間2回実施。合
計の参加者は子ども21名・保護者13名で
「きよせけん玉のWa」のメンバーが久々
に顔を合わせ楽しむことができた。

今後も継続 C

少しでも活動できてよかった。
きよせけん玉のWa以外にも、青少
年委員活動ができるような団体等と
のネットワークづくりなどに積極的
に取り組んで欲しい

新型コロナウィルス感染症対策を講じ
つつ、活動の回数を増やしていきま
す。
また、市の他部署や地域団体とも連携
していけるよう研究していきます。

2 3 4 3

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

ソーシャルネットワークラボの講座
で子どもの居場所づくりをテーマに
シリーズを組み、「プレーパーク運
営から見る子どもの現在」講座（講
師：栗林　知絵子氏、9月12日開
催、定員20名、18名受講　女性１
８名）、「人と人の交差点～駄菓子
屋での取り組み～」講座（講師：山
永　和子氏、9月26日開催、定員
20名、20名受講　女性19名　男性
１名）等様々な子どもの置かれてい
る状況について多面的に学び関係
者・市民の多数の参加を得て理解を
深めた。

B

コロナ期においてますます子どもの困難
な状況、10代～20代をとりまく社会環
境・課題について、男女共同参画の視点
が必要とされ、生かされていることも多
い。それぞれの課題や現状を市民に伝え
ていく機会とした。

継続的に子どもの困難な状況、若者
への情報発信や関わりについて情報
提供・学習の機会をつくっていく。

B

講座が実施でき、一定の集客ができ
たことはよかった。

講座で学びを深めるだけでなく、具
体的に居場所を失くした青少年への
サポートへと結びつけて欲しい。

子どもの困難な状況を、女性のサポー
トを行うことで改善に結び付けたいと
思っています。

2 3 4 3

障
害
福
祉
課

障害を理由とするひきこもりや貧困
については、障害福祉課が主体的に
相談支援やサービス提供を決定し、
早期解決に向けて取り組んでいる。
ひきこもりが長期化している方は精
神的な疾患を抱えていることが多い
ため、自立支援医療制度を利用した
精神科受診を勧めるとともに多摩小
平保健所など関係機関と連携して対
応に当たっている。
　経済的困窮や家庭環境の複雑化に
ついては、障害福祉課だけでは解決
できないことから、生活福祉課や子
ども家庭支援センターなど関係各課
と緊密な連携を図っている。

A

支援に当たっては、障害福祉課が所管す
る制度を活用しているほか、内外の関係
各課と緊密に連携して早期解決に取り組
んでいる。

今後も同様の取り組みに努める。 A
他部署等と連携が取れているのは素
晴らしい

今後も、障害状況等の個々のケースに
柔軟に対応し、他部署等との緊密な連
携を取りながら対応していきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

2 3 4 3

教
育
指
導
課

　各校に窓口の設置
　
　東京都事業によるスクールカウン
セラーの配置（全校）
　
　スクールソーシャルワーカーの派
遣
　
　東京都の方針に基づき、副籍制度
の推進に努めた。

A

養護教諭等を窓口担当に指定するととも
にスクールカウンセラーやスクールソー
シャルワーカーも相談窓口として機能し
ている。
　研修会や巡回等を通して、副籍制度の
充実について周知した。

　スクールカウンセラーやスクール
ソーシャルワーカーと教員の情報共
有を密に行い、教育相談体制の強化
を図る。

A

教育相談体制の強化だけでなく、子
どもたちが相談しやすい親・教師以
外の大人としてのスクールカウンセ
ラーとスクールソーシャルワーカー
の環境づくりを進めて欲しい。

スクールソーシャルワーカー（随時）
や教育相談室心理士（随時＋定期年２
回）による学校訪問を継続していきま
す。

必要に応じて、子ども家庭支援セン
ターや指導主事も加わるなど、児童・
生徒からの相談があった後の対応の充
実についても強化を図っていきます。

2 3 5 1

福
祉
総
務
課

・主に一人暮らしの高齢者を対象と
した、シルバーピア（都営高齢者住
宅150戸、民間借上げ高齢者住宅
15戸）に生活協力員を配置し、高齢
者に対して自宅で安心に暮らせるよ
う生活支援を行った。また、シル
バーハイツ（民間借上げ高齢者住宅
2棟20戸）・高齢者優良賃貸住宅
（1棟13部屋）についても低家賃で
提供し生活支援を行った。※戸数は
提供可能数
・シルバー人材センター（高齢者の
就業機会の確保のためシルバー人材
センターの運営管理に関する補助を
した。）
　年度末会員数　　男　　528人
女　　327人　　　合計　855人
　
（61.8%）           　 （38.2%）
　平均年齢　　　　　　　　75.6歳
74.7歳　　　　平均75.4歳
　補助額　25,981,000円

B

・一人暮らしなどの高齢者が安心して暮
らせるために、生活協力員の配置、機械
警備、低家賃などで高齢者の生活支援の
充実を図った。
・シルバー人材センターには高齢者の経
験や能力を活かして就労できるよう運営
に関する補助を行った。

・高齢者が自宅で安心して暮らせる
ための住宅環境の推進を図り、生活
支援を行う。
・高齢者となっても社会参加できる
よう就労や地域活動の場の充実を図
る。

B

高齢者の社会参加活動としてのシル
バー人材センターの活動の意味は大
きい。
特に高齢者のひとり暮らしへのサ
ポートはモニタリングも含めて必要
なので、生活協力員の活躍に期待し
たい。

高齢者がこれまでの経験や能力を活か
し就労の場を提供するシルバー人材セ
ンターの意義は大きく、今後も継続し
て運営補助を行います。
また、市内高齢者住宅に生活協力員を
配置し、高齢者が自宅で安心して暮ら
せるよう今後も支援を行っていきま
す。

2 3 5 2

福
祉
総
務
課

・老人（シニア）クラブ（健康を進
める、生きがいを高める、社会奉仕
等の活動を行うための助成をし
た。）
老人（シニア）クラブ連合会
（700,000円）及び23クラブ
（5,998,800円）へ助成
主な活動の参加人数等
スポーツ大会（1回）126人　体力
測定会　中止　　芸能大会　中止
友愛映画会　中止　　作品展示会
中止
・よろず健康教室（軽体操・スト
レッチ・脳トレーニングなどで、高
齢者の健康づくりや交流ができる場
を作った。）
開催箇所　10か所　　開催回数
356回　　参加延べ人数　3,916人
※新型コロナウィルス感染予防のた
め老人クラブ、よろず健康教室とも
に活動を中止した期間がある。

B

新型コロナウィルスの影響による活動中
止はやむを得ないことであり、活動の可
能な期間では生きがい作りや介護予防に
尽くした。

老人（シニア）クラブ、よろず健康
教室ともに、高齢者の生きがいづく
り、介護予防に必要な事業であるた
め、今後とも拡充・拡大の方向で継
続する。

B

シニアクラブの活動に、一緒に子ど
もや他の年齢層の人も参加できるよ
うなものを考慮してもらえると世代
間交流ができて、より大きなシナ
ジーを生み出せるかもしれない

シニアクラブはその活動を通して高齢
者の生きがいづくりや介護予防、孤立
防止を目指しており、その目的を達成
する過程で世代間交流をどのように活
用するかは検討課題であると考えてい
ます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

2 3 5 3

介
護
保
険
課

高齢者に関する、ワンストップサー
ビスを行い、相談者の主訴を的確に
把握し、必要な部署へつなぐよう対
応した。
相談希望の方に不快な思いを感じさ
せないようにした。
各種研修案内を4包括支援センター
で共有し、必要時は受講した。

B

相談数は年々増加している。包括支援セ
ンターの周知が図れていることと、包括
職員が地域づくりを意識している成果だ
と考える。

地域包括支援センターのスキルアッ
プを図り、気軽に相談に乗れるよう
な環境を整備する。

B

地域包括支援センターの認知度は上
がってきていると思う。ワンストッ
プサービスが実施できているのは素
晴らしい。

継続してワンストップサービスを実施
できるよう、個々の能力を高め、必要
部署や機関と連携を図れるよう取り組
みます。

2 3 5 4

介
護
保
険
課

地域包括支援センターパンフレッ
ト、きよせ認知症ガイドブック等の
冊子等を用いて介護保険制度、高齢
者支援施策、成年後見制度等、情報
提供、周知を図った。

B

各事業において、認知症ガイドブック等
を配布した。また、認知症ガイドブック
は市内病院、薬局、市民センター等に配
布し、広く市民に触れるようにした。

継続して、配布等を行い、周知を
図っていく。令和3年度は、地域包括
支援センターパンフレット、きよせ
認知症ガイドブックを見直し、より
身近なものになるようにしていく。

B
介護等を担う子世代がアクセスしや
すい情報提供を考慮してあげて欲し
い。

子世代がアクセスしやすい情報提供と
して、各種情報をホームページにアッ
プし、提供しています。

2 3 5 5

介
護
保
険
課

　清瀬市高齢者健康づくり・介護予
防推進委員会の専門部会（権利擁護
推進部会）で、地域包括支援セン
ターが行う取り組みについて検討を
行った。
【実施状況】
専門部会（権利擁護推進部会）開催
回数　1回

　地域包括支援センターで高齢者虐
待が認められた場合、具体的な支援
計画を作成するため、介護事業者、
医療関係者等の関係者で個別ケース
会議を行った。

B

高齢者虐待対応は十分に行えた。市民へ
の周知活動の一環として、対市民用に
リーフレットを作成し、配布することを
考えたが、執行することが出来なかっ
た。同時に、事業所向けのパンフレット
も見直しを図ったが、こちらも執行まで
にはいたらなかった。

高齢者が安心して生活できるよう
に、高齢者虐待対応は確実に行い、
周知活動も行っていく。

B

リーフレットを作成し、周知するこ
とを期待する

虐待対応だけでなく、虐待が発生し
ないような介護者へのサポート体制
も充実させてほしい。

令和3年度に市民向けリーフレットを
作成し、活用しています。

虐待を未然に防ぐ対応への取り組み
は、より充実させ、市民への啓発を
行っていく必要があり、検討していき
ます。

3 1 1 1

子
育
て
支
援
課

・育児講座：1回、参加者 34人
・両親学級：6回、参加者父親 31人
母親 35人
・妊産婦訪問、新生児訪問・母子保
健推進員訪問・未熟児訪問を合わせ
た「こんにちは赤ちゃん事業」の実
施：対象者 395件、訪問件数 393
件、訪問率 99.5％
・乳幼児健康診査：集団健診 1,087
人　　個別健診 462人
・離乳食・幼児食教室：8回、参加
者 46人
・親子歯科健診・親子歯磨き教室：
41回、875人
・計測相談会：5回、合計96人

B
緊急事態宣言等により計画通りの事業は
できなかったが、参加した方には満足い
ただける内容となった。

感染症対策等万全にし、事業の充実
に努める。

B

乳幼児期及び育児休業取得時期の子
育てへの男性の参加を促し、男女平
等、役割分担について意識が持てる
事業を行っている。男女平等意識調
査平成29年によれば「育児しつ
け」は父親は母親より25ポイント
低い。両親学級の更なる充実をして
今後も計画的な啓発活動を行い男女
共同参画と役割平等の意識を普及し
てほしい。

各事業において男性も「育児・しつ
け」を担い、家庭での男女共同参画を
促すようメッセージを発信していきま
す。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

3 1 1 1

子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

性別にとらわれない乳幼児の養育知
識・技術の向上を図ります。

総合相談事業
　相談件数　　　　３，３１３件

　　内女性　　　　２，２５０件
　　内男性　　　　１，０６３件

　育児・しつけ相談　９３件９４回

B

育児・しつけ相談において、性別にとら
われない子育ての役割について普及・啓
発を行っている。
コロナの影響により昨年度より６３２件
の相談件数増加が見られる。

継続実施していく。 B

　
性別にとらわれない子育ての役割や
養育の知識・技術の向上が大切であ
る。育児・しつけ相談の相談者内訳
男6、女８８件だが父親も関心はあ
るのでそこを配慮した啓発をしてほ
しい。

委託団体と連携しているいきいき子育
て支援事業においてもワンオペ子育て
対策を行い子育て参加を協働で行える
よう啓発に努めていきます。

3 1 1 2

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

年２回発行の女性広報誌「Ms.スクエ
ア」（市内約３６，0００世帯全戸
配布）を通じ男女平等社会の一層の
推進を目指して情報提供・啓発・広
報活動を行った。

B

97号においては、コロナ禍において、家
庭内で家事・育児・介護など女性の負担
が増えていることを問題提起し、役割分
担の再考を促す記事を掲載した。

コロナ禍が続き、家事負担に男女格
差が広がっていると言われている。
いまだに根強い性別役割分担意識
を、Ms.スクエア誌面などを通じて問
題提起することで、啓発や情報提供
を行っていきたい。

B

女性だけでなく男性にも家庭内の家
事・育児・介護の問題について性別
役割分担意識の問題提起を行う情報
提供をするなどの取り組みを推進し
てほしい。

性別役割分担については引き続き、情
報提供・啓発・広報活動を行なってい
きます。

3 1 1 2

産
業
振
興
課

農業委員により、認定農業者制度に
おける家族協定資料の配付い農業経
営や家庭における役割分担、共同経
営者として行った。

B
継続的な制度周知により、家族協定の締
結による認定農業者の共同申請に結び付
けることができた。

認定農業者制度の周知に合わせ家庭
における性別役割分担意識の見直し
の周知を行っっているが、商工業者
に対してどのように周知しいくか検
討していく。

B

農業者において家族協定の締結が進
んでいることを商工業者にも周知を
工夫し、男性も女性も対等な経営者
としていく考えを広げてほしい。

商工業者に対する周知について、清瀬
商工会と効果的な周知方法を検討した
いと考えています。

3 1 2 2

教
育
指
導
課

各校の進路指導主任とキャリア教育
担当者らによるキャリア教育担当者
会を年間3回開催し、キャリア教育
全体計画・年間指導計画について共
通理解を図った。

A

新型コロナウイルス感染症対策として、
例年行っている中学校の職場体験を中止
したが、学習指導要領に基づき、各校で
総合的な学習の時間等の学習で職業や進
路について考える学習を行っている。

今後も進路指導を年間の学習指導計
画に組み込み、計画的に指導する。

B

男女平等の視点が入っているかわか
らない。今後も個性や適性を尊重
し、計画的に、あらゆる分野の男女
平等の視点をもってキャリア教育で
社会の理想と現実そして矛盾につい
ての学習を充実してほしい。

学習指導要領に基づき、特に総合的な
学習の時間や社会科における公民分野
「基本的人権の尊重」「日本国憲法の
基本的原則」の中で、個人の尊厳と両
性の本質的平等、職業選択の自由につ
いての指導を継続していきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

3 1 2 3

教
育
指
導
課

文部科学省や東京都からの、啓発に
関する情報提供は速やかに行い、周
知徹底するよう努めた。

B

学習指導要領に基づき、主に家庭科を中
心に各校で適正に行っている。
　
　教員向けには、初任者研修及び中堅教
諭研修にて計画的に研修を行っている。

今後も体育、保健体育の授業を通し
て、児童・生徒へ指導を行う。

C

教員だれもが「個々の児童・生徒の
発達段階に応じた適正な情報を教授
する」ためのスキルはとても大切な
ので、今後も「隠れたカリキュラ
ム」も含め教員向けの研修を行い、
点検して改善が進むことに期待す
る。教科以外で知り得たことが個性
形成に影響されることがある、児童
の発達段階に応じた指導をしてほし
い。隠れたカリキュラムというの
は、家庭科や保険だけでなく、ほと
んどの教科、教育法、児童生徒の学
校生活すべてにあることの認識が不
足している。

各学校は、人権教育のカリキュラム・マネ
ジメントを進めている。これは、学習指導
要領に基づいた「人権教育プログラム」
（東京都教育委員会）を参考にしており、
人権課題「女性」についても、学校の教育
活動全体（各教科、行事など）を通じて扱
うこととしています。

学習指導要領に基づき、特に家庭科の身近
な家庭生活に関わる指導の中で、日常生活
の中においても、個人の尊厳と両性の本質
的平等に基づいて、共に協力し合う大切さ
についての指導を継続していきます。

今後も、家庭科を軸としながら、保健体育
科、社会科など、教科横断的に扱っていき
ます。

男女混合名簿の導入状況について
　小学校9校中9校が出席簿で導入
　中学校5校中５校が式典用名簿（入学
式、卒業式等）で導入している。
※学校では、様々な目的に応じて、それぞ
れ名簿を作成している。その全てを男女混
合名簿にすることは、学校運営上なじまな
い。特に健康診断や発育測定、音楽での
パート別合唱指導などに使用する名簿は男
女別名簿を使用しています。

3 1 2 4

教
育
指
導
課

体育、保健体育の授業を通して、児
童・生徒へ正しい知識を身に付けさ
せた。

A

　学習指導要領に基づき、主に保健体育
を中心に教科書の内容と即して各校で適
正に行っている。
　
　教員向けには計画的に研修を行ってい
る。

今後も体育、保健体育の授業を通し
て、児童・生徒へ指導を行う。

B

　
先進国の中でエイズなど未だに感染
する若者がいる。性感染症について
は、授業を通じて指導を充実させる
とともに家庭への情報提供もしてほ
しい。性教育について適齢期に、生
命・人権・愛など基本的なことと、
性にかかわる行為を適正で具体的指
導をしてほしい。

学習指導要領に基づき、特に保健体育
科における「健康な生活と病気の予
防」の中で、性感染症やエイズについ
ての指導を継続していく。また、「心
身の発達」の中では、思春期における
自己認識の深まりや自己形成、性衝
動、異性の尊重について、指導を継続
していきます。

3 1 2 5

教
育
指
導
課

体育、保健体育の授業を通して、児
童・生徒へ正しい知識を身に付けさ
せた。

B

　学習指導要領に基づき、主に保健体育
を中心に教科書の内容と即して各校で適
正に行っている。
　
　教員向けには計画的に研修を行ってい
る。

　今後も体育、保健体育の授業を通
して、児童・生徒へ指導を行う。

B

　
性の多様性については児童・生徒向
けの図書も出てきている。今後も教
員向けの研修を行い、人権教育とし
て推進していってほしい。性教育に
ついて適齢期に、生命・人権・愛な
ど基本的なことと、性にかかわる行
為を適正で具体的指導をしてほし
い。

学習指導要領に基づき、特に保健体育
科における「心身の発達」の中では、
性的マイノリティについても指導を継
続し、尊厳を守るための人権教育を推
進していきます。

養護教諭等を窓口担当に指定するとと
もに、スクールカウンセラーやスクー
ルソーシャルワーカーも相談窓口とし
て機能させていきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

3 1 2 6

教
育
指
導
課

　文部科学省、農林水産省及び東京
都より共同で出されているとおり、
例年６月を食育月間と定め、各校栄
養士を中心にバランスのよい食事に
ついての理解を深める取り組みを
行っている。新型コロナウイルス感
染症対策として、公開は未実施とし
た。

　文部科学省や農林水産省、東京都
からの啓発に関する情報提供は速や
かに行い、周知徹底するよう努めた

A

　学習指導要領に基づき、主に社会科や
家庭科を中心に教科書の内容に即して、
日本の食料事情等を認識して理解を深め
る等のESDの学習を適正に行っている。

今後も各校で食育に関する全体計画
及び年間指導計画を策定し、計画的
に取り組む。

B

各校で6月食育月間を定め、栄養士
と共にバランスのよい食事について
理解を深め、教科の学習でも日本の
食糧事情を認識させていることは評
価できる。今後も食育に関する指導
を計画的に行い、児童・生徒が食育
に関心をもてるようにしてほしい。
食べ物も豊富になり、調理器具も便
利になり簡単な調理で食べられるも
のも増えてきた中で、食べれらるこ
と、無駄にしないこと、感謝の心を
育む教育にも取り組んでほしい。

健康教育研修会において各校の食育
リーダー及び栄養士等を対象とした研
修を今後も継続していきます。（年１
回）

各校では、学級担任と栄養士が連携し
た食育指導（バランスの取れた食事、
地産地消、食品ロスの問題など）をこ
れまでも実施しており、今後も継続し
ていきます。

3 1 2 6

子
育
て
支
援
課

園児対象食育指導
保育計画に沿った中での調理保育計
画を作成。
季節の食品、食事のマナー、食具の
使い方、行事食の取り組みなど、給
食時に栄養士が各クラスを巡回し、
園児を対象に毎日実施。
各園３～５歳児クラスを対象に、年
齢に合わせた内容の野菜クイズ、エ
プロンシアター、「赤・黄・緑」の
色分けを年1回実施。

母子対象事業
乳幼児健康診査「栄養相談」、離乳
食・幼児食教室、両親学級、親子歯
科健診・親子歯磨き教室「栄養相
談」、計測相談会「栄養相談」を実
施。

きよせ食育展
私立保育園と共に各保育園で行って
いる食育の取り組みについて掲示に
て紹介。
年1回市民を対象実施。

B

健康な食生活の基本としての「食を営む
力」の育成をと基礎を培うことを目標に
各保育園に栄養士を配置することで、き
め細やかな食事指導や摂食勉強会などが
出来ている。

各事業での講話、栄養相談により、具体
的な食育の普及が出来ている。

各年齢に合わせた調理保育や野菜作
り、収穫体験等を行うことや、毎日
の給食を生きた教材として活用。指
導を繰り返すことで、食に対する興
味関心を高め、「食を営む力」の育
成、基礎を培うことを目標に啓発を
図る。

平成30年3月に策定された「清瀬市
食育推進計画（第2次清瀬市健康増進
計画）」を基に、今後も食育や正し
い食習慣づくりについて啓発する。

B

園児対象の楽しい食育指導に加え、
母子対象事業も行い、各年齢に合わ
せた食育や食習慣づくりを進めるう
えで評価できる。今後の取り組みに
も期待している。電子機器・食べも
のが豊富になり、おふくろの味が家
庭から失われつたる中で食べれるこ
と、無駄にしないこと、感謝の心を
育む教育にも取り組んでほしい。

コロナ禍であり、緊急事態宣言等発令
された中では食育指導の内容等の見直
しや、見合わせの時もありました。
その時々の環境や園児の状況、各年齢
の発達状況等を配慮した中で引き続き
創意工夫し望ましい食習慣の習得等に
努めていきます。

3 1 2 6

産
業
振
興
課

子どもへの食育推進の場として、関
係部署及び関係団体と実施している
農業まつり、食育展、中学生農業体
験などがコロナ禍で中止となったた
め、ＪＡ直売会直売会等の協力で週
１回実施している移動販売の会場
（幼稚園が隣接する旭が丘団地内な
ど）で健康推進課作成の「ちょうど
よいバランスの食生活」（レシピ
集）を配布した。

B

新型コロナウイルス感染症感染拡大防止
の観点から農業まつりや中学生農業体験
授業が中止となったが、子育て世代の利
用もある移動販売で食生活についてのレ
シピ集を配布することができた。

子どもへの食育推進を実施している
他の部署と連携を図り、新たなを食
育推進の方法を検討して行く。

B
農業祭りや中学生農業体験授業など
今後も他部署と連携し男女平等の視
点をもって計画的に進めてほしい。

新型コロナウイルス感染症の感染に留
意の上、他部署と連携し、男女平等の
視点も踏まえた事業を実施していきた
いと考えています。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

3 1 2 7

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

「男女平等推進条例子どもガイド
ブック」を市内小学5年生に配布し
た。ガイドブックの内容についての
検討が分科会において始まった。人
権かるた事業実施はコロナの影響で
中止になった。

B
継続事業であるガイドブック配布は年度
末になった。

人権かるた、出前授業等もっと積極
的に学校で活用していただけるよう
に内容や周知方法について検討す
る。子どものためのガイドブック改
訂の準備を進める。

B

ガイドブック配布が年度末となり、
学校で活用するのは難しいだろう。
積極的に活用できるよう周知し、人
権かるた、出前授業等を進めてほし
い。市民の意識調査から男女平等に
ついて教育に取り入れてほしい項
目。・個性の発揮、能力を生か
す。・人権尊重と性教育・教職員の
平等教育の研修・男女行動参画の意
識を育てる授業・男女を分ける慣習
をなくす。

ガイドブック配付は従来通り、夏休み
前に行います。また状況の変化に合わ
せてガイドブックの改訂を行う予定で
す。

3 1 2 8

教
育
指
導
課

　初任者研修において、人権教育プ
ログラムの活用について啓発を行っ
た。
　また、各校の校内研修において、
全教員で啓発研修を行っている。内
容は、毎年、人権課題を各校で選択
して行っている。
　
　文部科学省や東京都からの、啓発
に関する情報提供は速やかに行い、
周知徹底するよう努めた。

A
文部科学省や東京都からの、啓発に関す
る情報提供は速やかに行い、周知徹底す
るよう努めている。

　教員自らが男女平等教育について
理解を深め、その言動が児童・生徒
に与える影響を自覚するよう研修に
て啓発を継続する。

B

男女平等の視点をもっての研修に
なっているかわからない。清瀬市男
女平等推進条例には市の責務（教育
に携わる者が男女平等の推進につい
て理解が深められるよう、啓発活動
に積極的にとりくまなければならな
い）が定められている。教員の啓発
研修は今後も継続して実施してほし
い。市民の意識調査から男女平等に
ついて教育に取り入れてほしい項
目。・個性の発揮、能力を生か
す。・人権尊重と性教育・教職員の
平等教育の研修・男女共同参画の意
識を育てる授業・男女を分ける慣習
をなくす。

今後も研修会に限らず、学校への指導
訪問等の機会を通じて教員の理解啓発
に努めます。（随時）

教員が、学習指導要領に基づき、個人
の尊厳や両性の本質的平等、職業選択
の自由、性に関する指導等を適切に実
施できるよう、指導主事による指導・
助言を継続していきます。

3 1 3 1

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

年２回発行の女性広報誌「Ms.スクエ
ア」（市内約３６，0００世帯全戸
配布）を通じ男女平等社会の一層の
推進を目指して情報提供・啓発・広
報活動を行った。

B

97号においては、コロナ禍において、家
庭内で女性の負担が増えていることを問
題提起し、役割分担の再考を促す記事を
掲載した。

未だ根強い性別役割分担意識を、現
在コロナ禍により休止となっている
「ダンカツ」グループの活動や、Ms.
スクエア誌面などを通じて問題提起
することで、啓発を行っていきた
い。

B

男女平等を進める学習の場として今
後の「DANKATU」グループの活
動や誌面を通しての問題提起など啓
発を推進してほしい。男女共同参画
のキャチフレーズを公募して表紙に
載せて啓発する。

Ms.スクエア等の誌面を通じて、引き続
き男女共同参画の推進を行なっていき
ます。公募については他団体の状況も
踏まえながら検討していきます。

48 



目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

3 1 3 2

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

年２回発行の女性広報誌「Ms.スクエ
ア」（市内約３６，0００世帯全戸
配布）を通じ男女平等社会の一層の
推進を目指して情報提供・啓発・広
報活動を行った。それぞれ「レガ
シーってなんだろう？～人権と共に
ある東京２０２０大会～」「コロナ
化で見えてきたこと～ジェンダー格
差を見直し新しい日常へ～」という
特集を組んだ。図書コーナーにおい
ては男性向けの図書も配架し、閲覧
できるようになっている。

B

Ms.スクエア編集委員が取材した記事をご
覧になった市民より、取材先へのボラン
ティア協力のお申し出が数件あった。市
民への情報提供に貢献できた。

事業案内、施設案内等、広報につい
ては継続的に取り組み、Ms.スクエア
等でも効果的な情報発信を行う。

B

事業案内、施設案内等の広報や、女
性広報誌の配布をするだけでなく、
男性の読者・参画を増やす工夫を検
討していってほしい。男女共同参画
のキャチフレーズを公募して表紙に
載せて啓発するなどの工夫もしてほ
しい。

交流コーナーの掲示を工夫するなど、
男女共同参画に関する情報の充実に努
めます。

3 1 3 3

生
涯
学
習
ス
ポ
ー

ツ
課

生涯学習講座を、高齢者向け・児童
生徒向け・一般向け等として、４月
～３月まで年間通して実施してお
り、ニュースポーツ体験会やティー
ボール大会など、性別や障害の有無
を問わず取り組める事業を開催し
た。

B

ニュースポーツ体験やティーボールは誰
でも参加しやすいスポーツであり、楽し
みながら男女平等意識やダイバーシティ
意識を養うことのできる取り組みであ
る。また、令和2年度は中止となったが、
東京2020大会を契機として障害者スポー
ツであるボッチャを推進し、レガシーと
して事業を継続すべく取り組みを進めて
いる。

令和３年度は、オリンピック・パラ
リンピックを控え、オリンピック・
パラリンピックの観点から男女参画
の内容も含んだ人権講座等を開催予
定だったが、コロナウイルス感染症
拡大の影響から、実施を見送った。
障害者スポーツパネル展など、密に
なりにくい事業を推進していく。

B

ニュースポーツ体験やティーボール
大会、ボッチャなどの事業を継続
し、楽しみながら男女平等意識を養
い、性別、障害の有無を問わず取り
組めるように推進してほしい。生涯
学習の充実、自己啓発、知識、技能
の向上。障害の取り組みの充実。

引き続き、性別や障害の有無を問わず
取り組める事業を推進して参ります。

3 1 4 1

企
画
課

平和祈念展等実行委員会（１５
名）、きよせ市民まつり実行委員会
（４８名）において事業の企画運営
を行っている。令和２年度はコロナ
禍の中、平和祈念展等実行委員会を
開催し、コロナ禍においても開催可
能な方法を検討し事業開催を実施し
た。（来場者は主催者側の健康面を
考慮し集計せず）きよせ市民まつり
については、感染予防の観点から中
止とした。また、まちづくり委員会
については、今後の在り方について
検討中である。きよせ市民まつり実
行委員会のメンバーについては商店
街、各種組合長等から組織されてい
ることもあり女性の比率は低い。
（３１年度：４名）ただし、令和３
年度はコロナ禍で例年規模の開催は
困難と考え、新たな方式を検討中で
あり、今後実行委員会についてもメ
ンバーの再編成は必要と考えてい
る。

B

コロナ禍の中、きよせ市民まつりのよう
に開催規模や開催内容等から中止とせざ
るを得ない事業もあったが、平和祈念展
等実行委員会では新メンバーも加入しこ
れまでの課題（若い世代への引継ぎ）に
ついて審議し実施することができた。

引き続き、多様な立場の市民と協働
で運営を行っていく。

B

今後も様々な事業を開催し、メン
バーの再編成も検討して市民参画の
事業を行っていってほしい。多様な
分野の市民活動、協働は地域、広域
で諸問題がありコーディネーターを
活かした活動をすすめてほしい。
平和祈念展等実行委員会委員、清瀬
市民まつり実行委員会の女性メン
バーを増やすための検討をしてほし
い。

市民の声を市政に反映できるよう、委
員会への市民参画、事業への市民参画
について検討を継続します。
市民まつり実行委員会は商工会から女
性部の参加、社会事業大学からも女性
委員がいる。商店会等から女性委員を
選出していただけるよう検討します。
平和祈念展等実行委員会、まちづくり
委員会についても男女同数に近づくよ
う検討していきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

3 1 4 2

企
画
課

各小学校単位で円卓会議を開催して
いる。それぞれの校区で特色を活か
し、イベントやセミナーの開催、情
報交換など様々な方法で地域課題の
解決に資する取り組みを行ってき
た。令和２年度については新型コロ
ナウイルス感染症拡大防止の観点か
ら開催できない校区が多かったが、
そのような中でも地域情報の周知と
して「地域のかわら版」の発行や今
後の運営について検討した校区も
あった。また、各校区の代表が集ま
り各校区の取り組みの参考や課題等
について情報を共有した。（１２
名）立場や年齢、性別など越えた多
様な地域の住民が参画している。男
性が少ないという指摘もあるが様々
な活動を通じて男性の参加もけっし
て少なくはない。

B

これまでの活動から地域における市民協
働の推進が進んできていたが、校区に
よってはコロナ禍でモチベーションの低
下になっているところもある。しかし、
そのような中においても各校区の活動等
を参考としたり情報交換を行いながら課
題の解決に結び付けようと検討を進めて
いる。

各校区の会議やイベント、セミナー
開催について継続して運営支援して
いく。また新型コロナウイルス感染
症拡大防止の観点から今後はこれま
での仕組みに捉われない新たな仕組
みづくりや新たな連携についても検
討していく。

B

「地域のかわら版」の発行や今後の
運営について検討した校区もあった
というが、どのような活動をしてい
るのか解決につながった地域課題な
どについて地域住民へのPRが必要
である。今後に向けてにあるが運営
支援を今後もお願いし、継続した開
催を期待したい。地域の会議、行事
など広報が不十分、知らせる工夫を
してほしい。

ウィズコロナ時代の地域活動の在り方
を共有し、地域に発信できるよう運営
支援を行います。
また、各校区の代表が集まる円卓会議
連合会を継続して開催します。

3 1 4 3

企
画
課

令和２年度においては、コロナ禍で
「NPO法人連絡交流会」や「ボラン
ティア・市民活動見本市」などの開
催はできなかったが、コロナ禍でも
活動が継続できるようこれまでオン
ラインに慣れていない方向けの「Ｚ
ＯＯＭお試し相談会」（４１名）
や、「はじめてのＬＩＮＥ講座」
（１２名）などを実施した。市民活
動のスキルアップ支援として「オン
ライン上におけるファシリテーショ
ン講座」（１２名）などを実施し
た。また市民活動の場所の提供や活
動に必要な備品の利用提供、ＳＮＳ
等を使った周知を行っている。さら
に市民活動のネットワーク事業とし
て、ボランティア市民活動登録団体
連絡会の代替えで「コロナ禍におけ
るボランティア・市民活動団体実情
調査を実施した。

B

コロナ禍でこれまでとは違った様式（オ
ンライン活用）が求められる中、市民活
動の継続のため、オンライン講座の開催
など支援を行い、市民活動団体のスキル
アップにつなげることができた。

市報やＨＰで事業の開催周知や会場
の提供等を行い、女性に限らずこれ
まで地域に関心がなかった男性や若
い世代の参画につなげるため団体活
動の協力支援を継続する。

B

市民活動を継続するため、スキル
アップ支援をしたことはよい企画だ
と評価できる。男女共同参画の意識
を高める視点で、今後も市民活動の
支援をしていってほしい。市民活動
計画提案を審議して採用案に資金援
助をしてほしい。

市民活動センターの運営委員会におい
て男女共同参画の視点で市民活動を支
援できる取り組みの実施について、委
員会で共有し検討します。

3 1 4 4

企
画
課

例年清瀬国際交流会の主催で「国際
交流パーティー」「英語でしゃべら
ん会」を実施していたが、新型コロ
ナウイルス感染症拡大防止の観点か
ら中止とした。オンラインの併用で
開催可能であった「国際理解講座
（参加者３０名）」を実施した。

B

これまで外国籍の方々が安心安全に暮ら
し、地域全体で共に支え合い共生できる
よう事業の実施を行ってきたが、新型コ
ロナウイルス感染症拡大防止の観点か
ら、様々な事業を中止せざるを得なかっ
た。しかしこのような状況下においても
オンライン等を活用、工夫し開催するこ
とで多文化共生社会に資する事業開催に
結びつけられた。

多文化共生の推進に取り組む清瀬国
際交流会の事業実施に対する財政支
援とともに、市報やＨＰで事業の開
催周知や会場の提供等を行い、老若
男女、国籍を超えた参画につなげる
ため団体活動の協力支援を継続す
る。

B

清瀬市にもたくさんの国の人が住ん
でおり、児童・生徒も就学してい
る。今後も工夫をして事業を継続し
ていくことに期待する。

国際交流会だけではなく社会福祉協議
会とも連携し、交流の場の提供や情報
提供の在り方について検討を継続しま
す。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

3 1 4 5

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

分科会のメンバー、清瀬防災ネット
等と連携しながら事業を進めた。三
年間にわたるソーシャルネットワー
クラボも講座等の活動を行い総括し
た。

C
大学と連携しての講座等、開催したこと
もあったが今年度については実施に至ら
なかった。

ソーシャル・ネットワーク・ラボは
今年度終了した。その他にも連携の
形を検討していきたい。

C

今後も男女平等推進を進める拠点で
あることを意識し、多様な年代、多
様な市民グループ・団体と連携を進
めていただきたい。地域より市全体
を俯瞰して多様なテ－マを絞る機能
をもって、男女共同参画のスタンス
で若い提案をしてほしい。

多様な年代、多様な市民グループ・団
体と連携を進めることを検討します。
特に若い世代との交流を深めたいと
思っております。

3 2 1 1

教
育
指
導
課

　学習指導要領に基づき、教育課程
にて道徳科等で情報モラルに関する
指導を行っている。

A

　学習指導要領に基づき、教科書に即し
て適正に行っている。
　情報教育については、主に道徳（情報
モラル）や国語（情報の扱い方）で扱っ
ており、小学校低学年から位置付けられ
ている。教科書では、ネットゲーム、
SNS等のトラブル、人権的な視点等、
様々なテーマが取り上げられている。

学習指導要領に示されている各教科
等の内容と関連させ、より一層の充
実を図る。

B

ネットトラブルのテーマを取り上げ
る際などジェンダー視点は必要だと
思う。
情報の理解・判断は各様・多面で適
切な選択ができる思考力と課題の視
点も含め充実してほしい。

学習指導要領に基づき、特に道徳科に
おける内容項目「親切、思いやり」
「友情、信頼」「よりよい学校生活、
集団生活の充実」「生命の尊さ」の中
で、異性の理解、人間愛の精神を深め
ること、協力し合うことの大切さにつ
いての指導を継続していきます。

情報モラル教育についても、学習指導
要領に基づき、指導を継続していきま
す。特に、相手を傷つけるような内容
をSNS等に掲載、書き込んでしまった
場合のトラブルやその予防、対処等に
ついての指導を継続します。国語科の
「情報」の指導でも同様に情報の扱い
方についての指導を継続します。ま
た、保健体育科における「保健分野」
の指導の中で、性情報への対処と適切
な行動、性衝動、異性の尊重について
の指導を継続します。

3 2 1 2

教
育
指
導
課

小・中学校全校でタブレットを導入
し、各教科等にて調べ学習や成果発
表等に活用している。

A

　学習指導要領に基づき、教科書に即し
て適正に行っている。
　男女平等などの人権尊重教育について
は、人権教育プログラムを参考に発達の
段階に応じて各校工夫して取り組んでい
る。

学習指導要領に示されている各教科
等の内容と関連させ、より一層の充
実を図る。

B

教科書以外の副読本を利用する。ゲ
ストスピーカーを招くなどの視点も
加わるとよい。
電子機器で知る情報の広がりと共に
社会生活の規範たり得る資質も育て
てほしい。

学習指導要領に基づき作成された副読
本「SNS東京ノート」東京都教育委員
会HP）等の資料も活用しながら、ケー
タイやスマホのトラブルについての対
処や適切な行動についての指導を継続
します。
また、各校の実態に応じて総合的な学
習の時間における調べ学習やセーフ
ティ教室等の機会を通じて、ゲスト
ティーチャーを招聘した情報メディア
の扱い方について、指導を継続しま
す。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

3 2 1 3

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

プロから学ぶ「文章講座」において
情報発信を学んだ（３回連続講座。
定員２０名参加者第1回14人、第2
回10人、第3回11人　参加者全て
女性）講座のなかで、たとえば、男
女共同参画の視点からマスメディア
やSNSでの情報を見て、「なぜ不快
か、どこが問題なのか、逆に良かっ
た部分は何か」などを参加者同士
で、感想を話し合った。

B
上記の講座を通じて、参加者にSNSやマ
スメディアの情報の読み方、発信・表現
能力を身に付けていただけた。

市民の要望やニーズを組み入れた
様々な講座等事業を展開したい。

B

参加人数は少ないため、講座の後に
何らかに発信があった方がよかっ
た。
情報過多の社会で判断・読解・表現
力を学ぶ機会を継続してほしい。

参加人数は少ないが、引き続き市民に
対する男女共同参画の視点を持った情
報受発信能力を身につけられるような
機会を提供していきます。

3 2 2 1

秘
書
広
報
課

新型コロナウイルス感染症のため、
令和元年まで行っていた「市報きよ
せ」での市民編集委員による催し物
や市政についての取材記事（「きら
りレポート」）は実施できなかっ
た。表現方法などでは、男女差・男
女の固定的観点が出ないよう配慮し
た。

B

新型コロナウイルス感染症の拡大防止の
ため、取材等は実施できなかった。男女
平等の視点については、配色やイラスト
等で偏りが出ないよう配慮した。

新型コロナウイルス感染症の状況を
見極め、女性の市民編集委員による
取材を実施し、市報に市民による男
女平等の視点を盛り込んでいく。
引き続き男女平等の表現方法に配慮
し、広報等を行っていく。

B

市民編集員を女性に限定する理由が
あるのか。性的マイノリティへの配
慮も必要だと思う。
事業周知のチラシなど男女参画のフ
レーズ・配色を美しく表現してほし
い

市民編集員の構成について、性的マイ
ノリティへの配慮を含め検討していき
ます。
事業の周知方法等、男女共同参画を意
識し言葉や色の選び方を研究していき
ます。

3 2 2 2

秘
書
広
報
課

【結核予防会との協働による広告
ブックカバーの作成】
9月24日～30日の結核予防週間
に、結核予防会との連携により、都
内書店にて広告用ブックカバーの配
布を行った（総額の1／2を結核予防
会が負担）
配布部数：51,000部

B

結核予防会との協働による広告ブックカ
バーでは、結核の予防啓発とそれに関わ
る人権意識・男女平等意識の啓発を図っ
た。

令和２年度は新型コロナウイルス感
染症の影響もあり、シティプロモー
ション事業がほとんど実施できな
かった。今後は感染症状況を見極
め、事業実施の際は男女平等の視点
とともに、市民編集委員による「き
らりレポート」と合わせて展開する
など、男女共同参画の視点を盛り込
んでいく。

B
市内の大学生から参画啓発の立案に
基き市民と協働で推進する。

市内大学生からの参画啓発立案に加
え、市民編集委員、その他市報掲載に
関わる方々と男女平等の視点でシティ
プロモーション事業実施を検討してい
きます。

3 2 2 3

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

プロから学ぶ「文章講座」において
情報発信を学んだ。（３回連続講
座。定員２０名参加者第1回14人、
第2回10人、第3回11人　参加者全
て女性）講座のなかで、たとえば、
男女共同参画の視点からCMを見
て、「なぜ不快か、どこが問題なの
か、逆に良かった部分は何か」など
を参加者同士で、感想を話し合っ
た。

B

上記の講座への参加を通じて、差別につ
ながる表現に気付き、問題を指摘する能
力を養うメディアリテラシーの学習・啓
発につながった。

市民の要望やニーズを組み入れた
様々な講座等事業を展開したい。

C

講座参加の人数は少ないため、メ
ディアリテラ―の推進がどのくらい
できたかは未知数。他の啓発も必要
ではないか。
男女意識調査平成29年に「メディ
アリテラシーを知らない」が５７
パーセント。啓発に力を入れてくだ
さい。

引き続き市民に対する男女共同参画の
視点を持った情報受発信能力を身につ
けられるような機会を提供し、啓発し
ていきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

3 2 2 4

教
育
指
導
課

学習指導要領に基づき、教育課程に
て道徳科等で情報モラルに関する指
導を行っている。
　各学校でインターネットやSNSの
活用方法にルールを設けるなどして
日常的に情報の取扱いについて指導
を行っている。

A

　　学習指導要領に基づき、教科書に即
して適正に行っている。
　情報教育については、主に道徳（情報
モラル）や国語（情報の扱い方）で扱っ
ており、小学校低学年から位置付けられ
ている。教科書では、ネットゲーム、
SNS等のトラブル、人権的な視点等、
様々なテーマが取り上げられている。

学習指導要領に示されている各教科
等の内容と関連させ、より一層の充
実を図る。

B

具体的な事例に触れることで犯罪内
容の分かりやすい解析と法ルール・
社会的見方の基礎的なことを学んで
ほしい。

学習指導要領に基づき、特に道徳科に
おける内容項目「親切、思いやり」
「生命の尊さ」の中で、異性の理解、
人間愛の精神を深めること等について
の指導を継続していきます。

情報モラル教育についても、学習指導
要領に基づき、指導を継続していきま
す。特に、相手を傷つけるような内容
をSNS等に掲載、書き込んでしまった
場合のトラブルやその予防、対処等に
ついての指導を継続していきます。国
語科でも同様に情報の扱い方について
指導を継続していきます。
また、保健体育科における「保健分
野」の指導の中で、性情報への対処と
適切な行動についての指導を継続して
いきます。

今後も、人権教育や犯罪被害防止教育
を踏まえて、「情報の中の暴力」や
「性の商品化」の問題を認識し、被害
者にも加害者にもならないよう気をつ
けることについて指導を継続していき
ます。

3 3 1 1

企
画
課

平和祈念展等実行委員会（１５
名）、２年度：女性９人男性６人、
きよせ市民まつり実行委員会（４８
名）２年度：女性８人男性４０人

A

きよせ市民まつり実行委員会３年度：女
性４人男性２８人
平和祈念展等実行委員会３年度：女性１
０人男性６人

きよせ市民まつり実行委員会のメン
バーについては商店街、各種組合長
等から組織されていることもあり女
性の比率は低い。これまでの開催内
容を変更していくことから実行委員
会についてもメンバーの再編成は必
要と考えている。

C

市民まつりは子供を含めた多様な
人々が参加し、楽しみにしている催
し。委員には女性が極めて少ない
が、多様な人々の視点に立てる多様
な委員の参加が重要。

公共施設再編計画市民検討委員会を
次回設置する際には是非男女平等参
画の視点を入れて委員構成を考えて
頂きたい。

市民まつり実行委員会は商工会から女
性部の参加、社会事業大学からも女性
委員がいる。商店会等から女性委員を
選出していただけるよう検討したいと
思っております。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

3 3 1 1

秘
書
広
報
課

行政相談委員　2名中0名
（総務大臣より委嘱された民間有識
者。）

人権擁護委員　4名中2名
（人権擁護委員法に基づき、法務大
臣より委嘱された民間人。推薦人を
市議会で議決後、法務局で弁護士会
及び人権擁護委員連合会に意見を求
め、法務大臣が委嘱する。）

市民相談担当弁護士5名中０名
（市内及び近郊に在中し、社会貢献
として市民相談にご協力いただける
方に依頼し、相談業務を担っていた
だいている。）

B

専門的な知識を有する有識者・資格所有
者等からの推薦となるため、行政相談員
及び市民相談担当弁護士は男性の比率が
高くなっている。

積極的な女性の登用を心がける。 C

・相談する人には女性も多いと思
う。また男性には話しにくい相談も
あると思う。是非、女性弁護士も選
任してほしい。

・現状も正しく把握されており、女
性を登用しようと努力しようとされ
ているところは評価したい。しかし
ながら、課題は依然残っているた
め、評価はCとした。

女性弁護士の登用を心がけていきま
す。

3 3 1 1

財
政
課

事業名：清瀬市使用料審議会
委員数：10名（男性：4名、女性：
6名）
　　　　　※平成30年度開催時

　第4次長期総合計画の将来像の1つ
「都市格の高いまち」の実現に向け
て、健全な行財政の確立という目標
のもと、受益者負担の考え方等を整
理するために開催しているが、令和
元年度については開催なし。５年に
１度の頻度で開催を予定している。

D 令和２年度は開催していないため。

引き続き、委員会・審議会を開催す
る際は、女性委員が積極的に参加を
できるよう工夫し、半分程度が女性
委員となることを目標として取り組
んでいく。

D

・地域や日常の生活を良く理解して
いる女性委員の活躍を期待してい
る。地域市民の適正な費用負担につ
いても女性の視点はとても大切だと
思う。

・今後の取り組みとしても、正しく
理解していただいてるように思う。
記載されている女性委員が積極的に
参加できるような工夫を他部課と共
有し、人数だけでなく関わりも男女
平等を推進させるような委員会・審
議会運営をお願いしたい。

・開催なしのため、評価はできない
ため、Dとした。

ー

3 3 1 1

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

男女共同参画センター運営委員会
１２名中10名
男女平等推進委員会　１２名中8名
配偶者等からの暴力対策連絡協議会
１２名中７名
苦情処理委員　２名中１名

A

男女平等推進委員会は、「男女いずれか
一方の数が委員総数の１０分の６を超え
ないものとする」と条例に定められてい
るが、一人女性が多い。
このメンバーで実施していくことを第一
回の会議でメンバー了承を得ている。

男女平等推進委員会、および男女共
同参画センター運営委員会は、メン
バー構成が女性に偏っているため、
男性の意見も採り入れることができ
るよう心掛けたい。

A

・育児・介護、職場等における男女
平等を推進する上で、男性の協力・
参加・意識変容等が求められてい
る。ジェンダー不平等の改善は男性
のこのような視点も加えることによ
り推進されるのではないかと思う。

・特に男女共同参画センター運営委
員会は女性が8割を超えているの
で、意見が女性側に偏っていないか
を気を配っていただきたい。次回委
員交代時にはできれば、男女同数に
なるように考慮してほしい。

すべての委員会委員選定にあっては、
常に男女比を意識して実施してきてお
りますが、どちらかに偏った結果と
なってしまったことに、やむを得ない
という意識があったのかもしれませ
ん。今一度、条例並びにプランの意義
を鑑み、実現するよう心掛けていきた
いと思います。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

3 3 1 1

市
史
編
さ
ん
室

清瀬市史編さん委員会
　年3回
　12名中女性2名
　　12名内訳：学識経験者5名、市
内団体代表等3名、公募3名、市理事
者1名
　　学識経験者、公募に女性1名ず
つ

B

時限的な事業の進捗管理を行うという役
割上、市史編さん事業の開始時（平成26
年度）より、委員は基本的に再任として
いる。
学識経験者および市内団体代表等の委員
においては、専門性等を考慮し選任し
た。公募の委員においては3名中1名が女
性の委員となっている。
委員会の下で、調査研究執筆を行なう清
瀬市史編さん専門部会の部会員は、37名
中15名が女性である。

委員会の男女比を揃えることは困難
だが、編さんする『清瀬市史』にお
いては女性の視点も取り込んだもの
となるよう心掛けていく。

C

・女性が14名中2名と少ない。委員
の変更が難しいのであれば、せめ
て、どのように工夫して女性の視点
を取り入れているのかを具体的に記
載いただきたい。
・調査研究執筆専門部会には女性が
比較的多いが、この方々の参画、協
力を推進することは出来ないのか。
清瀬の歴史は女性も作ってきた。

・問題点は理解されており、市史に
女性の視点を取り込もうとしておら
れる姿勢は評価したい。
情報収集や章立てで、考慮いただき
たい。

・課題は依然残っているため、評価
をCとした。

部会長である、女性委員には編さん会
議などで積極的にご発言いただいてお
ります。
また、当地域での女性の暮らしなどを
伝えていくために、民俗調査として聞
き取り等を行っていきます。

近代、現代史の中に女性の視点からみ
た清瀬を取り込んでいく調査過程での
聞き取り調査では、男女の別なく暮ら
しや生活について行なっていきます。

3 3 1 1

郷
土
博
物
館

・清瀬市郷土博物館協議会【年1
回】11/22開催・委員数7名（男5
名/女2名）・当初予算65千円

B
清瀬市郷土博物館協議会については委員
の任期中のため、変更はしていない。
（R1.11.1～R3.10.31）

男女比のこともふまえ、委員の公募
等も視野に入れて選任資格を満たし
た人選を目指していく取り組みを行
えるようにしたい。

B

・次回に備えて、男女平等推進の視
点で候補者、選任、運営をどのよう
にしていくかを検討するなど、非改
選期において準備しておくことも大
切だと思う。

・協議会構成男女比も重要だが、人
選だけでなく、協議内容について、
男女平等の視点を盛り込んでいただ
けるようにお願いしたい。

次回に備えて、非改選期にもどのよう
に選任していくか話し合っていきま
す。

協議内容について、男女平等の視点を
盛り込み、話し合っていきます。

3 3 1 1

総
務
課

・清瀬市情報公開、個人情報保護審
議会 《委員数５名（男３名、女２
名）》
・清瀬市行政不服審査会 《委員数５
名（男４名、女１名）》
・固定資産評価審査委員会 《委員数
３名（男２名、女１名）》

B

委員の選任については、高度な専門知識
を有する者の中から選任する必要があ
り、法律等により定められているなか
で、可能な範囲で女性委員の比率向上に
努めた。

男女共同参画の推進を図るため、今
後も可能な範囲で女性委員の比率向
上に努めていきたい。

C

・固定資産評価審査委員会は昨年男
3名であったが、男2名女1名とな
り、女性が選任されたことは評価出
来る。しかし、まだ行政不服審査会
の男女構成比は少し偏っているよう
に思う。専門性を有する女性の発
掘、女性の視点を取り入れられるよ
うな工夫を期待する。

引き続き、男女共同参画の推進を図る
ため、可能な範囲で女性委員の比率向
上に努めていきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

3 3 1 1

防
災
防
犯
課

１．【防災会議】（施策NO3333再
掲）
　防災会議委員については、女性の
登用を積極的に行っている。令和２
年度は委員２５名のうち、１１名を
委嘱し、前年と比べ女性の比率が増
加した。
２．【生活安全対策協議会】
　委員１０名のうち、女性２名。充
て職が５名。女性の視点も必要なこ
とから、公募市民枠については女性
の登用を積極的に行っている。
３．【特定空家等判定委員会】
　委員９名のうち、女性０名。充て
職が５名。それ以外の委員について
は専門知識を有する者を選任する必
要があり、可能な範囲で女性委員の
比率向上に努めたい。
４．【国民保護協議会】【災害医療
救護協議会】
　全メンバーが充て職のため、推進
は難しい。

C

女性委員の比率向上に取り組んでいる
が、会議自体が実施できていないため。
１．防災会議
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大
防止のため、予定していた会議は中止。

２．生活安全対策協議会
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大
防止のため、書面開催により報告のみの
実施。

３．特定空家等判定委員会
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大
防止のため、開催を中止した。女性委員
の比率向上に取り組んでいるが、会議自
体が実施できていないため。

充て職が多いが、今後も可能な限り
女性委員の比率向上に努めていく。

C

・防災会議に女性が増えたことは評
価でる。しかし、特定空室等判定委
員会に女性がゼロなのは改善の余地
があると思う。

・専門知識を有するものに女性がそ
もそも少ない場合で、女性委員を増
やすことが難しい場合、委員以外の
女性から情報を得られるような仕組
みはできないか。

充て職が多いが、今後も可能な限り女
性委員の比率向上に努めていきます。

委員の方に、委員会の際に女性の視点
を確認してもらうなど、情報を得られ
るよう呼び掛けていきます。

3 3 1 1

産
業
振
興
課

〇清瀬市農業委員会委員　14名中女
性１名　任期満了　令和5年7月19
日
　推薦者（3名以上）からの推薦12
名　・団体推薦1名　・公募　女性1
名
【活動】農業委員会総会　１３回
１４名　農地利用状況調査　２回１
４名
農業者への情報提供（６回　１４
名）
〇消費生活センター運営委員　　12
名中女性７名　　任期満了　令和4
年3月末まで
・学識経験者（女性1名）　・セン
ター登録団体関係者　3名（女性3
名）
・公募による市民　3人（女性2名）
・その他市長が認めた者　2名（女
性１名）
・市職員　3名
【活動】11/19開催・運営委員会
10名（女性6名）

B

農業委員会等に関する法律では、努力目
標として女性及び若年委員１名以上とし
ている。農業委員は総会や農地利用状況
調査や農業者への情報提供など男女を分
け隔てることなく行っている。
消費生活センターの事業計画等の運営に
ついて、意見や要望を聞いたうえで、消
費生活講座等の事業等に反映し実施して
いる。市内の登録団体関係者は各団体と
も女性の参加が多いので女性の割合が多
くなっている。

農業委員の女性の登用が多くなるよ
う、農業委員会やＪＡなどに働きか
けていく。
消費生活センター運営委員はの男女
比率は今までも女性の委員の割合が
多く、バランスの良い構成を心掛け
て取り組みをしていく。

B

・農業従事者には女性も多く、また
農産物の消費者（買い物客）には女
性が多い等から、農業行政にも女性
の視点が重要になってくるのではな
いか。女性の登用の促進を期待す
る。

・また、農業委員会の14名中女性
が1名だと意見も出にくいかと思
う。法律で1名以上ということだ
が、是非女性を2名以上公募してい
ただきたい。
女性も意見を発言しやすい環境で、
視野も広がり委員会自体も良い取り
組みができるのではと期待する。

来年の農業委員改選に向け、女性委員
登用に向けたPRを農業簿記参加者や
JA、現農業委員などに周知を行いま
す。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

3 3 1 1

福
祉
総
務
課

地域福祉推進協議会　女性委員：
8/12人　回数：1回　女性参加数：
延べ7/12人

A

会議の委員総数12人に対し、女性委員数
8人と全委員の67％が女性委員。
清瀬市の男女成人比（令和3年度末）が
52.3％より、十分な取り組みが出来た。

専門職種の団体等からの推薦や市民
公募により委員を構成しているが、
今後も市民公募の半数は女性委員と
するなど、男女共同参画の推進に努
める。

A

・福祉領域での女性の登用は進んい
ると思う。ケアメンが3割程度いる
なかで、男女構成比も適切ではない
かと思う。ケアメンは孤立してい
る。

・協議会の男女構成比に関して考
慮・され、努力されている。

協議会内で、ケアメンやヤングケア
ラーの課題を取り上げるなどし、孤立
のない社会の実現に向けた地域福祉の
推進に努めます。
今後も、協議会の男女構成比を考慮
し、男女共同参画の推進に努めます。

3 3 1 1

子
育
て
支
援
課

子ども・子育て会議委員１２名中９
名
清瀬市立保育園利用者の意見・要
望・苦情等に係る第三者委員８名中
７名

A

子ども・子育て会議委員は清瀬市子ど
も・子育て会議設置条例に基づき、子ど
も・子育て支援に関して学識経験のある
者、子ども・子育て支援に関する事業に
従事する者及び一般公募による市民から
市長が任命することになっており、女性
の登用はできている。
また、清瀬市立保育園利用者の意見・要
望・苦情等に係る第三者委員は、社会福
祉法（昭和26年法律第45号）第85条の
規定に基づき、清瀬市立保育園が提供す
る保育サービスに対する保育園利用者の
意見、要望及び苦情等を円滑かつ円満に
相談解決することを目的に設置している
もので、清瀬市民生・児童委員協議会か
ら推薦を受けており、女性の登用はでき
ている。

メンバー構成が女性に偏っているた
め、男性の意見も採り入れることが
できるよう心掛けたい。

B

・女性が多くかかわっていることか
ら、女性の委員が多くなるのはわか
るが、男性の育児へ参加も増えてき
ていること、及び増えて欲しい期待
も含め、もう少し男性の視点（委
員）も入れると良いのではないかと
思う。

・特に第三者委員の方が、女性が8
割を超えているので、推薦をする民
生委員・児童委員協議会にも男女平
等の視点を入れる意向をご説明いた
だき男性も推薦していただけるよう
に働きかけてほしい。

近年、男性の育児休業の取得及び育児
参加が増加してきていることを踏ま
え、子ども・子育て会議委員の男性の
登用を検討していきたいと思っており
ます。
また、第三者委員においても同様の理
由から清瀬市民生・児童委員協議会と
連携を取りながら男性の登用を検討し
ていきます。

3 3 1 1

障
害
福
祉
課

障害福祉課が所管する4委員会に
て、委員に適任と思われる方を登用
している。その中で、清瀬市地域自
立支援協議会14人中4人、清瀬市子
どもの発達支援・交流センター運営
協議会9人中2人、清瀬市障害者福祉
センター運営委員会10人中5人、清
瀬市障害支援区分認定審査会10人中
6人が女性である。
　なお、身体・知的障害者相談員に
関しては、2人とも女性を登用して
いる。

B
積極的に女性に登用に努めているところ
であるが、4委員会中2つにおいて女性割
合が低水準に留まっている。

委員会の趣旨や求められる専門性を
鑑みながら、委員改選の時期に合わ
せて委員に適任と思われる委員を登
用していく。

C

・障害福祉領域においても女性の活
躍は著しいものがあるが、その割に
女性の登用が少ないように思う。子
ども発達支援・交流センター運営協
議会では男性委員が多い中、昨年に
比べ更に女性委員が1名減ってい
る。
・身体・知的障害者相談員の方は女
性だけだが、男性の視点も必要では
ないか。

・委員会の趣旨や専門性にかかわら
ず、どちらにかたよることなく男女
共同参画の視点が高まるように望む

委員会の男女比については、人事異動
等により、委員を辞退された場合の補
充や改選時の委嘱の際に、委員会に求
めれれる専門性を鑑みながら、委員に
適任と思われる委員を登用した結果と
して、現在の委員構成となっておりま
す。
身体・知的障害者相談員については、
現状の相談員は女性のみですが、男性
としての視点が必要になった場合は、
市の障害福祉課の男性職員等に引き継
ぐ体制が整っています。
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3 3 1 1

健
康
推
進
課

健康センター運営協議会　委員　10
名中４名

B

委員は、医師会、歯科医師会、薬剤師会
等市内各種団体及び保健所、校長会から
推薦を受けた者及び副市長で構成。
推薦にあたって、性別の指定を行ってい
ない為、委員構成における女性の割合
は、各団体の推薦結果による。

現状維持 B

・比較的バランスがとれているよう
に思う。
・課題の「政策・方針決定過程への
男女共同参画の推進」、施策「市政
への男女共同参画の推進」などを各
団体に伝え、推薦時に少しでも意識
して頂くことも今後必要だと思う。
・また、正式な推薦を取りまとめる
前に、あらかじめ推薦される候補者
の男女別構成比を確認し、偏ってい
るようであれば変更いただくなど調
整できないのか。

被推薦者は、各組織の中から任意に選
出するのではなく、特定の職位の方が
選出されている。
各組織の人事は健康推進課が関与する
内容ではないので、健康センター運営
協議会の男女構成比を健康推進課で調
整するのは困難であるが、各団体には
「市政への男女共同参画の推進」をご
理解いただくよう努めていきます。

3 3 1 1

都
市
計
画
課

清瀬市都市計画審議会　13人中女性
３人
会議を３回開催し、都市計画緑地や
生産緑地地区等の変更について市長
の諮問を受けて答申を行った。

第１回　出席者　９名（欠席者５
名）
第２回　出席者　１１名（欠席者２
名）
第３回　出席者　８名（欠席者５
名）

清瀬市財産審議会　６人中女性０人
会議を２回開催して市有地売却等の
諮問を受けて答申を行った。

第１回　出席者　６名（欠席者０
名）
第２回　出席者　６名（欠席者０
名））

B

都市計画審議会については、委員の改選
の際、女性委員の人数を維持できるよう
委員の選任に努めた。
財産審議会については任期中のため、委
員の変更はしていない。（R元．１０．１
～R３．９．３０）

男女の比率についてのバランスを考
慮しつつ、委員の専門性を重視して
選任を行う。

C

・女性の参画人数が少ないと思う
（特に財産審議会は0人）。地域と
の繋がりが多く、日常生活における
情報や課題を良く知っている女性の
視点は大切だと思う。
・財産審議会委員の専門性で女性の
登用が難しいのであれば、委員以外
で女性の意見を救い上げられるよう
な仕組みを作れないか。

・課題は依然残るので評価はCとし
た。

都市計画審議会、財産審議会共に委員
改選時には、女性委員を選任できるよ
うに努めます。

3 3 1 1

教
育
総
務
課

教育委員会の意思決定に携わる教育
委員について、昨年度に続き外部委
員４名のうち男性２名女性２名と
なっており、男女構成比率は前回と
同様に半分である。

B

教育委員会は市の教育行政を自らの責任
と権限において、管理し執行する執行機
関である。教育委員は、教育長とともに
清瀬の教育の方針を決めていく最高意思
決定機関としての構成員であることか
ら、その教育委員の構成比が男女均等に
なっていることにより、男女両方からの
視点による教育行政が実施できると考え
る。

委員の人選に際して性別を最優先に
している訳ではないが、教育行政を
進めていく上では男女両方の視点は
重要である。今後も、委員の改選が
ある場合においては、性別に著しく
偏りが出ないよう、配慮していく。

B

・「男女均等になっていることによ
り、男女両方からの視点による教育
行政が実施できる…」とあり本プラ
ンの趣旨をよくご理解頂いていると
思う。

委員の人選に際して性別を最優先にし
ているわけではないですが、教育行政
を進めていく上では男女両方の視点は
重要であると認識しています。今後
も、委員の改選がある場合において
は、性別に著しく偏りが出ないよう配
慮していきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

3 3 1 1

生
涯
学
習
ス
ポ
ー

ツ
課

①スポーツ推進委員会　男性：7名
女性6名　計13名
②清瀬市社会教育委員の会議　男
性：3名　女性：4名　計7名
③放課後子ども教室運営委員会　男
性：3名　女性：7名　計10名
④青少年委員　男性：2名　女性：6
名　計8名

A

①②両会議体とも適切な男女比率となっ
ていることで、様々な目線からの意見を
取り入れることが出来、バランスの良い
議論を行うことが出来ている。
③④委員会の中で性別による定数は設け
ていないが、子どもに関わる委員会とい
うことで積極的に女性に参画いただいて
いる。

①②引き続き、適切な男女比率にな
ることを目指し、男性と女性の意見
をバランスよくとり入れることが出
来るよう心掛けたい。
③④引き続き、女性の参画を図りつ
つ、男性も意見も採り入れていける
よう配慮していきたい。

A

・①②ともバランスよく男女共同参
画が図れていると思う。
・また、③④については、女性委員
が多いながらも、男性の意見を取り
入れようとされ、配慮されている点
を評価したい。

引き続き、適切な男女比率の確保に努
めていきます。

3 3 1 1

図
書
館

清瀬市立図書館協議会委員の委員構
成は６名のうち２名が女性。任期は
令和2年度から２年間。会議回数は
年１回開催（臨時開催を２回実
施）。

B
視察研修は昭島市の市民図書館で実施し
た。委員報酬は予算化している（会議1回
分）。

　図書館協議会委員の男女比率を考
慮し、女性委員は委員定数の3割以上
になるよう積極的に選任に努める。
児童文庫関係者や育児などの専門的
な知識や経験者から選任を行う。

C

・3割以上になるよう、とあるが、
なぜ半数を目指さないのか？
委員選任に当たっては、図書館利用
者や清瀬市人口の男女比も考慮すべ
きだと思う。
・また、今後委員選任に関しては児
童文庫や育児関係者に偏ることな
く、高齢者、マイノリティなど広い
視点で考慮頂きたい。

清瀬市立図書館協議会委員の女性委員
は委員定数の半数になるよう専任に務
めます。また、自動文庫や育児関係者
だけではなく、様々な分野の方から専
任を行います。

3 3 1 1

選
管
事
務
局

清瀬市選挙管理委員会の構成は委員
４名（男性３名／女性１名）と補充
員４名（男性２名／女性２名）で、
任期は令和２年１２月２６日から４
年間。
清瀬市明るい選挙推進委員の構成は
１５名（男性３名、女性１２名）と
話しあい指導員（男性１名）で、任
期は令和２年４月１日から２年間。
委員会は毎月１回開催。委員報酬
（月額）、選挙推進啓発活動謝礼及
び選挙投票立会人報酬（補充員、話
しあい指導員、推進委員）は予算化
している。

B

令和２年１２月２６日に選挙管理委員の
改選があり、補充員のうち２名は女性が
選任され男女が同比率となった。また、
令和２年４月１日に推進委員に新たに男
性１名が委嘱された。

清瀬市明るい選挙推進委員は男性が
少ないため、今後は増えることが望
ましい。

B

・明るい選挙推進委員も男女のみな
らず幅広い年齢層など、多様な方々
の参加があると良いと思う。
・なお、委員以外の補充員・相談員
等によって男女比が1:1に近づいて
いる。男女比だけを考えての登用で
はないと思うが、男女平等推進の視
点からもより幅広い視点が入ること
が期待できるため喜ばしい。

各委員の年齢層については、活動時期
が平日の日中にあたることもあり現役
世代の対象者を見つけるのが非常に難
しい。若い世代の期日前投票所立会人
の募集も行っているので、少しずつで
も選挙への関心を高めていく活動を継
続していきたいと思っています。
委員の男女比については、ご意見のと
おり男女比だけでの登用ではないが、
選任時の一要素として考慮していきま
す。

3 3 1 1

監
査
委
員
事
務
局

監査委員　２名（男性１名、女性１
名）
※監査委員は議会の同意を得て選任
される（地方自治法第196条第1
項）

B ― ― B ― ー
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

3 3 1 2

企
画
課

これまで、まちづくり委員会が法
律、条令、要綱、規則に定めがある
委員会・審議会等の附属機関の状況
調査を行い、委員内における女性
数、公募委員における女性数及び委
員長の性別を把握していたが、令和
元年度から、まちづくり委員会は課
題を洗い出し今後の運営について検
討しているため実施していない。

C
今後の運営について検討しており実施し
ていないため。

令和３年度よりまちづくり委員会も
再開予定であり引き続き調査を実施
する予定である。

C

・課題の洗い出し、今後の運営につ
いての検討が終わり実行されるまで
は、今まで行っていた調査は続ける
べきではないでしょうか。実態把握
が途切れないよう運営すべきだと思
う。

まちづくり委員により、調査内容等を
検討し、審議会等の女性参画の状況を
把握します。

3 3 1 3

都
市
計
画
課

※まち歩き及びワークショップにつ
いては、都市計画マスタープランの
改定作業完了に伴い、終了した。

― ― ― ― ― ー

3 3 2 1

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

地方創生推進交付金事業の一環とし
て清瀬ソーシャルネットワークラボ
講座【ファシリテーション研修、子
どもの居場所づくりシリーズ】（9
月から1月開催、のべ109名参加
男女別不明）を開催して社会活動に
ついて見識を深めた。

B
市民活動への男女共同参画推進の役割を
果たせた。

出前講座の実施他、広く市民活動に
連携して事業等に関して男女共同参
画の視点を考えて行きたい。

B

・社会活動への見識を深めたファシ
リテーション、子供の居場所づくり
から、男女共同参画推進の役割を果
たしたという理由付けには少々論理
的に飛躍がある。それぞれの活動の
中で、男女共同参画の視点を入れて
頂き、それが市民に根付くような活
動に結び付けていってほしい。

・講座については、ソーシャルネッ
トワークラボの事業目的にかなって
いると思う。社会活動についての見
識を深めるだけでなく、事業目的で
ある女性のエンパワメントをはか
り、市民活動における政策・方針決
定過程での活躍・参画に結び付くと
ころまでを意識してほしい。

センターの企画を押し付けるというよ
り、地域の中にある市民活動について
知り、その中での普及について考えて
いきます。

3 3 2 2

企
画
課

地域活動を支援している中間支援組
織であるきよせボランティア・市民
活動センターにおいて「きよせボラ
ンティア・市民活動センター運営委
員会」を設置している。知識経験者
やＮＰＯボランティア団体、福祉施
設関係者など様々な立場の方で構成
されており（女性４男性７）福祉的
な立場や市民活動の経験を活かし、
男女参加の視点も含め多種多様な
方々が市民活動等に参加できるよう
事業の取り組みや課題認識を参考に
審議している。

B

知識経験者やＮＰＯボランティア団体関
係者など様々な立場の方で構成され、市
民活動の継続のため事業の取り組みと課
題を共有し地域活動の推進に取り組んで
いる。

引き続き、運営委員会において有効
的な施設運営を検討し推進してい
く。

B

・福祉や市民活動の現場では女性の
参加・活躍が著しい中で、男女構成
比は男性に偏っているように思う。

・課題を共有する中で、男女共同参
画や人権についての配慮を盛り込
み、地域活動の推進をしてほしい。

きよせボランティア・市民活動セン
ター運営委員会の男女比は男性6人、
女性5人とほぼ同数となりました。
地域活動をする方の男女参画について
も運営委員会で確認し、必要があれば
検討します。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

3 3 3 1

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

「清瀬みんなの防災ネット」
平成29年度に実施した、沿線3市男
女共同参画連携事業の防災連続講座
卒業生による、情報交換、地域活動
報告の場として、平成30年3月から
毎月1回防災学習会を開催。東京都
主催の「防災学習セミナー」への参
加や、防災出前講座の開催、帰宅困
難者体験会などを実施。
避難所運営協議会委員、民生委員、
ＰＴＡなど、地域で防災に関わる人
たちと連携し、男女共同参画の視点
での防災を目指している。

「オンライン防災講座」
「みんなで考える、誰もが安心な備
え」～防災を極めて、人にも環境に
も優しい社会を～」（3月14日開
催、定員30名、19名参加）の講座
を実施。講師はアウトドア防災ガイ
ドのあんどうりす氏。

B

女性や多様な視点での防災を実践するに
は、実際に地域防災に携わっている市民
にそれを理解してもらうことが必要不可
欠であるが、『防災』に関心がある人は
多くても、『女性の視点』の大切さはま
だ十分に浸透していない。
避難所運営協議会など、地域防災を担う
団体に男女の視点の必要性を発信するた
め、「清瀬みんなの防災ネット」と横の
つながりを強化するための検討を重ねる
ことができた。

市内の各避難所運営協議会が横につ
ながることができるよう、清瀬みん
なの防災ネット、防災防犯課と連携
し、市民グループ同士の顔の見える
関係作りをサポートしていく。
引き続き、学習会や防災講座を実施
し、女性や障害者など、いろいろな
立場の人が意思決定の場に参加でき
るよう、有事にだれもが対等な立場
で話し合える環境作りを推奨してい
く。

B

・オンライン防災講座では、女性の
防災にも強い方を講師に招いており
考慮されているのがわかる。災害時
は特に弱者への考慮が必要と思われ
るため、女性に限らず社会的弱者へ
のサポート構築をして欲しい。横の
連携作りをされているのは評価でき
る。
・講座等の女性参加が多く関心が高
いにもかかわらず、防災における女
性の視点が浸透していないギャップ
を埋める展開に今後も期待する。

防災対策に女性の視点が浸透していく
ように引き続き啓発を推進していきま
す。

3 3 3 2

防
災
防
犯
課

【避難所運営での女性参画】
　令和２年度の水防訓練、防災訓練
において、避難所運営訓練の際に積
極的な女性の避難所運営への参画を
促すため、各居住組の組長または副
組長のうち、少なくともどちらかを
女性に引き受けてもらう等女性の意
見を吸い上げやすい状況を作り、実
施する計画をしていたが、新型コロ
ナウイルス感染症の感染拡大防止の
観点から、いずれの訓練も中止と
なった。

C
新型コロナウイルス感染症の感染拡大に
伴い、行事や会議等を中止したため。

新型コロナウイルス感染症の感染拡
大状況を勘案しつつ、上記取り組み
を引き続き実施していく。

C

・組長、副組長のどちらかを女性に
引き受けてもらうなど、意思決定時
の女性参画を推進したことは評価で
きる。
・コロナ禍での行事・会議中止は理
解できるが、災害はコロナ禍を考慮
するわけではないので、なんらかの
代替手段をとれるように工夫をして
欲しい。
・また今後、計画、マニュアル・手
順書などで見える化、明確化するこ
とも大切だと思う。

コロナ禍の社会混乱が初めての体験で
あり、なかなか代替手段を取れずにい
たが、今後は災害対応に向けて代替手
段を実施検討します。

計画やマニュアル等にも女性の参画に
ついて見える化していきます。

3 3 3 3

防
災
防
犯
課

【避難所運営協議会】
　令和２年度清瀬市総合水防訓練お
よび令和２年度清瀬市総合防災訓練
を計画し、会場となる学校の避難所
運営協議会の中で女性メンバーにも
多く参加を呼び掛けて準備を進める
予定であったが、新型コロナウイル
ス感染症の感染拡大防止の観点か
ら、中止となった。

【防災会議】
　防災会議委員については、女性の
登用を積極的に行っている。令和２
年度は委員２５名のうち、１１名を
委嘱し、前年と比べ女性の比率が増
加した。しかしながら、新型コロナ
ウイルス感染症の感染拡大防止のた
め、予定していた会議は中止となっ
た。

C
新型コロナウイルス感染症の感染拡大に
伴い、行事や会議等を中止したため。

新型コロナウイルス感染症の感染拡
大状況を勘案しつつ、上記取り組み
を引き続き実施していく。

C

・防災会議における女性の登用の推
進（8⇒11名へ増加）については評
価できる。
・総合防災訓練が実施できなかった
のは残念だが、仕方ないと思われ
る。避難所運営協議会の女性登用に
ついての記載がないが、こちらも極
的に登用し半数を目指していただき
たい。今後も、防災会議、避難所運
営協議会における女性リーダーの育
成に期待したい。

各避難所運営協議会に、女性が半数と
はいかないが増えてきているため、更
なる女性の増員に向けて引き続き声掛
けを実施していきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

3 3 3 3

教
育
総
務
課

実施なし。 D

新型コロナウイルス感染症の流行に伴
い、スクールガードリーダーによるス
クールガード養成講習会の実施ができな
かった。

令和２年度に、地域とのコーディ
ネート機能を包括する学校支援本部
の全校立上げ完了に伴い、市はその
役割を終えたと考える。

D 実施なしのため評価できない。 ー

3 3 3 4

福
祉
総
務
課

避難行動要支援者、要配慮者等、災
害時にぜい弱な立場の人々への支援
を進める為、個別避難計画策定を推
進するための災害時の安否確認を含
む支援の充実に向けた検討を庁内で
実施した。
避難行動要支援者の多くは介護や障
害の認定があるため、ケアマネ
ジャーや障害の計画支援員に依頼
し、個別避難計画策定への協力を促
した。

B

避難行動要支援者の災害時の安否確認を
含む支援の充実に向けた取り組みを実施
し、避難行動要支援者の現状と支援の必
要性についてより詳細に把握することに
努めた。
また、全国的に水害が増えていることか
ら、浸水地域の自主防災組織と連携し、
発災時の避難行動要支援者への安否確認
方法の充実に努めた。

現在の登録者に対し２～４年周期で
更新を促し、登録情報から災害時に
一人での避難が困難な方への個別避
難計画策定を進める。
市内全域の自主防災組織に依頼し、
協定の締結を目指す。
新規事業として、市内ケアマネ事業
所に個別支援計画の作成を依頼する
(100件)

C

・よりリスクの高い対象者に絞って
情報更新を行ったこと、簡便な様式
にして個別支援計画作成を推進した
こと、また男女平等の視点を意識し
ていることは評価できる。
・自主防災組織、市内のケアマネ事
業所等との相互協力関係を構築し、
よりきめ細やかな男女平等の視点を
含む社会的弱者へのサポートを実施
されている。
・今後は登録者の増加、及び協力者
の充実に期待したい。

引き続き男女平等の視点を意識し、リ
スクの高い対象者に対し、制度への登
録・別避難計画策定の勧奨を行いま
す。
今後も登録者の増加を目的とする連携
強化のため、市内のケアマネ事業所に
電話、訪問をし個別避難計画作成の依
頼をしていきます。

3 3 4 1

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

Ms.スクエア97号では、「スフィア
基準からのアピール」や「世界の女
性リーダーたちの活躍」などコロナ
禍における世界的な動向を紹介し
た。国や東京都から送付のあった資
料や新聞報道等の配架、展示を行い
情報提供や啓発に努めている。

A

近隣自治体は同時期に休刊となる市があ
るなか、Ms.スクエア編集委員のご協力に
より97号（令和2年10月1日号）を発行
し、市民にいち早く必要な情報を届ける
ことができたため。

コロナ禍でジェンダー平等の後進が
危惧されている状況である。今後も
必要と思われる情報は届くように啓
発、情報提供を継続する。

A

・コロナ禍で重視すべきスフィア基
準3項目などをいち早く情報発信し
たことは評価できるが、解説がな
かったのが残念。
・情報提供の仕方も考慮する必要が
あるかもしれない。情報へのアクセ
スのしやすさを考え、より多くの人
に提供できる場所、方法を考慮して
いただきたい。
・コロナ禍でジェンダー平等が脅か
されているなか、今後も情報発信の
強化を期待している。

情報発信の方法については、従来のMs.
スクエアや展示だけでなく、SNSの活
用も考えます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

3 3 4 2

市
民
課

月次処理の際に、男女別・年齢別・
町庁別の外国人人口・国籍別を出力
している。

B

毎月正確なデータを作成し、各部署が行
う事業の基礎資料とした。また、ホーム
ページにも公開をしているため、多面的
なデータの活用が見込まれる。

引き続き正確なデータ作成を行い、
その把握に努める。

B

・地道に実態把握及びデーター作成
をされていることは評価できる。今
後、データ活用の実態把握及び活用
者のニーズ調査等も行うなど活用推
進についても考慮頂けると良いと思
う。
・男女平等推進から離れるかもしれ
ないが、社会的弱者のサポートとい
う意味で、実態把握の中に、外国籍
住民のみの世帯、およびその数を把
握してはどうか。サポートへのニー
ズが把握できるかもしれない。

引き続き、正確なデータ作成を行い、
基礎資料として提供出来るように努め
て行きます。

4 1 1 1

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

一昨年度より地方創生推進交付金を
得て、「「子育てしやすいまち清
瀬」で女性が輝く働く場活性化事
業」を行っている。女性起業活性
化、社会課題解決型社会起業の支援
強化、女性の多様な働き方の支援を
三本の柱に男女共同参画を推進す
る。

A
三年間の活動である程度の成果を見るこ
とが出来た。継続発展できるように支援
して行く。

三年間という交付金のスパンである
程度の結実を見れるように、また、
次の事業につながるように考えなが
ら推進を行いたい。

A

事業の内容を認識し、積極的な活動
は行っている。ぜひとも、次の事業
につながるよう心掛けてほしい。た
だ、起業や働き方の支援に偏重して
いる。コロナ禍にあり、DV被害の
把握、救済等根源的な人権、生存権
のケアも高度な連携を実施してほし
い。

今後も国・都の制度について要望を継
続するとともに、対象となる事業につ
いては積極的に活用していきます。

4 1 2 1

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

「配偶者等からの暴力対策連絡協議
会」を年2回開催。警察、児童相談
所、医師会と庁内所管課との連携を
図った。
「男女共同参画センター運営委員
会」に於いては企画部長、子ども家
庭部長の参加を得て情報提供等行っ
ている。

A
関係所管と連携しながら事業推進ができ
た。

男女平等推進プランについては、令
和５年度に中間見直しを行う。各会
議体との連携、第三者評価を継続し
ていくことで推進体制の強化及び充
実につなげたい。

B

全庁的な情報共有と各部会等との連
携を密にし、事業推進を行ってほし
い。推進本部での会議の議事録を推
進委員会に公開し、推進本部におけ
る推進意識の進捗を委員会で確認し
共有したい。さらに男女共同参画セ
ンターは、情報提供に留まらない
DVの防止、救済、市民土壌の構築
へ向けての提案、体制作りへも尽力
されたい。

引き続き、全庁的な情報共有と各部会
等との連携を密にし、事業推進を行
なっていきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

4 1 2 2

男
女
共
同
参
画
セ
ン

タ
ー

講座のアンケート等を男女及びその
他という区分で実施した。

B
性的マイノリティ等に配慮しつつジェン
ダー統計を続ける。

調査実施時は男女の統計の必要性を
説明して他課にも実施していただく
よう働きかける。

B

アンケートを実施する場合は、アン
ケートの性別区分の意味やジェン
ダー平等、マイノリティへの配慮に
ついて機会あるごとに情報提供し、
市民により理解が得られるように工
夫してください。

アンケートを実施する際のジェンダー
別統計（女性・男性・そのほか）の必
要性について、他課にも情報提供を
行っていきたい。

4 1 2 2

図
書
館

図書館資料の女性向け雑誌の比率を
利用頻度を参考に購入検討してい
る。雑誌１５１タイトル中35タイト
ルが女性向け雑誌。比率は23％。

B
図書館所蔵の雑誌タイトルの中で、女性
の利用頻度を考慮しその中でも人気の雑
誌を購入し利用者に提供している。

　図書館所蔵の資料の中で、気軽に
最新の情報を得られることから雑誌
の人気は非常に高い。今後も雑誌に
ついては、男女の利用頻度を考慮し
たうえで収集に努めていく。

B

図書の中に、男女平等推進について
の雑誌、資料等を増やし、より市民
に身近なものとして推薦していただ
きたい。

図書館所蔵資料の中でも雑誌の人気は
非常に高く、今後も男女の利用頻度を
考慮した上で収集に努めていきます。

4 1 2 2

都
市
計
画
課

※市民アンケート調査については、
都市計画マスタープランの改定作業
完了に伴い、終了した。

― ― ― ―

日本は女性活躍比率が低くさらなる
活躍が法的にも求められているが、
社会の意識は低く、改善が進まな
い。単なる一般ニーズの把握に留ま
らず、住民意識が女性学、ジェン
ダー平等、性的マイノリティ差別の
理解や解消が進む書籍を求めるよう
な書籍購入、提示を行いそのような
意識を探るアンケートも実施してく
ださるとよい。

ー

4 1 2 2

総
務
課

特になし C

各官公庁、民間団体から提供された資
料、各種統計調査報告書及び庁内各課が
まとめた資料を収録した統計書を作成し
ている。

今後も統計書を作成し、広く情報提
供していく。

C

男女平等推進にかかわる貴重な資料
を見つけ、情報共有し、男女平等に
ついての理解を深めていただきた
い。

統計書作成の際には、指摘のあった男
女平等推進に係る視点も踏まえ、取り
組んでいきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

4 1 2 2

郷
土
博
物
館

該当事業なし C

博物館事業については、実施する事務が
全て法令を根拠としたものに限られてお
り、博物館独自の判断で、男女平等推進
プランが掲げる施策を進めることができ
ず、該当となる事業がないため。

博物館法等の関係法令を遵守し、事
業を実施しているため男女平等推進
プランが掲げる施策等を博物館独自
の判断で実施することが困難である
が、企画や展示等に男女平等や共同
参画のエッセンスを含められないか
検討していきたい。

C

多くの市民が訪れるので、ぜひとも
企画や展示等に男女平等や共同企画
のエッセンスを含められないか検討
し、実現していただきたい。アン
ケートに「どのような展示を求める
か」を質問し、「女性あるいは男性
の文化に特化した展示」のような解
答項目を出すとニーズが掘り起せる
のではないか。

次回に備えて、非改選期にもどのよう
に選任していくか話し合っていきま
す。

協議内容について、男女平等の視点を
盛り込み、話し合っていきます。

4 1 2 2

介
護
保
険
課

介護予防事業の参加者数について、
男女別統計を実施

B
介護予防事業は女性の参加が多い為、男
性の参加を促してはいるもののなかなか
増えない状況である。

今後も男女別統計の実施を継続し、
男女別による活動への参加の差異な
どを事業企画・運営に活用する。

B

一般的に介護事業につては,まだまだ
男性の理解が得られないのが実情で
ある。統計等を工夫し、参加が多く
なるよう推進してほしい。参加者ア
ンケートにどうすれば参加できるか
聞くのも一案。

一般介護予防事業は男性の参加が少な
いことが多い。一方、男性の参加が半
分程度いる場所もあるので、それらを
分析し、男性の参加が増えるよう取り
組みたいと思っています。

4 1 2 3

職
員
課

東京都市町村職員研修所主催の「男
女共同参画研修（1回　1人）」及び
庁内研修にて新任職員を対象に「男
女共同参画研修（1回　21人）」を
実施し、男女平等意識の理解徹底に
努めている。

B
男女共同に対する理解は浸透していると
考えている。

今後も継続して、男女平等意識徹底
のための研修等を実施していく。

B

男女平等については、多くの情報が
溢れているが、継続して研修会、相
談会を実施し、個人個人の意識が高
まるよう対応していただきたい。市
の幹部の方々もしっかり研修等を受
けていただき、男女平等、参画を考
える意識や社会状況の把握に遅れが
ないか常に検証、リニューアルし、
庁内意識、市民意識をリードされた
い。

引き続き対応していきたい。また、庁
内研修については、全職員を対象と
し、適宜内容の検証・リニューアルを
行っていきます。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

4 1 3 1

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

令和元年度の進捗状況調査を行い、
男女平等推進委員会に報告し第三者
評価を受けた。結果については、男
女平等推進本部へ庁議で報告した。

C
調査の回答が不明慮であると男女平等推
進委員から指摘があった。一部の課にプ
ランへの理解不足がみられた。

次回の調査の際には、第三者評価を
事業内容に反映するよう、依頼をし
ていく。

C

評価を受けて,庁議のなかでどのよう
な意見があり、どのように対応した
か、重要である。男女平等共同参画
を牽引する部署として、各部署の対
応について検証し、意思統一を図っ
ていただきたい。具体策に踏み込
み、ともに歩む意識で要請された
い。

男女平等推進委員会の評価を受けて男
女平等推進プランを反映ししていただ
けた課もあります。たとえば、総務課
では総合評価方式又は企画競争（プロ
ポーザル）による公共調達の際に、”
えるぼし””くるみん”等の認定企業
へ加点評価を行う、という対応を取っ
ていただけた。意思統一を図るよう、
男女平等推進プラン進捗状況調査の説
明会も実施していきます。

4 1 3 2

男
女
共
同
参
画

セ
ン
タ
ー

令和元年度の進捗状況調査を行っ
た。男女平等推進委員が事業ごとに
評価をし、各課の回答内容に対する
コメントを作成いただいた。

A

事業ごとに評価とコメントをつけるのは
初めての試みである。事業毎のA～D評価
となっているため、各課の責任がより明
らかになった。

男女平等推進本部に第三者評価結果
を報告し、各担当者が評価内容を確
認し事業内容に反映するように依頼
をしていく。

B

男女平等共同参画を牽引する部署と
して、進捗状況を把握、事業内容に
差異がないかどうか確認し積極的に
対応していただきたい。清瀬市の男
女平等推進に具体的な影響が出るよ
うに確認、要請をすることが重要。

進捗状況については、調査を通じてプ
ランが担当課にて実施されているかを
確認しています。

4 1 3 3

男
女
共
同
参
画

セ
ン
タ
ー

令和元年度の進捗状況調査を行い、
男女平等推進委員会に報告し第三者
評価を受けた。今回は、事業ごとの
評価（A～Dの４段階）とコメントを
作成いただいた。

B
事業毎に評価とコメントをつけるのは初
めての試みである。

職員課等と連携し男女共同参画に関
する研修の開催を継続していきた
い。男女平等推進委員会の第三者評
価を受け、各担当者が評価内容を確
認し事業内容に反映するように依頼
をしていく。

B

厳しい評価結果が出ている部署につ
いては、事業内容について意思統一
が出来ているのかどうか確認し、よ
りきめ細やかな対応・管理・支援し
ていく必要がある。

厳しい評価がある課については、今一
度、推進プランの調査を通じて支援や
管理を行っていきます。

4 2 1 1

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

実施なし。 D
プラン策定時の資料として取り組みを行
うが毎年行う必要性を説明できなかっ
た。

必要性を考えながら総合的あるいは
特定分野における調査を実施に向け
検討する。

D

少なくとも３年に１度くらい実施調
査する必要がある。調査には大変負
荷がかかると思うが、十分時間をか
けて検討してほしい。性差に加え
て、子どもの権利や高齢者に対する
意識、障害や疾病、多様な価値観に
対する意識調査を望む。

当市では３年に１度大規模な世論調査
を実施しており、当該データを活用す
ること、また、次期男女平等推進プラ
ン策定に伴う個別調査に関しては、十
分な精査を実施し、より有効性のある
ものとします。
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目標 課題 施策 事業 課名 事業の実施状況 自己評価 理由 今後に向けて 委員評価 委員コメント コメントへの返答/今後に向けて

4 2 1 2

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

コロナ禍においてではあるが男女共
同参画を中心にした講座開催、（図
書、イベント等）情報提供事業、各
種相談事業、女性広報誌（Ms.スクエ
ア、年２回発行）、地方創生推進交
付金事業等、男女平等推進を目的に
した事業を展開した。

A

一昨年度から始まった地方創生推進交付
金事業は「子育てしやすいまち清瀬」で
女性が輝く働く場活性化事業として女性
起業活性化、社会課題解決型社会起業の
支援強化、女性の多様な働き方の支援を
三本の柱に男女共同参画を推進する。

男女共同参画の発信拠点としての
ミッションを自覚し、さらなる平等
の推進と様々な交流等を図ってい
く。

A

男女共同参画の発信拠点としての
ミッションを自覚し、充実した事業
展開を行っている。さらなる男女平
等の推進とさまざまな交流、などを
通じて、一層の連携強化につとめて
ほしい。一方で、「清瀬は子育てし
やすいまちなのか？」という子育て
期の女性の声も謙虚に耳を傾けなけ
ればいけない。　　女性に限らない
ことであるが、「多様な生き方」に
寛容なまちであることが根幹だと考
える。

コロナ禍による様々な市民への影響な
ど、当センターが担わなければならな
い事業は多様化しています。
市民のニーズを把握し、過去の取組み
を尊重するとともに新たな視点で施策
を推進していきます。

4 2 1 3

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

苦情処理件数　0件 B

周知啓発のため、苦情処理委員からの提
言を清瀬市のホームページに掲載する等
の対策を行ったが、結果としては昨年と
同じ０件であった。

市に対する苦情処理の周知に倣い、
周知、啓発を進める。

B

いままでに、男女平等に関する苦情
はないが、継続して市のホームペー
ジに掲載、講座等開催した際、苦情
処理の周知徹底、啓発活動に努めて
いただきたい。いたずらに数を追う
のではなく、いつもそこにあること
の周知を図り、需要に応じて機能で
きる体制の維持を望む。

これからもホームページへの掲載等を
続け、苦情処理機能の周知及び啓発に
努めます。

4 2 1 4

男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー

男女共同参画政策担当課長会、係長
会等をはじめ他自治体との情報交
換、連携、サポーター、登録団体、
清瀬ソーシャルネットワークラボ等
との連携を通じて事業強化を図っ
た。

B
清瀬ソーシャルネットワークラボは地方
創生推進交付金事業の一環。

男女共同参画の発信拠点としての
ミッションを自覚し、様々な交流等
を通じて連携を図っていく。

B

男女共同参画センター事業の充実と
同様に、さらなる男女平等の推進と
さまざまな交流などを通じて、一層
の連携強化に努めてほしい。加え
て、連携に当たっては、多様な価値
観を排除しない姿勢を堅持し、障害
や疾患を包括した「インクルージョ
ン」に取り組むなど、寛容を旨とし
ていただきたい。

他自治体との広域連携事業や、関係団
体との連携事業を積極的に取り組んで
いきます。
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